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総括報告書 
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Ａ．目的 

 市町村の管理的立場にある保健師（以下、市

町村管理保健師）」の研修機会の確保は、地域

保健活動推進上、喫緊の課題であるが、市町村

における人材育成体制整備の遅れなどにより、

研修は十分に実施されていない。市町村保健師 

 

 

に対する研修実施は都道府県の役割とされてお

り、都道府県が市町村管理保健師の能力強化を

推進するために、各都道府県が市町村保健師管

理者人材育成研修を主体的に実施できる体制整

備と方法論の確立が急務である。そこで本研究

では、管理的立場にある市町村保健師の人材育

研究要旨 

【目的】本研究では、管理的立場にある市町村保健師の人材育成の推進をめざし「都道
府県のための市町村保健師管理者人材育成研修ガイドライン（仮称）」の開発を目的と
し、研究初年度は、市町村保健師人材育成研究ガイドラインの試作の開発を目指した。 
【総括】本研究の前年度に国が実施した「市町村保健師管理者能力育成研修」を元に、
プログラム等を改善し、平成 29年度は、２つの県でこの研修を県単位で実施するモデル
として平成 29 年 10 月と 11 月に各２日間実施した。平成 30 年 3 月に研修後のフォロー
アップ調査を実施した。このモデル的な実施の中で、分担研究として、「プログラム開
発」「ファシリテーター手引きの開発」「評価指標（アウトカム指標）」「全国への汎用性
の検討」を実施した。また、平成 29年７月には「管理的立場にある市町村保健師の人材
育成に関する教育機関のあり方」に関する実態調査を実施、平成 29 年 11 月には「都道
府県による市町村保健師研修の実態調査」を実施した。プログラムの作成に関しては国
内外の文献レビーを実施し参考とした。これらの研究の結果を参考にして、市町村保健
師管理人材育研修ガイドライン（試作）を完成した。このガイドライン（試作）を用い
て、平成 30年度は５つのモデル県において実証研究を行い、ガイドラインの最終版の完
成を目指す。 

研究分担者 

奥田  博子 国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 上席主任研究官 
大澤  絵里 国立保健医療科学院 国際協力研究部   主任研究官 
佐伯  和子 北海道大学大学院保健科学研究院     教授 
川崎 千恵 国立保健医療科学院 生涯健康研究部   主任研究官 
森永裕美子  国立保健医療科学院 生涯健康研究部   主任研究官 
堀井 聡子 国立保健医療科学院 生涯健康研究部   主任研究官 
高橋 秀人   国立保健医療科学院 統括研究官 
横山 徹爾  国立保健医療科学院 生涯健康研究部   部長  
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成の推進をめざし「都道府県のための市町村保

健師管理者人材育成研修ガイドライン（仮

称）」の開発を目的とし、研究初年度は、市町

村保健師人材育成研究ガイドラインの試作の開

発を目指した。 

 

Ｂ.研究方法 

以下の８つの課題に基づいて研究を実施し、

その結果を参考に市町村保健師管理者能力育成

研修（試作）を開発した。 

１．管理的立場にある市町村保健師の人材育成

に関する教育機関のあり方」に関する実態

調査 

２．都道府県による市町村保健師研修の実態調   

  査 

３．市町村管理者能力育成に関する研修プログ

ラムに含まれるカリキュラム等に関する研

究（文献レビュー） 

４－１）市町村保健師管理者能力育成研修にお

ける研修企画運営に関する記述的研究 

４－２）市町村保健師管理者能力育成研修にお

ける企画・運営・評価のあり方に関する一考

察 

５．ファシリテーター用手引きの開発 

６．モデルカリキュラムとプログラムの妥当性 

の評価（企画運営者の立場から） 

７．モデル県等での研修効果の推定および全国 

への汎用性に関する研究 

８．研修のアウトカム評価尺度の開発 

（倫理面への配慮）  

各分担研究に関し倫理審査が必要な研究につ

いて各所属機関の研究倫理委員会の承認を得て

実施した。 

 

Ｃ.研究結果 

１．管理的立場にある市町村保健師の人材育

成に関する教育機関のあり方」に関する実

態調査 

本省による先行調査（2017.06実施）の結果

を踏まえ、管理期研修を実施している自治体

（36か所）に対し、平成28年度実施研修内容

に関する調査を、未実施自治体（11ヶ所）を

対象に、未実施理由や今後の実施予定などにつ

いて質問紙調査した。調査回答数（回答率）は

42（89.4％）、実施自治体33（91.6％）、未実

施自治体9（81. 8％）であった。市町村管理

期保健師のみを対象としている研修が少なく、

意図的に都道府県保健師と合同で開催してい

た。研修名称、目標設定、根拠、対象は多種多

様であり、キャリアラダーを活用した目標設定

を行っている自治体はごく一部であった。また

研修の日程は半日～1日が約9割であった。こ

れらの現状から、今後、都道府県自治体が主催

となって実施するためのツールとなる「市町村

管理者研修ガイドライン」においては、現状の

多様性、自治体のニーズを考慮した汎用性の高

いコンテンツを示すことが人材育成体制強化の

一助となることが想定される。 

 

２．都道府県による市町村保健師研修の実

態調査 

①教育機関の現任者人材育成への関与の実

態、②市町村の管理的立場にある保健師の人材

育成体制について教育機関および自治体の考え

を明らかにすることを目的とした。その結果、

教育機関の自治体保健師を対象とした人材育成

へ関わりでは、｢研修会｣が最も多く、次いで

「検討会・委員会」で、うち、所在地の自治体

とは8割以上が関わりを持っていた。所在地の

都道府県での「管理的立場にある市町村保健

師」の人材育成について、教育機関の役割分担

の考えは、「組織ではなく、現任者人材育成を

専門とする教員が中心となる」が最も多く、役

割遂行の意識は、「依頼されたらできる限りか

かわっていきたい」が多かった。 

自治体への面接調査では、看護系教育機関と

都道府県との連携で最も多かったのは現任教育

でのかかわりであり、研究的かかわりや継続的
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人材育成への関わりが期待されていた。 

 

３．市町村管理者能力育成に関する研修プ

ログラムに含まれるカリキュラム等に関

する研究（文献レビュー） 

国内外の文献検討の結果、管理期保健師等へ

の管理的能力の育成を目的とした介入（研修・

教育）の研究報告は少なかった。いずれも、リ

ーダーや管理者を対象に、リーダーシップ（能

力、コンピテンシー、実践）の向上・構築を主

題とした研修・教育であった。効果を明らかに

した研究は国内外ともに少なかった。国内文献

の多くは総説や実践報告で、効果が測定されて

いなかった。国外文献では、効果はリーダーシ

ップの能力を測定するものや、マネジメント能

力を測定するなど、特定の測定用具を用いた研

究報告が複数みられた。介入（研修・教育）方

法について、プログラムへの参加者数は20～

35人未満、1回あたりの研修時間は4～8時

間、研修間隔は連続（3日間）、隔週、4-6週間

毎など様々で、研修期間は2日から2年であっ

た。介入（研修・教育）方法には、講義、ロー

ルプレイ、アクション・ラーニング、ワークシ

ョップ、グループ・ディスカッション、リフレ

クティブ・ラーニング、コーチング、メンタリ

ング、Webサイトを活用した情報交換などがあ

った。自分がよくできたと思ったマネジメント

の実践を物語形式で書き、グループで話す研修

プログラム等があった。その他、研修のツール

として、ポートフォリオ、将来に向けた各自の

プロファイルが使用されていた。  

 

４－１）市町村保健師管理者能力育成研修

における研修企画運営に関する記述的研

究 

２つのモデル県を設定し，研修企画から側面

支援を行いながら非構造化観察データとしてプ

ロセスを記述した。結果として，効果的な企

画・運営のためには，①研修企画者（都道府

県）が，研修受講対象（市町村管理者）に関す

る状況，それは県下の市町村別の人材育成状

況，市町村保健師管理者の実態を丁寧に把握し

たうえでのアセスメントが重要であり，都道府

県として問題意識をもち，研修という手法によ

って強化したいところを明確にしておくこと，

②研修ニーズが明確になることにより，キャリ

アラダーを踏まえた到達目標の設定も容易とな

り，研修の評価が確実に行えること，③グルー

プワークでは，ファシリテーターを設定し，フ

ァシリテーターには，着地点を事前に理解して

もらうこと，④ファシリテーターガイド等でフ

ァシリテーターの個人差（力量差）をできるだ

け僅差にしてグループワークを組み立て，促進

できるようにすることが重要であることがわか

った。 

 

４－２）市町村保健師管理者能力育成研修にお

ける企画・運営・評価のあり方に関する一考

察 

方法は，モデル実施する県を2県設定し，企

画・実践・評価のプロセスおよび結果を観察記

述したもの及びモデル県担当者のヒアリング内

容から実施のあり方と今後の課題を検討した。

結果として，研修ニーズ把握の重要性，事前課

題は事前の思考整理，準備性を高めることを目

的としたうえでグループワークに活用すること

が効果的だと考えられた。研修内容においては

到達目標項目の評価により，今回実施したプロ

グラムの妥当性は確認できた。また，グループ

ワークではファシリテーターが重要な役割を果

たすため，ファシリテーターの事前打ち合わせ

とファシリテーターガイドの事前提示により，

グループワークの着地点の理解や組み立て方，

進捗，到達具合が確認できることの必要性が分

かった 

 

５．ファシリテーター用手引きの開発 

 手引き開発に必要な基礎的情報を収集するこ
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とを目的に、ファシリテーションに関する文献

レビュー、モデル自治体等でのヒアリング、参

与観察を行った。その結果、ファシリテーター

用手引きは、研究班が作成する「根拠に基づく

研修カリキュラム」の内容を踏まえ、演習のプ

ロセス管理(時間配分等)、ゴール設定（ねら

い）、ねらいを達成するための支援技術（質問

法など）を含めることが必要と考えられた。加

えて、ファシリテーションの基礎的知識を統合

する必要性が示唆された。ただし、以上の内容

は、カリキュラムの内容に依存するため、「根

拠に基づくカリキュラム」が開発された後に、

手引きを作成すること、また、来年度、同手引

きをモデル県等で試用した結果をもとに、さら

に精緻化していくことが必要になると考えられ

る。 

 
６．モデルカリキュラムとプログラムの
妥当性の評価 
（企画運営者の立場から） 

企画運営者７名にプログラム等に関して個別

インタビューを実施し評価した。その結果、モ

デルプログラム実施の上で必要な主な社会資源

は、看護系大学等教育機関等であった。モデル

プログラムが想定している層を対象とすること

で研修効果が得られた。「遠隔学習」に関して

は、教材やシステムを各都道府県で開発するこ

とは難しい状況であった。講義や演習のコーデ

ィネートに関しては、人材の確保に工夫が必要

な部分があった。この研修を実施する場合は、

階層別研修への取り入れ等の工夫が必要だとの

発言が見られた。また、モデルプログラムの内

容に対する２日間の設定は適切であり、講義と

演習のバランスも適切であると考えられた。演

習Ⅰと演習Ⅱの内容と時間配分を修正する必要、

“ビジョン”の取り扱等に関する意見が出され

ていた。ファシリテーターへの教育としてファ

シリテーターの役割を理解する資料と時間が求

められていた。研修評価計画の策定が明確では

なかったので、評価指標、評価時期、達成目標

等を含めた評価計画を明確にするシートを開発

する必要があった。 

 

７）モデル県等での研修効果の推定および 

全国への汎用性に関する研究 

研修プログラム: 厚労省「市町村保健師管理

者能力育成研修プログラム(H29 年度版)」を実

施し, H29受講前アンケート調査, H29受講後

アンケート調査, フォローアップ調査を用いて, 

研修前後の能力点の差を検討した.研修生はモ

デルA県25人, モデルB県18人の計43人で

ある.研修前からフォローアップ調査時までは

25/28 項目で有意に能力点数の増加が認められ

た. 有意な変化のなかった 3 項目, Q3 所属

（課・係）の保健事業に係る業務全般を理解し，

その効果的な実施に対して責任をもつ, Q21地

域診断などにより，根拠に基づいた保健事業を

計画できる, Q23評価に基づき保健活動の効果

を検証し，施策の見直しについて提案できる, 

については, 来年度研修の改善を考える必要が

ある.２県で一様に改善した項目は研修前後 3

項目, 研修後からフォローアップ調査時までの

0 項目,研修前からフォローアップ調査時まで

の14項目については,他地域への汎用性が高い

項目と考えられる. 

 
８．研修のアウトカム評価尺度の開発 
モデル自治体で実施した市町村保健師管理者

能力育成研修における、研修前後の評価用アン

ケートの結果を用いて、一般目標（GIO）、到達

目標（SBOs）、28 個の到達項目、およびキャリ

アラダーとの関係について分析し、アウトカム

評価尺度としての妥当性を構成概念の観点から

検討した。SBOsの研修前後での改善は、GIOの

改善と中等度の相関を示した。28 個の到達項

目の因子分析によって6つの因子が抽出され、

キャリアラダーのうち、「所属部署内リーダー

シップ」、「人事管理」、「人材育成」、「健康課題
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の明確化と施策提案」、「PDCA サイクルに基づ

く事業推進」、「保健活動の情報管理」の構成概

念を反映していると考えられた。アウトカム評

価尺度として、各因子の因子負荷量が大きい到

達項目の得点の単純合計または重み付け合計等

を用いることが可能かもしれない。しかし、こ

れら6因子の因子得点のうち、研修前後での改

善について GIO、SBOs と相関があるのは、「人

材育成」など一部だけであった。 

 
Ｄ．考察 
 平成30年度に「市町村保健師管理者能力育

成研修ガイドライン」の開発を完成することを

目指して、平成29年度は「市町村保健師管理

者能力育成研修（試作）」の作成を目的とし

た。前述した各分担研究の結果を平成29年度

のプログラムへの改善点は以下の通りであると

考えられる。 

 

１．研修プログラムの改善 

研修生が研修の学びを深め易くする為に研修

プログラムの講義や演習順序を整える必要があ

る。また、都道府県における研修は現行では半

日～１日が9割をしめ、意図的に都道府県保健

師と合同で開催している場合が多い。本モデル

研修は連続２日間を想定しているが、一日ずつ

の開催でも対応できるプログラムの設定をし、

各自治体の状況に合わせて展開できる設定とす

ることが望ましいと考える。 

 

２．看護系大学等保健師養成機関との連携の

強化 

 各教育機関は、所在地の自治体と８割以上が

関わりを持っており、また、「依頼されたらで

きる限り係わっていきたい」との役割意識も持

っている。本研修において国立保健医療科学院

が担っている講義や演習のコーディネートの役

割や、研修の統計解析等を使った研修の評価等

に積極的に参加を求め連携を強化していく必要

があると考える。 

 

３．演習の改善 

 平成29年度のプログラムでは演習と講義と

演習のバランスは良好であった。しかし、２つ

の演習の内容と所用時間のバランスは改善する

必要が求められている。演習1と演習Ⅱの内容

や時間配分を再度検討するとともに、使用する

様式や事前課題の提供方法や内容も合わせて検

討する必要がある。 

 

４．講義等依頼内容の明確化 

 講義や演習を担当する者が研修の目的を達成

する為に必要な内容を提供できるようにシラバ

ス等を作成し、必要な講義が実施できるよう支

援する必要がある。 

 

５．ファシリテーターへの教育の充実 

 ファシリテーターの手引きは大変好評であっ

たので引き続き活用する。内容は、上記３の改

善に伴って加筆修正する。また、ファシリテー

ターの基本的な役割を理解するために資料の作

成や機会の設定を実施し、ファシリテーターと

しての役割を果たしやすくする工夫が必要であ

る。 

 

６．研修実施計画や評価計画の立案ツール 

および評価ツールの開発 

平成29年度のプログラムでは、実施計画や

評価計画の立案が不足していた。実施計画や評

価計画を策定する為の計画表、いつ何をどの様

に評価するのかを示す資料等の開発が必要であ

ると考えられる。 

 

７．評価票の改善 

今年度の評価票、特にアウトカム評価に用い

た評価票は、28項目中25項目で研修前後およ

びフォローアップ調査時で優位な点数の増加が

見られ、14項目に関しては全国への汎用性も
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確認できた。しかし、３項目は研修前後等で変

化が見られなかった。また、結果の８で述べた

通り、ラダーの評価項目とSBOの関係から抽出

だれた6因子の因子得点のうち、研修前後での

改善についてGIO、SBOsと相関があるのは、

「人材育成」など一部だけであった。 

今年は平成28年度に使用した評価票を修正

して使用したが、評価の段階の整理、投問の整

理等いくつかの課題が明らかになった。したが

って、明らかになった課題を元に評価票の修正

を実施する必要があるが、項目の削除等に関し

ては次年度の調査結果を見た上で慎重に判断す

る必要があると考えられる。 

 

Ｅ.結論 

考察で述べた７点の改善に基づいて「市町村

保健師管理者能力育成研修ガイドライン（試

案）」を作成した。試作の為に詳細を掲載する

ことができないが「市町村保健師管理者能力育

成研修「ガイドライン（試作）」の概要を資料

として示した。平成30年度は、このガイドラ

イン（試作）を用いて５つの県で実証研究を行

い、ガイドラインを完成させ全国の都都道府県

等へ普及する予定である。 

 

Ｆ.健康危機管理情報 

なし 

 

Ｇ.研究発表 

  なし 

 

Ｈ.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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                                                                       【 資 料 】                                  
 

市町村保健師管理者能力育成研修「ガイドライン（試作）」の概要 

 

 

１．市町村保健師管理者能力育成研修の目的 

市町村の管理的立場の保健師が効果的な保健活動を組織的に展開するために求められる能力や果

たすべき役割を理解し、地域住民の健康の保持・増進に貢献する資質の向上を図ることができる。 

 

２．市町村保健師管理者能力“モデル研修(試作)”の概要 

１）GIO：市町村保健師管理者として自身が管理的立場である組織の活動を、根拠に基づいて推

進する為のマネジメントの資質を向上することができる。 

 

２）SBO： 

（１）我が国における地域保健動向と、今後の課題について説明できる。 

  （２）市町村保健師管理者として、根拠に基づいて施策・事業をマネジメントするための具体 

的方法を述べることができる 

   （３）各市町村保健師の活動方針（ありたい姿やビジョン）を踏まえ、施策展開に必要な組織 

運営管理、人材育成・人事管理を含むマネジメントのあり方について説明できる 

 

３）研修対象者 

：市町村保健師管理者および次期管理者 

（統括保健師を除く管理期の者＆係長級以上の次期管理期の者） 

：「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」のB2～B3レベル、A4～A5レベルの能力の者  

 

４）日 数 

  ：連続した２日間を原則とする。 

 

５）研修体制のポイント 

（１）看護系大学等保健師養成機関の教員との連携の強化 

（２）演習場面におけるファシリテーターの充実 

   

６）研修プログラム（試作）の概要 

（１）研修プログラムの修正ポイント 

① 研修プログラムの改善 

：学習しやすくする為に講義および演習プログラムの講義や演習順序を整えたり、研修 

 ２日目の最初に１日目の振り返り時間を確保したりする。研修２日目の最初に１日目の  

 振り返りをおくことで一日単位でも研修が可能な設定とする。 
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② 看護系大学等保健師養成機関との連携の強化 

 ：講義の担当や演習のコーディネートの役割、研修の統計解析等を使った研修の評価等に  

  積極的に参加を求め連携を強化していく必要がある。そのために役割分担表や講義の依 

  頼内容票などを示す。 

 

③ 演習の改善 

 ：演習1と演習Ⅱの内容や時間をバランスのとれた配分に調整した上で、使用する様式や事

前課題の提供方法や内容を改善する。 

  

 ④ 講義等依頼内容の明確化 

 ：講義やファシリテー等を担当する者に対して依頼内容を明記した「依頼内容票（シラバ

ス）」を充実する。 

  

 ⑤ ファシリテーターへの教育の充実 

 ：上記④に連動しファシリテーターガイドの修正を行う。また、ファシリテーターの基本的

な役割を理解するために資料の作成や機会の設定をする。 

 

⑥ 研修実施計画や評価計画の立案、および評価ツールの開発 

:実施計画や評価計画を策定する為の計画表、いつ何をどの様に評価するのかを示す資料等 

の開発。具体的に評価を実践しやすくする為の評価ツールの開発をおこなう。 

    

   ⑦ 評価票の改善 

：明らかになった課題（質問の仕方や回答番号の順番等）に基づいた評価票の改善を行う。 
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（２）表１：研修プログラム（試作） ※注：試作につき転記転用禁止 

 

 研修内容 ねらい 講師 

事
前
準
備 

【遠隔講義】約40分 
組織におけるリーダーシップとマ
ネジメン 

・行政経営を念頭においた組織概念、リーダ
ーシップ機能、マネジメント機能について
説明できる 

〇〇研究所等 
学識経験者 

【事前課題】  
自治体情報（保健師数、人材育成
状況等）健康課題と実施事業等 

・保健師管理職として、自組織における人材
育成・管理の現状と課題を把握し、地域の
健康課題を解決するための事業・施策展
開がなされているか、その中で、自身がど
のようなマネジメント機能を果たしている
か確認できる 

国立保健医療科学院   
  教 官 
 
〇〇県 
  担当者 

一
日
目 

【講義】60分 
国の保健活動の方針および各都
道府県の現任教育体系を踏まえた
市町村保健師管理者への期待 

・国の地域保健における動向や各都道府県
の役割を踏まえた上で、各都道府県の保
健師現任教育において市町村保健師管理
者が果たす役割について説明できる 

 
〇〇県 
担当者 

【講義】90分 
市町村保健師管理者に必要な機
能と能力 

・施策展開に必要な市町村保健師管理者の
機能と、必要な能力について説明できる 

例：〇〇大学大学院 
教授 〇〇〇〇 

【講義】60分 
根拠に基づく事業・施策の展開 

・根拠（PDCA）に基づいた事業・施策の展開
について説明できる 

例：〇〇大学大学院 
教授 〇〇〇〇 

【グループワークⅠ】130分 
事業・施策における管理者として
のマネジメントの現状 
 

・健康課題解決のために根拠に基づいて施
策・事業をマネジメントするための具体的
方法の現状を述べることができる 

◇コーディネート 
各都道府県の企画運
営者等 
◇ファシリテーター 
各都道府県保健師 

二
日
目 
【講義】30分 
1日目の概要 

・1日目の概要を述べることができる 〇〇県 
担当者 

【講義】30分 
保健師管理者への期待 
～他職種の立場から～ 

・他職種の管理者等からみた、管理的立場
の保健師に求める役割や行動について説
明できる 

〇〇県内市町村の 
事務職職員等 

【実践報告】＆【コメント】 
60分 

事業・施策の展開における管理者
のあり方 

・実践報告事例から、自組織における事業・
施策の展開を振り返り評価できる 

例：〇市健康支援課 
  主幹〇〇 〇〇 
〇〇県 担当者 

【グループワークⅡ】205分 
管理者としてのマネジメントのあり
方 

・各市町村保健師のありたい姿（ビジョン）を
踏まえ、施策展開に必要な人材育成・人事
管理を含むマネジメントのあり方について
説明できる 

◇コーディネート 
各都道府県の企画運
営者等 
◇ファシリテーター 
各都道府県保健師 

【まとめ】20分 ・今後の実践に活かす保健師管理者として
のあり方を説明できる  

〇〇県  
企画運営担当者 
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３．市町村保健師管理者能力育成研修ガイドライン（試作）目次 

         表２：市町村保健師管理者能力育成研修ガイドライン（試作）目次 

 

はじめに 
 
第Ⅰ章.市町村保健師管理者能力育成研修ガイドラインの基本的な考え方 
１．市町村保健師管理者能力育成研修の基本方針                         p３   
２．「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」における市町村保健師管理者能力     p３ 
３．市町村保健師管理者能力育成研修体制                              p４ 
１）市町村保健師管理者への研修体制の実態と課題 
２）看護系大学等保健師育成教育機関との連携 
３）人事部門との連携 

 
第Ⅱ章．研修の企画・立案、実施、評価の流れ 
１．研修計画の企画・立案・実施方法                                  p９ 
１）【実態把握に基づいて】研究計画の企画・立案・実施する方法 
２）このガイドラインで紹介する【モデルプログラムを活用（アレンジ）】する方法 
３）このガイドラインで紹介する【モデルプログラムに沿って研修を実践】する方法 
２．企画・立案                                               p１１ 
３．研修プログラムの作成                                       p１１ 
１）研修内容の決定 
２）内容の順序の決定 

       ３）研修方法の決定 
４．評価（含：評価計画）                                        p１２ 
     １）研修に共通する評価事項 
       ２）評価方法（評価指標、評価時期、目標値、測定方法、分析方法）        
５．実施                                                  p１５ 
１）実施する上で注意するポイント 
２）状況把握（モニタリング） 
６．評価と次年度の計画                                        p１６ 
１）評価計画に従って評価を実施する 
２）総合評価 

 
第Ⅲ章．市町村保健師管理者能力育成モデル研修 
１．実態把握と課題の明確化                                     p１９ 
１）各市町村保健師管理者の能力 
２）人材育成体制の中での位置づけ 
３）看護系大学等保健師養成機関との連携状態 
２．研修の企画・立案                                         p２０ 
     １）本モデル研修の目的・目標 
２）研修の対象者の選定 
３）実施計画 
４）評価計画 
３．実施（実施状況の把握）                                      p３７ 
１）研修の実施場面の観察 
２）日単位での反省会実施    
４．評価の実施と次年度の計画                                   p３７ 
１）研修の評価 
２）総合評価 
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平成 29年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
「管理的立場にある市町村の保健師の人材育成に関する研究」 

 
分担研究課題 

「管理的立場にある市町村保健師の人材育成に関する教育機関のあり方」 

 

研究分担者：佐伯 和子（北海道大学大学院） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
研究協力者：平野美千代、水野芳子（北海道大学大学院） 

 

 

 

                  
 

 

研究要旨 

市町村の管理的立場にある保健師の人材育成体制の整備にむけて、都道府県庁と教育
機関の連携と協力体制のあり方を検討する必要がある。そこで、①教育機関の現任者人
材育成への関与の実態、②市町村の管理的立場にある保健師の人材育成体制について教
育機関および自治体の考えを明らかにすることを目的とした。 

方法は、国内のすべての看護系大学ならびに保健師教育機関 265 施設の公衆衛生看護

学または地域看護学の教育を担当する責任者に質問紙調査を行い、さらに、4都道府県

庁の保健師の人材育成担当者に面接調査を行った。調査は所属機関の倫理審査委員会の

承認を得て実施した。 

結果は、教育機関の自治体保健師を対象とした人材育成へ関わりでは、｢研修会｣が最

も多く、次いで「検討会・委員会」で、うち、所在地の自治体とは 8 割以上が関わりを

持っていた。所在地の都道府県での「管理的立場にある市町村保健師」の人材育成につ

いて、教育機関の役割分担の考えは、「組織ではなく、現任者人材育成を専門とする教員

が中心となる」が最も多く、役割遂行の意識は、「依頼されたらできる限りかかわってい

きたい」が多かった。 

自治体への面接調査では、看護系教育機関と都道府県との連携で最も多かったのは現

任教育でのかかわりであり、研究的かかわりや継続的人材育成への関わりが期待されて

いた。 

今後、管理的立場にある市町村保健師の人材育成体制構築のためには、①現在の現任

教育の支援体制を発展させ、②都道府県が体制整備のための準備段階から評価までの過

程を大学と協働するという認識を持って大学に積極的に働きかけ、③大学は公衆衛生看

護管理について教育力を強化する必要性が示唆された。 
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A.研究の背景・意義 

 少子高齢社会の進展に伴い、地域の健康

課題は複雑多様化しており、課題解決に向

け、保健師の能力強化が必要とされている。 

 特に、市町村は対人支援の業務が多様化

し、保健師数が増加し分散配置が進んでい

る。また、人材育成上、新任期の保健師を

はじめとして 20代の経験の少ない保健師

の割合が増加する一方、中堅期保健師の働

き方も考慮しなければならない。さらには、

組織改革により、保健師が管理的職位につ

くことも増えている。 

このような状況下において、管理的立

場にある市町村保健師は、地域保健活動を

推進する上で重要な役割を担っている。管

理的立場で仕事をするためには、よりマネ

ジメント的な能力や政策的な能力が求めら

れる。組織管理、人材管理、業務管理、政

策立案と交渉など新たな能力を習得し、発

揮するためには、管理者としての人材育成

が必要である。 

研修体制の整備に当たっては、「保健師

に係る研修のあり方等に関する検討会最終

とりまとめ～自治体保健師の人材育成体制

構築の推進に向けて～」で提言されている

ように、自治体と地元の大学との協働によ

る人材育成体制の整備が課題となっている。 
大学と現場の協働については、大学の

教育に関して実習体制の構築では、様々な

取り組みがされている。また、新任期の人

材育成については、大学と現場が課題を共

有して研修に取り組む体制が整備されてき

た。 

しかしながら、市町村の管理的立場に

ある保健師の研修の機会など人材育成体制

は未整備な状況であり、管理者の育成に特

化して、大学と自治体の協力体制を検討す

る必要がある。 

 

Ｂ.研究目的 

本研究は、市町村の管理的立場にある

保健師の人材育成体制の整備にむけて、都

道府県庁と教育機関の連携および協力体制

のあり方を検討するため、教育機関の公衆

衛生看護管理の教育および現任者の人材育

成への関与の実態、市町村の管理的立場に

ある保健師の人材育成体制についての考え

を明らかにすることを目的とする。 

 

Ｃ.研究方法 

調査は 2つの方法で行った。 

＜調査１＞ 

対象は国内のすべての看護系大学なら

びに保健師教育機関の公衆衛生看護学また

は地域看護学の教育を担当する責任者とし

た。 

データ収集は郵送法による無記名自記

式質問紙調査を行った。依頼文に調査の目

的、方法、倫理的配慮について記載して説

明を行い、調査票と同封した。調査内容は

教育機関の公衆衛生看護管理の教育と研究、

現任者の人材育成への関与の実態、市町村

の管理的立場にある保健師の人材育成体制

についての考えなどであった。調査は

2017 年 7 月に実施した。 

分析は単純集計を行い、その後クロス

集計を行った。 

倫理的配慮として、調査への協力は自

由意思によるものとし、調査票の返送を持

って同意とした。 

結果の公表に当たっては、個人や組織

が特定されないようにした。 

 

＜調査２＞ 

対象は都道府県庁の保健師人材育成担

当者とし、大規模都道府県と中小規模都道

府県の計４都道府県とした。 

データ収集は、都道府県庁の保健師人
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材育成担当者に口頭で説明を行い、内諾を

得た後、文書で調査依頼を行い、調査概要

を文書で説明した。調査開始前に調査の同

意を文書で得た。 

 面接内容は、インタビューガイドに基づ

き、日常的な看護系教育機関(特に保健師

教育機関)との連携、管理的立場にある市

町村保健師の人材育成体制について聞いた。

面接は 1 回、60 分程度で、了解を得てＩ

Ｃレコーダーに録音し、逐語録を作成した。 

 分析は、質的帰納的方法を用いて行った。 

倫理的配慮では、調査依頼文には研究

の目的、方法、倫理的配慮、結果の処理等

を明示した。調査への協力は自由意思によ

るものとし、途中で中止することも可能で

あり、同意が得られない場合もなんら不利

益を被ることはないことを説明した。結果

の公表に当たっては、個人や組織が特定さ

れないようにした。 

 

Ｄ.研究結果 

＜調査１＞ 

配布と回収 

 配布 265 部、回収 112 部（42.3％）、有

効 112 部（42.3％）であった。 

 

１．回答者の属性 

１）回答者および機関の属性 

回答者の職位は教授が 76 人（67.9％）

で 最 も 多 く 、 次 い で 准 教 授 20 人

（17.9％）、講師 7人（6.3％）であった。 

 学校の種類は大学（看護系大学院あり）

が 74 校（66.1％）で最も多く、次いで大

学（学部のみ）が 28 校（25.0％）であり、

合わせて大学が 102 校（91.1％）だった。 

 学校の設置主体は、私立系が 59 校

（52.7％）で 5 割を超えており、次いで

国立系 27 校（24.1％）、公立系 26 校

（23.2％）だった。取得可能な免許では、

保健師免許は 112 校（100％）すべて取得

可 能 で あ り 、 助 産 師 免 許 は 55 校

（ 49.1 ％ ）、 看 護 師 免 許 は 102 校

（91.1％）であった。 

 保健師教育課程の設置は学士課程（選択

制）が 78 校（69.6％）と最も多く、次い

で学士課程（統合カリキュラム）17 校

（15.2％）、大学院 9 校（8.0％）であった。 

表 1 回答者の属性          N=112 

    ｎ ％ 

回答者

の職位 

教授 76 67.9 

准教授 20 17.9 

講師 7 6.3 

助教・助手 1 0.9 

教務主任 4 3.6 

その他 4 3.6 

学校の

種類 

大学（看護系大

学院あり） 

74 66.1 

大 学（学部の

み） 

28 25.0 

専修学校（4 年

課程） 

4 3.6 

短期大学 2 1.8 

専修学校（1 年

課程） 

4 3.6 

学校の

設置主

体 

国立系 27 24.1 

公立系 26 23.2 

私立系 59 52.7 

取得可

能な免

許 

保健師 112 100.0 

助産師 55 49.1 

看護師 102 91.1 

保健師

教育課

程の設

置 

大学院 9 8.0 

学士課程（選択

制） 

78 69.6 

学士課程（統合

カリ） 

17 15.2 

準学士課程 1 0.9 

その他 7 6.3 
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２）教育機関の教員数 

公衆衛生看護学教員数は 3 人が 39 校

（35.5％）で最も多く、次いで 4 人が 30

校（27.3％）、5 人が 22 校（20.0％）であ

った。公衆衛生看護学教員の保健師経験を

みると、保健師経験が 5 年未満かつ行政

経験が 5 年未満の者が在籍している学校

は３校だった。 

３）都道府県内の看護系大学数と自治体数 

学校所在地の都道府県内での看護系大

学の数は 1～3 校が 39 校（34.8％）と最

も多く、次いで 11 校以上が 34 校

（30.4％）であった。学校所在地の都道府

県における市町村の数は 40 以上が 50 校

（44.6％）で最も多かった。 
 

２．政策および公衆衛生看護管理に関す

る教育について 

１）公衆衛生看護学教員による講義の実施 

 保健師免許を所有している公衆衛生看護

学の教員が、1 コマ（90 分）以上講義を

実施しているものは、「事業計画・事業評

価」98 校（91.6％）、「地域ケアシステム

の構築」97校（89.8％）と多かった。 

講義の実施が最も少なかったのは、

「｢スーパーバイズ・コンサルテーション｣

17校（15・7％）であった。 

２）公衆衛生看護学教員が研究として取り

組んだもの 

平成 26 年から 28 年度の 3 年間で公衆

衛生看護学教員が研究として取り組んだも

のは、｢組織管理・人材管理｣の「人材育成

（現任教育）」が 52 校（46.8％）で最も

多く、次いで「ケアシステム」の「地域ケ

アシステムの構築」が 44 校（39.6％）だ

った。反対に、最も少なかったのは｢施

策・政策｣の「予算管理」と｢組織管理・人

材育成｣の「人事管理」で共に 1 校

（0.9％）であった。 

表２ 公衆衛生看護学の教員による講義の実施 

N=108  

    ｎ ％ 

ケ ア シ

ステム  

地域ケアシステムの

構築 
97 89.8 

ケアの質の管理 65 60.2 

施 策 ・

政策  

事業計画・事業評価 98 91.6 

業務管理 66 61.7 

予算管理 62 57.9 

公共政策 58 54.2 

組 織 管

理 ・ 人

材育成 

組織管理 56 51.9 

情報管理 60 55.6 

人事管理 42 38.9 

人材育成 (現任教

育） 
42 38.9 

スーパーバイズ・コ

ンサルテーション 
17 15.7 

倫理  公衆衛生看護の倫理 67 62.0 

 

３．公衆衛生看護学の教員と都道府県の

協力、関係 

１）自治体の保健師を対象とした人材育成

への関わり 

公衆衛生看護学教員の自治体保健師の

人材育成への関わりでは、｢研修会｣88 校

（78.6％）が最も多く、次いで「検討会・

委員会」が 73校（65.2％）だった。 

各項目について学校の所在地の自治体

との関わりは、｢研修会｣は 88校のうち 78

校（88.6％）、｢検討会・委員会｣は 73 校

のうち 64 校（87.7％）であり、共に 8 割

以上を占めていた。人材育成の対象となっ

た自治体保健師は「新任者」と「中堅者」

が共に 55 校（49.1％）で最も多く、次い

で「新任者への指導者」44 校（39.3％）

であった。 
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２）学校所在地の都道府県との関わり 

所在地の都道府県が主催する「管理的

立場にある市町村保健師の人材育成」の過

程への関わりでは、「所在地での関わりな

し」と回答したものが 62 校（55.43％）

と多かった。「企画」29 校（25.9％）、「実

施」28校（25.0％）であった。 

日常的な保健所を含めた都道府県と関

わりでは、「実習打合せ」が 97校

（86.6％）と最も多く、「研修会の講師」

72校（64.3％）、「検討会や審議会の委

員」70校（62.5％）、「都道府県職員が学

校で授業を実施」が 69校（61.6％）の順

で多かった。 

表 3 公衆衛生看護学教員の自治体保健師の人材

育成への関わり（複数回答） N=112 

項目 ｎ ％ 

（再掲）うち 所

在地の自治体との

関わりあり 

ｎ ％ 

検討会・

委員会 
73 65.2 64 87.7 

研修会 88 78.6  78 88.6 

その他 13 11.6  8 61.5 

なし 17 15.2   
 

 

表 4 「管理的立場にある市町村保健師の人材育

成」への関わり（複数回答） N=112  

  ｎ ％ 

ニーズ分析 17 15.2 

企画 29 25.9 

実施 28 25.0 

評価 13 11.6 

公表 5 4.5 

所在地での関わりなし 62 55.4 

 

３）所在地自治体との関係 

所在地の都道府県の本庁と学校の日常

の関係について、「良好」が 42校

（38.2％）で最も多く、「とても良好」の

24校（21.8％）を合わせると 6割以上で

あった。 

評価の理由について、「とても良好」や

｢良好｣では、｢日常的に相談・協力関係に

ある｣や｢共同研究に取り組んでいる｣、｢就

職情報の共有化｣といった関係の多様性が

あった。それに対して、｢普通｣では｢実習

での関わりにとどまる｣としており、｢やや

不良｣では「実習での関わりはあるが大学

本来の研究的な取り組みがない」と実習以

外での関わりの無さが挙げられていた。 

また、「とても良好」と｢良好｣では、公

立大としての立場に関するもの、｢やや不

良｣と｢不良｣では私立系に関するものとい

った設置主体を理由とする意見があった。 

一方で、「とても良好」の「教員が元自

治体職員なので関係ができている」の中に

は私立大も含まれており、他にも｢良好｣の

「関連機関の委員会でのつながり」といっ

た学校の設置主体に関わらず、個人の経歴

や学外で構築した関係性が挙げられていた。 

所在地の都道府県の本庁との日常関係

では、「とても良好」と｢良好｣を合わせて

｢良好｣とし、｢やや不良｣、｢不良｣を合わせ

て｢不良｣とし、｢良好｣｢普通｣｢不良｣の 3

群で比較した。学校の種類別ではどの種類

も｢良好｣が多く、種類別では回答者が最も

多い大学では 100 校のうち 59 校であった。 

設置主体別では、「国立系」と｢公立系｣

は 7割以上が「良好」なのに対して、｢私

立系｣では 27 校（45.8％）と少なかった。 

所在地の都道府県内の看護系大学の数

別では、｢良好｣が「１～３校」では 27校

（69.2％）、｢４～５校｣では 11校

（78.6％）と多く６割以上なのに対し、

「6～10校」では 10校（43.5％）、「11校

以上」では 18校（52.9％）とやや少なか
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った。

表5 所在地都道府県の本庁との日常関係の関連 

  良好 普通 不良 計 

 ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ 

学校の種類（N=110）        

 

大学 59  59.0  33 33.0  8  8.0  100 

専修学校（4年課程） 2  50.0  2 50.0  0  0.0  4 

短期大学 2  100  0 0.0  0  0.0  2 

専修学校（１年課程） 3  75.0 1 25.0  0  0.0  4 

設置主体（N=110）        

 

国立系 19  70.4 4 14.8  4  14.8  27 

公立系 20  76.9  6 23.1  0  0.0  26 

私立系 27  47.4  26 45.6  4  7.0  57 

所在地の都道府県内の看護系大学の数（N=110） 

 

1～3校 27  69.2  11 28.2  1  2.6  39 

4～5校 11  78.6  2 14.3  1  7.1  14 

6～10校 10  43.5  10 43.5  3  13.0  23 

11校以上  18  52.9  13 38.2  3  8.8  34 

 

４．所在地の都道府県での「管理的立場にあ

る市町村保健師」の人材育成について 

１）教育機関の役割分担の在り方 

教育機関の役割分担について、全体では「組

織ではなく、現任者人材育成を専門とする教員

が中心となる」が 44 校（40.7％）で最も多く、

次いで「公立大学が中心となる」29 校

（26.9％）、「全ての大学が平等に役割分担す

る」27校（25.0％）であった。 

次に、人材育成の教育機関の役割分担との関

連をみた。学校の種類別では、大学では「専門

とする教員が中心となる」が 40 校（40.8％）

で最も多く、｢公立大学が中心｣28 校（28.6％）、

「全ての大学が平等に分担」25 校（25.5％）

と続いていた。大学以外は母数が少ないため大

きな差はみられなかった。 

設置主体別では、｢国立系｣「公立系」「私立

系」の全てで「専門とする教員が中心」が 4

割近くを占め最も多かった。次いで、「国立

系」と「私立系」では「平等に分担」と「公立

大が中心」がほぼ同数で別れたのに対して、

「公立系」では「公立大が中心」が「平等に分

担」を上回った。 

表6 教育育関の役割分担      N＝108 

   ｎ ％ 

国立大学が中心となる 7 6.5 

公立大学が中心となる 29 26.9 

私立大学が中心となる 1 0.9 

全ての大学が平等に役割分担する 27 25.0 

組織ではなく、人材育成を専門と

する教員が中心となる 
44 40.7 
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表7 人材育成の教育機関の役割分担との関連 

 国立大学が中

心 

公立大学が中

心 

私立大学が中

心 

平等に分担 専門の教員が

中心 
計 

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ 

学校の種類（N＝108） 

大学 4 4.1  28 28.6  1 1.0  25 25.5  40 40.8  98 

専修学校（4 年課

程） 
2 50.0  0 0.0  0 0.0  0 0.0  2 50.0  4 

短期大学 0 0.0  0 0.0  0 0.0  2 100 0 0.0  2 

専修学校（１年

課程） 
1 25.0  1 25.0  0 0.0  0 0.0  2 50.0  4 

設置主体（N=106） 

国立系  1 3.7 8 29.6 0 0.0  8 29.6  10 37.0  27 

公立系 2 8.3 8 33.3  0 0.0  4 16.7  10 41.7  24 

私立系  4 7.0 13 22.8  1 1.8  15 26.3  24 42.1  57 

所在地の都道府県内の看護系大学の数（N=106） 

1～3校  1 2.6  14 36.8  0 0.0  10 26.3  13 34.2  38 

4～5校 0 0.0  5 35.7  1 7.1  5 35.7  3 21.4  14 

6～10校 1 5.0  4 20.0  0 0.0  4 20.0  11 55.0  20 

11校以上  5 14.7  6 17.6  0 0.0  7 20.6  16 47.1  34 

 

２）役割遂行の意識 

都道府県庁が「管理的立場にある市町村保健

師」の人材育成を行う場合に学校が果たす役割

について、全体では「依頼されたらできる限り

かかわっていきたい」60校（54.1％）で最も

多かった。 

次に、都道府県庁が人材育成を行う場合の自

校の役割との関連をみた。学校の種類別では、

大学は「積極的に役割を果たしたい」33校

（32.7％）と「依頼されたらできる限り係わっ

ていきたい」56校（55.4％）を合わせると9

割近くが積極的であった。 

３）支援役割遂行が可能な内容 

「管理的立場にある市町村保健師」の人材育

成に関して、学校として都道府県庁への協力お

よび支援が可能なものは、ニーズの分析86校

（24.1％）で最も多く、次いで評価77校

（21.6％）、企画71校（19.9％）、実施62校

（17.4％）であった。 

表8 学校が果たす役割          N=111 

   ｎ ％ 

積極的に役割を果たしたい 34 30.6 

依頼されたらできる限りかかわっ

ていきたい 
60 54.1 

本務に余裕ができたら関わりたい 7 6.3 

自校が担う役割とは考えていない 10 9.0 

 

５．管理的立場にある市町村保健師」の人材

育成に関与するにあたり希望する支援につい

ての自由記載 

 学校が「管理的立場にある市町村保健師」の

人材育成に関与するにあたり、希望する支援と
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しては、「ニーズの分析と分析後に議論できる

場」や「都道府県本庁や関連機関との協同体

制」、「先進事例の情報提供」が挙げられた。 

また、管理的立場にある市町村保健師の人材

育成には、「管理的立場になる前のあらゆる職

位を含めた包括的な体制が必要」であり「体系

化された人材育成」や「卒後教育、地域でのシ

ステムづくり」といった意見があった。 

他には「管理的立場には大学院修了が望まし

く、保健師側が大学院で学ぶことの重要性を認

識するとともに大学院側の準備を求める」意見

があった。 

 

６．「管理的立場にある市町村保健師」の人材

育成に関しての自由記載 

 「管理的立場にある市町村保健師」の人材育

成に対して、「大学の中にいると管理的立場に

ある保健師の課題を把握するのは困難」、「自治

体で長く働いた教員がいないと見えにくい」た

め、「管理的立場にある保健師との情報交換」

や「大学が果たす役割について積極的な議論」

を希望する意見があった。 

また、大学としては「卒業生の成長に関与で

きる場であり、一緒に検討することで教員のス

キルアップや実習指導体制の充実につながる」

との意見があった。 

管理的な視点について「管理者としての視点

が重要視されるのであれば専門とする人が必

要」と専門性を重視する意見があった。管理的

な視点を取り入れる時期としては「基礎教育へ

の組み込みが必要」や「新任期からの段階的な

教育のシステム化」が挙がっていた。 

自治体との関係では「大学と現場の双方がお

互いに何を求めるのか模索している時期でない

か」や「大学と自治体の相互学習、共同プロジ

ェクトとして共に育ちあう関係が望ましい」と

の意見があった。また、「自治体組織に対して

管理的立場にある保健師の役割機能と人材育成

への理解を求めるとともに保健師内部での意識

の向上」が挙げられていた。 

 

＜調査２＞ 

１．聞取り自治体の概要 

 4 つの都道府県の概要は、人口規模は大規模

（300 万人以上）1、中規模２、小規模１であ

った。市町村数は 40 以上１、20 以上２、20

未満１であった。 

都道府県内の保健所数は指定都市や中核市を

含み、10以上１、10未満 3であった。自治体

の保健師数も都道府県の規模と同様に、1000

人以上１、500～1000 人未満２、500 人未満

１であった。 

所在地の看護系大学数は、10校以上１、5～

9校2、5未満１であった。 

 

２．日常的な看護系教育機関(特に保健師教育

機関)との連携 

１）現任教育、基礎教育、都道府県の事業、そ

の他における具体的な連携の内容 

 看護系教育機関と都道府県との連携で最も多

かったのは現任教育でのかかわりであった。多

様な研修会の講師を大学に依頼していた。特に

人材育成研修会については、継続的長期的に企

画運営の助言を得ていることや、企画運営に対

してプロジェクト会議のメンバーとしてスーパ

ーバイズを得ていた。また、人材育成にかかわ

る共同研究も実施されていた。 

 基礎教育の面では、実習の調整に関しては、

個々の大学との調整と都道府県内全域の大学と

実習自治体との調整があった。現場から大学に

出向いて、保健師の活動について講義や演習で

非常勤講師を務めていた。 

 都道府県や保健所が行う研修会以外の事業で

は、行政計画や検討会の部会の委員を大学に依

頼したり、行政計画、事業計画策定時に助言を

得たりしていた。 

 一方では、すべての大学と連携をとっている

わけではなく、教員の公衆衛生看護への造詣や
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情熱を考慮して、事業の内容によって選択的に

大学と連携をしていた。 

表9 看護系教育機関と県（本庁）との連携内容 

項目 内容 

現任教育での連携 

研修会の講師 

人材育成研修会の継続的長期的

企画運営助言 

人材育成研修会の企画運営のス

ーパーバイズ 

人材育成にかかわる共同研究 

新人保健師を大学でフォロー 

基礎教育での連携 

現場から大学の講義、演習の講

師 

大学との実習調整 

全体の大学と自治体との実習調

整 

事業における連携 

行政計画や検討会の部会の委員 

行政計画、事業計画策定時の助

言 

弱い連携 深いかかわりをしていない 

 

２）連携の成果、効果 

 連携の成果については、かかわりの多い人材

育成に関して、大学から人材育成のスキルを獲

得することができ向上していること、大学教員

が入ることでの研修受講者の受講の動機づけに

なり業務への意識が高まると話された。 

 基礎教育に関連しては、連携が図られること

で円滑な実習運営と評価ができること、実践現

場と乖離しないように基礎教育から現任教育／

現任教育での必要から基礎教育の工夫というよ

うに一貫性のある教育が可能になってきたこと、

基礎教育を理解することは新人を理解すること

に有用であった。 

 大学の持つ研究的な視点や手法に関連して、

実務者では気の付かない研究的視点を持ったま

とめができ、それが質の高い分析や事業評価に

つながり、またエビデンスのある政策提言につ

ながっていた。大学と一緒に行うことで先駆的

事業にも取り組めた経験があった。 

 学術的専門的な面では、事業の理論的な土台

を形づくって論理的な整理ができ、専門的また

第三者としての客観的な助言が得られる、その

ことが俯瞰的視点を持ち視野の広がりにつなが

っていると評価されていた。 

 また、大学を通してネットワークの拡大にも

なり、連携によって双方によい関係性ができて

利益があると話された。 

表10 看護系教育機関と県（本庁）との連携の成果 

項目 内容 

人材育成に関して 
人材育成のスキルの獲得、向上 

研修受講、業務の動機づけ 

基礎教育に関して 

円滑な実習運営と評価 

実践現場と乖離のない一貫性の

ある基礎教育の構成に 

基礎教育の理解により、新人理

解に有用 

研究的視点や手法

に関して 

研究的視点によるまとめ 

質の高い分析や事業評価 

エビデンスのある政策提言 

先駆的事業の取り組み 

学術的専門的面に

関して 

事業の理論的な土台の形成と整

理 

専門的、客観的助言 

俯瞰的視点と視野の広がり 

ネットワークの拡

大 

ネットワークの拡大 

双方の良い関係性と利益 

 

３）連携での困難点 

 大学との連携は有効な点も多いが、大学に対

する敷居の高さや依頼することへの躊躇も見ら

れた。 

大学数が多くなると、教育内容で大学間の格

差が大きくなること、中には大学が強く主張さ

れることで実習受け入れ調整が困難な状況が生

じており、行政からの大学間調整の難しさがあ

った。一方、事業などはすべての大学とではな

く、意思疎通がしやすい大学と連携し、地元以



20 
 

外の大学を活用するので問題はないという意識

もあった。 

 その背景には、教員の公衆衛生看護モデルと

しての情熱と保健師活動への理解不足、現場へ

かかわりの消極性があげられた。 

表11 看護系教育機関と県（本庁）との連携の困難  

項目 内容 

地域の資源とし

ての大学 

教育内容大学間格差が大きい 

強い主張で実習受け入れ調整が困難 

意思疎通がしやすい大学と連携する

ので問題はない 

教員に関して 

教員の公衆衛生看護モデルとしての

情熱と理解の不足 

積極的な教員からの現場活動への提

言を 

 

４）看護系教育機関(特に保健師教育機関)への

期待 

 都道府県本庁の現場から看護系教育機関、特

に保健師教育機関への期待として話された内容

は、連携による成果や効果と重複するものであ

った。 

表 12 看護系教育機関(特に保健師教育機関)への都道

府県本庁からの期待 

項目 内容 

研究的かかわ

り 

データに基づく施策化の示唆 

質的データ分析の協力 

基礎教育の充

実 

学生への保健師の魅力の伝達と志望 

大学、大学院保健師の社会への創出 

現任教育への

関わり 

人材育成への継続的支援 

人材育成方法の指導 

実習における現場の育成 

技術の明確化 
保健師の技術の見える化と技術力の

向上 

情報提供 先進的情報提供 

関係の構築 
地元とつながりのある大学に 

依頼のためらい 

 

３．管理的立場にある市町村保健師の人材育

成体制 

１）人材育成において、本庁の立場からみての

課題 

 管理的立場にある市町村保健師の人材育成体

制について、都道府県としての役割が未確定で

体制自体も未整備であると認識されていた。特

に規模の大きな都道府県では、情報集約が困難

で市町村の現状についての情報が不足していた。

また、実施にあたっても、保健所で行うには負

担が大きいが、都道府県全体で行うには規模が

大きすぎて実施自体が困難になる可能があるこ

とを心配していた。 

 市町村の管理的立場にある市町村保健師とそ

の環境については、統括的立場の保健師の位置

づけが市町村によってばらつきがあること、統

括的立場の保健師が不在の自治体や組織上の地

位が低い者がいること、事業が多忙なために管

理的立場の保健師自身もゆとりがないこと、ま

た、分散配置のため全体の統率を図ることが困

難であることがあげられた。現時点での管理的

立場の保健師の育成だけでなく、次期の管理的

立場に立つ現在の中堅保健師の育成の課題もあ

げられた。 

 管理的立場にある保健師の具備すべき能力で

あるが不足している能力として、統括者として

のビジョンと仕事の魅力を描く能力、PDCAに

よる事業実施評価能力、人材育成能力、政策動

向の情報収集能力、自己研鑽能力があげられた。

これらの能力は研修や日常のOJTにおいて強化

すべき能力といえる。 

２）実施体制 

 現行での管理的立場にある市町村保健師の人

材育成の実施体制については、都道府県が責任

を持って実施すべきとの考えの下で行われてい

た。その方法はや内容は、都道府県と市町村が

課題を共有して、共同で企画を検討する、都道

府県が作成した市町村管理者育成ガイドライン

に基づいて研修を行う、管理者の会議を研修の
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機会とする、スタッフの育成に関連づけて間接

的に管理者を育成するなどさまざまであった。 

 全県単位だけでなく、保健所でも実施されて

おり、管内のリーダー会議や研修会を活用し、

市町村の管理的立場の保健師育成を図ると同時

に保健所の企画調整部門の人材育成を図ってい

た。 

３）今後の人材育成体制の構築 

 管理的立場にある市町村保健師の人材育成体

制が都道府県の責任になることを想定すると、

国と都道府県との関連については、基本的に管

理的立場にある市町村保健師の研修会は国（ブ

ロック）で行ってほしいとの期待があり、都道

府県はその受講者のフォロー体制を組んで研修

会などを行いたい。もし、都道府県が主体で実

施する場合は、負担が大きいので具体的な標準

プログラムが提案されることを要望された。 

 都道府県（本庁）が責任を持って実施するよ

うなった場合、本庁と保健所の重層的役割分担

を検討する必要があり、都道府県は大学と市町

村をつなぐ役割を担いたいと話された。実施の

ためには、都道府県が作成した人材育成実施の

ためのプログラムが必要であり、都道府県に人

材育成実施のための予算と人の確保がされない

と実施は困難であるとはなされた。方法として

は、現行の会議や研修会を活用して発展させる

ことや管理者人材育成研修を職能団体などに委

託する可能性の検討も話された。 

 今後に向けては次世代を含めた体制づくりも

見通しておくことが語られた。 

 さらに、管理者層は介護などの生活上の課題

も抱えていることがあり、ワークライフバラン

スを確保できる中での人材育成を考えなければ

ならない。 

 

Ｅ.考察 

１．管理的立場にある市町村保健師の人材育

成への関与の準備性 

 管理的立場にある市町村保健師研修会の講師

やスーパーバイズを教育機関に依頼することを

前提に、実際の教育における実施状況から管理

者教育に関与できる準備性を推察する。 

公衆衛生看護管理についての教育力を日常の

講義担当状況からみると、地域ケアシステムの

構築、事業計画・事業評価については、約

90％が自校で1コマ以上の講義を担当しており、

準備性は高いといえる。しかし、ケアの質管理、

業務管理、予算管理、公共政策、組織管理、情

報管理、公衆衛生看護の倫理は 50～60％の範

囲であり、すべての教育機関に期待できるわけ

ではない。人事管理、人材育成（現任教育）は

40％弱であり、スーパーバイズ・コンサルテー

ションは 20％未満であった。これらの内容は

学部教育で重要視されていないため講義を行っ

ていない可能性もある。 

一方、研究としての取り組みでは、人材育成

（現任教育）に関して 47％が 3 年以内に取り

組んだ経験があった。学会発表や投稿された論

文からは新任期の教育が多いが、教育機関の現

任教育への関心は高いといえる。また、多くの

新任期の現任教育へのかかわりの実践報告がな

されており、教育機関の現任教育の経験も十分

と考えられる。 

 

２．都道府県と教育機関の協力関係 

 教育機関の自治体の人材育成のかかわりでは、

検討会・委員会および研修会に２／３から３／

４の教育機関が関わりを持っており、そのうち

約9割が所在地の自治体とであった。人材育成

全般において教育機関は所在地の自治体と協力

的な関係にあるといえる。しかし、人材育成の

対象は新任者および中堅者へのかかわりが約半

分であり、管理者への関わりは１／４と少ない

現状である。 

 自治体への聞き取り調査においても、看護系

教育機関と都道府県との連携で最も多かったの

は現任教育でのかかわりで、研修会の講師を大

学に依頼していた。 
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教育機関の所在地自治体との関わりでは、管

理的立場にある市町村保健師の人材育成に関し

て、所在地の自治体と関わりなしが 55％であ

った。関わりの内容は、企画、実施が１／４で

かかわっている中では多く、ニーズ分析、評価

は 10％余り、公表については５％未満で関わ

りは非常に少ないものであった。 

 教育機関の所在地の自治体とのかかわりは、

実習打合せが9割弱と最も多く、自治体からみ

ても実習調整でかかわることが多く、実習を通

して教育機関と自治体が相互に理解を深める貴

重な機会となっている。研修会の講師、都道府

県職員が学校で授業を実施、検討会や審議会の

委員は6割以上が実施しており、それぞれの強

みを生かした協力関係があるといえる。しかし、

自治体の行う研究指導は１／３程度で少ない。 

 これらのかかわりを通して、とても良好と良

好を合わせると、6 割は所在地の自治体と教育

機関はよい関係にあると評価し、公立系学校、

看護系大学の少ない地域、市町村数の少ない地

域で良好と回答した割合が高かった。良好な理

由として公立大学であること、日常的な相談・

協力関係があること、会議や委員会でのつなが

りがあることがあげられており、接触頻度の多

さの重要性が伺える。一方、不良とやや不良を

合わせて約７％で、その理由は私学の声が届き

にくいことがあげられていた。 

 自治体においてもすべての大学と連携をとっ

ているわけではなく、教員の公衆衛生看護への

造詣や情熱を考慮して、事業の内容によって選

択的に大学と連携をしており、組織としてでは

なく個々の大学教員との関係で連携が成り立っ

ている。 

 

３．管理的立場にある市町村保健師の人材育

成への関与の認識 

 管理的立場にある市町村保健師の人材育成の

役割分担については、大学の設置主体よりも人

材育成を専門とする教員が中心となるという考

えが 4 割で最も多かった。大学の設置主体で

は、公立大学が中心となるとする考え方、全て

の大学が平等に役割分担するが、それぞれ全体

の１／４であり、私立大学が中心となるという

意見はほとんどなかった。人材育成の担当は、

大学組織よりも教員個人の適性を重視し、設置

主体別では公立大学への期待が大きかった。自

治体保健師の保健師の人材育成においては、所

属が同じ自治体である公立大学が担うのが適当

と考えられたと推察される。小規模な地域で公

立大が中心となるという考え方が多かった。保

健師教育は都道府県立の養成所で行われてきた

歴史的背景がある。その流れをくむ公立大学が

中心となるというのは、教育資源の比較的少な

い地域では現実的な体制整備につながると考え

られる。 

 自治体からは、研究的な視点と分析やまとめ

の手法、専門性や理論的整理について大学への

期待が大きく、大学と連携することの効果性は

十分に認識されていた。しかし、管理的立場に

ある市町村保健師の人材育成については、自治

体として何をすべきかが明確になっていないた

めに、どのように大学と連携すべきかまだ模索

の段階にある。一方、教育機関は管理的立場に

ある市町村保健師の人材育成の役割は、積極的

に果たすが3割、依頼されたらできる限りかか

わっていきたい 5 割強と、十分な準備性があ

り、支援可能な内容は、ニーズの分析、企画、

実施、評価、と一連の流れで 5 割以上 8 割近

くが可能と回答し、依頼をされれば大学として

の役割を果たす素地はできていると考えられる。 

 

４．管理的立場にある市町村保健師の人材育

成体制構築に向けての提言 

１）大学と都道府県庁の日常的な関係構築のた

めに 

①実習打合せ会議など直接的な対面による相互

理解の基盤をつくる。 

②都道府県から積極的に研究および専門性など
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大学のもつ機能を活用する。検討会の委員、事

業実施の企画や評価など 

③大学から教育や研究について、現場に積極的

に地域の資源としての大学と教員個人の情報を

提供する。 

２）管理的立場にある市町村保健師の人材育成

体制構築のために 

（１）都道府県  

①体制整備のための準備段階から評価まで大学

と協働するという認識を持つ。 

②事業の主体であり、管理的立場にある市町村

保健師の人材育成について自治体のニーズ把握

を行い、ニーズ把握の段階から大学と連携をと

って実施する。 

③都道府県が主催者となるためには、管理的立

場にある市町村保健師の育成のための汎用性の

ある基本となる研修プログラムが必要である。 

（２）大学、教育機関 

①大学の準備性はあるが、すべての都道府県で

現場の要請にこたえられる状況ではない。人材

育成、事業の企画・評価の２つを除く部分での

大学の教育力の強化が必要である。 

②事業（人材育成体制構築＝システムづくり）

のニーズ把握、企画、評価などについて研究的

手法を活用する場面での現場支援を行う。 

③研修会などの講師、ファシリテーター、スパ

ーバイザーなどの役割を担う。 

３）関係づくり 

①管理的立場の人材育成にかかわる前に、新任

期からの人材育成で現任教育へのかかわりの基

盤を形成しておく。 

②管理的立場にある市町村保健師の人材育成体

制構築に関しての公立大学の活用もしくは公衆

衛生看護管理や人材育成を専門とする教員と連

携する。 

③講師人材の確保も考慮して広域的な研修と身

近なフォローアップ研修の組み合わせた体制の

可能も検討する。 

 

Ｆ.結論 

今後、管理的立場にある市町村保健師の人材

育成体制構築のためには、①現在の現任教育の

支援体制を発展させ、②都道府県が体制整備の

ための準備段階から評価までの過程を大学と協

働するという認識を持って大学に積極的に働き

かけ、③大学は公衆衛生看護管理について教育

力を強化する必要性が示唆された。 

 

Ｇ.健康危機管理情報 

なし 

 

Ｈ.研究発表 

  なし 

 

Ｉ.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
分担研究報告書 
 

分担研究課題「都道府県による市町村管理期保健師研修への人材育成に関する実態調査」 
 

研究分担者  奥田 博子 （国立保健医療科学院 健康危機管理研究部） 
大澤 絵里 （国立保健医療科学院 国際協力研究部） 

A. 研究目的 
 平成 28 年 3月に公表された厚労省の「保健師に
かかる研修のあり方等に関する検討会」の最終と
りまとめ 1）では，体系的な研修体制の構築に向け
「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」が示
され，研修事業実施者に対し，各研修の対象者や
到達目標とラダーとの関連の明示が提言されてい
る。市町村は都道府県と比べ保健師の人材育成体
制整備が遅れており，なかでも管理期の保健師を
対象とした研修の実施率は低く，高度専門性を求
められる専門職能力育成が課題とされている。「地
域における保健師の保健活動に関する指針」では
市町村保健師への研修の企画・実施は都道府県の
役割とされているが，国の通知の発出後の自治体

の取組は明らかではない。実態を把握したうえで，
都道府県が市町村の管理期保健師の能力強化の推
進に役立つ，方法論を確立することが急務である。
そこで本研究では，全国の都道府県本庁の保健師
の人材育成担当者を対象に，質問紙調査を実施し，
都道府県による市町村管理期保健師研修の実態を
把握し，人材育成の体制強化への示唆を得ること
を目的とする。 
 
B. 研究方法 
全国 47 都道府県本庁の保健師人材育成担当部
署職員を対象に，2017 年 11 月～12 月にかけて，
市町村管理期保健師への研修（以下研修）に関す
る調査票を電子メールで送付，回収した。調査票

研究要旨 
「保健師にかかる研修のあり方等に関する検討会」の最終とりまとめでは，体系的な研修体制の構築
に向け「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」が示され，研修事業実施者に対し，各研修の対象
者や到達目標とラダーとの関連の明示が提言されている。「地域における保健師の保健活動に関する
指針」では市町村保健師への研修の企画・実施は都道府県の役割とされているが，その実態は明らか
ではない。そこで本研究では，都道府県による市町村管理期保健師を対象とした研修の実態を把握し
人材育成の体制強化への示唆を得ることを目的として，2017 年 11 月～12月質問紙調査を実施した。 
本省による先行調査結果を踏まえ，管理期研修を実施している自治体（36か所）に対し，研修内容に
関する調査を，未実施自治体（11ヶ所）には，未実施理由や今後の実施予定などについて質問した。
結果，調査回答数（回答率）は 42（89.4％），内訳は実施自治体 33（91.6％），未実施自治体 9（81.8％）
であった。実施研修で，市町村管理期保健師のみを対象としているものはごくわずかで，意図的な都
道府県保健師との合同の企画であった。研修名称，目標設定，対象の実態は多種多様であり，キャリ
アラダーを活用した目標設定を行っている自治体はごく一部であった。また研修日程は半日～1日が
約 9割であった。これらの現状から，人材育成体制強化のため，市町村管理者研修ガイドラインには，
現状の多様性，自治体のニーズを考慮した上で，汎用性の高いツールを示すことが求められている。 
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は，2017 年 6月に厚生労働省地域保健指導室が実
施した「都道府県による管内市町村保健師の人材
育調査」結果 2）をもとに，平成 28年度管轄市町村
の管理期保健師研修を開催した 36 都道府県と，開
催しなかった 11都道府県にわけて，内容の異なる
調査票を配布した。 
調査内容は，研修を実施している自治体には，
平成 28年度に実施した研修の内容（開催時間数や
対象者，研修目標，予算など），研修を実施してい
ない自治体には，実施していない理由や今後の予
定などを質問した。 
 分析は，数量的に集計が可能な設問に関しては，
単純集計をし，自由記載の回答は質的記述的に分
析をした。 
 
C. 研究結果 
 回答数（回答率）は 42（89.4％）であった。内
訳は，研修を実施している自治体は 33/36(91.6%), 
実施していない自治体は 9/11(81.8%)であった。
研修を実施している 33 自治体から，55 の研修の
報告があった。なお，このうち 14は名称が「会議」
であり，統括や管理期保健師間の情報共有，伝達，
ガイドラインなどの検討の目的であったが，自治
体では管理期保健師研修と位置づけていることか
ら全ての記述回答を分析に含めた。 
 
 1) 平成 28 年度に都道府県が開催した市町村管
理期保健師を対象とした研修 
 回答のあった，研修の名称，研修目的，対象，評
価方法，研修時間，委託や共催機関に関して一覧
にまとめた。（表１）なお，一部自治体（No15）は，
保健師研修は，各保健所による企画・実施として
いるため，保健所ごとの実施内容について都道府
県が集約した回答である。 
図 1は，研修開催の形式であるが，43（78.2％）
の研修で，都道府県と市町村の管理期保健師を対
象とした合同研修として開催していた。合同研修
としている理由は，「市町村と都道府県保健師の交

流」（25.7％），「人員確保」，「予算確保」（それぞれ
14.9%），「それぞれ求められる能力が同じである
ため」（14.9％）であった（図 2）。その他にも，「市
町村保健師と県保健師で同じ研修を実施し方向性
の統一を図るため」，「市町村支援を行う県保健所
が，市町村の現状や課題等を把握するため」，など
の理由であった。図３は，研修対象の市町村の種
別の結果である。管内市町村のうち，一般市町村
の保健師のみを対象としている研修は，17（30.9％）
の研修であり，特別区や政令市，中核市などの保
健所設置市も対象としている研修は 30（54.5％）
であった。その他の記載では，例えば「政令市は除
外」「平成 28 年度のみ政令市・中核市を含めて実
施」などであった。図 4 は，研修対象者の職位な
どの設定の結果で，経験年数で設定している研修
が 15（27.3％），職位で設定している研修が 10
（18.2％），その他が最も多く 40.0％であったが，
その具体的な記載として，担っている役割（統括
的な役割，管理的立場）で募集をかけている研修
が多かったが，すべての自治体保健師を対象とす
る(No.29），希望をする保健師を含む（No.34，39.）
研修も含まれていた（表 1）。 
 研修名称が会議であるものを除く，研修の目的
は（表 1），「地域保健活動における管理者の役割
（認識，理解）」「人材育成の推進や実践」「組織横
断的な調整や連携」「危機管理，災害時の能力」「効
果的保健活動の展開」「健康課題解決を図る能力」
「施策立案」「調査研究能力」「表現力」「後輩育成」
などの能力育成をねらったものであった。また，
「保健活動の評価」「地域診断の管理期キャリアに
応じた育成」など，保健師専門能力の基本的スキ
ルが含まれる研修目的も散見された。なお，国の
示すキャリアラダーを目的に提示している自治体
が 1か所であった。 
 一方，統括的な役割を担う保健師（次期統括保
健師や，統括保健師に相当する保健師を含む）に
特化した研修は 9（16.4％）であった。そのうちの
約半数にあたる 4は，会議としての開催であった。



27 
 

また，これ以外に，研修名や対象者に統括保健師
の明記はないが，研修目的に，統括的保健師が記
載されている（統括保健師に関する技能，知識の
習得を明記）研修が 6（No.3,15,19,21,27,28）あっ
た(表 1)。 
研修の目的設定の根拠は，40（72.7％）の研修
で，自治体の人材育成計画（ガイドラインやマニ
ュアル）に依拠していた。次に対象者（管理期保健
師）のニーズから研修目的を設定していた（35 研
修，63.6％）(図 5)。その他の回答には，都道府県
内と市町村合同の検討会や，都道府県の研修委員
による企画，全国保健師長会県支部からの意見な
どであった。 
 研修の運営方法は，40（72.7％）の研修で，委託
や共催はなく，自治体直営で実施していた(図６)。
委託や共催の運営方法をとっている研修では，委
託先，共催先は，都道府県看護協会，保健師長会都
道府県支部，県立大学等であった。 
 研修日数については，32 研修（58.2%）で，0.5
日（半日）であり，次に多かった日数は，0.5 日超
1日以下が 15研修（27.3％）であった（図 7）。管
理期保健師研修の対象者の数は，40～49 人，50～
99 人，100～199 人が対象者となる研修が９，13，
10 と 3 つの回答で半数を占めていた。ただ，10～
19人である自治体もあり，回答の幅が広かった(図
8)。1 回の研修の修了者は，30～39 人が最も多く
（23.6％），次いで，40～49 人（18.2％），10～19
人（14.5％）であった（図 9）。研修の予算は，13
研修（23.6％）で予算なしでの実施で，他は 5 万
円未満（10.9％），5万円～10 万円未満（18.2%），
10万円～15万円未満（12.7％），15万円～20 万円
未満（7.3％）であった（図 10）。 
研修の企画運営上の工夫として回答のあった，
記述内容の質的分析の結果，「企画」，「運営」，「評
価」の 3側面で分類できた（表 2）。 
研修の企画をどのように工夫しているのかにつ
いては，検討会や協議の場での検討，関係者や対
象の意見などの反映のほか，全国規模の研修会や

そのプログラム内容などを参考に都道府県で主催
する研修の企画に反映している事例もあった。運
営で工夫している自治体では，レディネスの向上
を意図した事前課題，能動的な学習を意図した演
習を取り入れた内容などの回答があった。 
評価に関する記述は少なかったが，前後評価や，
自己評価結果の分析，結果のフィードバックに活
用している自治体があった。 
研修の企画運営上の課題は，記述内容の類似性
から，研修体系に関すること，研修の運営に関す
ること，評価に関すること，その他に分類された
（表 3）。最も記述回答が多かったことは，体系的
な研修の必要性を認識しながらも，実態は単発，
トピックスの開催になっていること，職位，立場，
能力などの多様性から企画に苦慮している実態な
どが浮きぼりになった。運営面においては，時間
の確保，市町村自治体間での受講者の偏り，予算・
講師などの確保の困難性などであった。評価に関
しては，評価方法がわからないという意見や，評
価が実施できていないことを問題と認識していた。 
 
2) 平成 28 年度に市町村管理期保健師を対象とし
た研修を実施しなかった都道府県 
 9 自治体では，平成 28年度には市町村管理期研
修を実施していなかった。平成 27年度の実施状況
も尋ねたところ，3自治体は，平成 27 年度には市
町村管理期保健師を対象として研修を実施してい
た。残りの 6 自治体は実施をしなかった理由とし
て，研修の企画・運営の人員不足，指導する（講師
などの）人材不足，研修を実施するための予算の
不足を理由としていた（それぞれ 4 自治体が上記
理由を選択）。また，今後，管内の市町村管理期保
健師を対象にした研修の実施予定の有無について
尋ねたところ，今後実施予定がある自治体は 4 自
治体，実施予定がない自治体は 5自治体であった。 
 
３）市町村管理期保健師を対象とした研修の「研
修ガイドライン」への要望や意見  
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 現在，国が主催し全国ブロック研修で実施して
いる市町村管理期保健師を対象とした研修ガイド
ラインへの要望や意見を自由記載で求めた結果，
19か所（内訳；研修実施あり自治体 17，実施なし
自治体 2）から記述回答があった。要望は，各自治
体の現行の研修との整合性に関すること，研修対
象者や目的の明確化に関すること，企画運営，評
価，その他の要望に整理できた（表 4）。 
都道府県においては，自治体の広域性，研修運
営上の課題（予算，人員含む），過去からの研修実
績の検証結果などから，効果的な研修体系として，
都道府県本庁主催研修，保健所主催管内研修，あ
るいはテーマなどに応じた併用スタイルなど，多
様性がある。「研修ガイドライン」は，都道府県が
主体となって，市町村管理期保健師を対象とした
研修を実施するための指針となるものであるが，
現状を踏まえた上で，参考となるガイドラインを
求める意見があった。また，管理期保健師の研修
対象者の明確化，研修の目的，すなわち市町村管
理期保健師に求められる能力の明確化への要望も
高かった。今後，現行のブロック研修を自治体単
位で実施できるためには，現行研修の内容では実
現可能性が低く，簡素化したアレンジ版を求める
意見もあった。また，具体的なツールとしては，対
象者のニーズを把握するためのツール，評価ツー
ル。全国の他都市における先駆的な取り組み事例
の紹介，講師の確保や情報に関すること，など企
画・運営のための具体的な示唆となるコンテンツ
への要望があった。 
 
D. 考察 
 本調査では，都道府県が実施する管内の市町村
管理期保健師を対象とした研修に関する実態を明
らかにした。都道府県が実施する管理期保健師を
対象とした研修の実施割合や，研修対象者の設定
の多様性は，先行研究 3）と同様の傾向であった。
国から保健師の研修のあり方に関する報告書が示
されてからの経過年数が浅く，各自治体の研修の

あり方の検討を含め，現状は模索段階であること
も想定される。研修対象設定の年齢や職位のばら
つきに加え，研修名や対象設定の記述においても
リーダー保健師，リーダー期，管理者，管理期，指
導期，主務者，統括といった，多様な表現が存在
し，職位，年齢の設定も自治体によって相違が大
きい。これらの定義が，自治体下の対象の実態を
踏まえ，なおかつ，受講者を推薦する自治体関係
者や，対象者である保健師自身が共通認識した上
で用いられているのか疑問が生じた。また，管理
期や統括保健師に求められる役割の高度専門性を
高めることがより一層求められている昨今の社会
情勢の中で，対象者の能力，レディネス，モチベー
ションのばらつきは，研修の企画，運営にも，成果
にも課題が生じる。系統的に順序性のある保健師
専門職としての成長発達が確認できるツールとし
てキャリアラダーの開発と提示は過去にもなされ
てきた 4）が，本調査結果から，キャリアラダーの
活用はほとんどないことから，対象者の能力の把
握，その結果に応じた研修の企画にはいたってい
ない実情がうかがえる。 
本実態調査では，市町村の管理期保健師を対象
とした研修に関して，都道府県が企画側，市町村
が研修受講側という，明らかな線引きは見られず，
結果にもあるように，都道府県と市町村の交流や，
研修を開催するための人員や予算の確保上のメリ
ットが理由となるが，都道府県と市町村の管理期
保健師を対象者として合同開催している研修が多
かった。保健師に求められるコンピテンシーに関
する提言 5），経験年数別の職務遂行能力に関する
研究 6），専門能力に関する尺度開発に研究 7）など，
保健師の専門能力に関する研究は多く取り組まれ
てきているが，市町村管理期保健師に求められる
能力や特性を明確化することも求められる。 
市町村管理期保健師を対象とした研修のための
ガイドラインに対する要望の中には，都道府県単
位による研修の企画・運営は，他の都道府県との
交流の機会を失うためデメリットとして指摘する
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回答もあり，先に述べた，現行都道府県のほとん
どが，意図的に県と市町村管理期保健師を区別せ
ず合同研修としていることは，研修を能力形成の
場とするだけではなく，同等の立場の保健師間の
ネットワークの構築や，他都市自治体との情報交
流の機会としてのニーズともいえる。 
 研修の日数に関しては，現在，多くの研修は半
日～1 日の研修となっており，研修内に演習やグ
ループワークをとりいれた効果的な研修を実施す
るには，日数が足りないと考えられる。研修の選
択と集中を実施し，少なくとも 2 日間の研修を確
保できるようにする必要がある。研修目的，目標
の設定では，開催日数に比して，ねらいとする設
定が多い，あるいは高いと読み取れる研修がみら
れた。中には，研修テーマ，内容，趣旨のみが記述
されているケースや，目的・目標の連動性が不明
確な事例も散見された。これらは，自治体の要項
上の抜粋であるため，研修案内などの通知におい
ては，具体的な目標の提示と，目標を到達するた
めの研修内容となっていることも想定されるが，
管理期研修は，実施時間数が半日～1 日以内が多
い実態から，中長期的な展望のもと，各年度，ある
いは，各回の開催研修の目的，目標を焦点化し，経
年的なスパンの中で，管理期保健師に求められる
多様な能力の習得が可能となるような研修体系の
確立が望まれる。 
 
E. 結論 
厚生労働省「保健師にかかる研修のあり方等に関
する検討会」最終とりまとめ（平成 28 年 3 月公
表）では，「自治体保健師の標準的なキャリアラダ
ー」が示され，自治体保健師の人材育成の一層の
推進と，研修事業実施者が，研修対象者の設定や
到達目標をキャリアラダーと関連して明示させる
ことが提言された。しかし，市町村管理期保健師
を対象とした研修を実施していない治体が，約 2
割に相当する 9か所であり，そのうち，約半数は，
今後も開催の予定がないとする。その理由の多く

が，運営予算や講師の確保，研修運営の人材不足
などであり，教育・研修の機会の均等性について
の対策が急務である。一方，すでに市町村管理者
研修を実施している自治体の多くは，市町村に特
化した研修の実施ではなく，都道府県の管理期保
健師との合同による研修スタイルである。また，
実施においては，受講対象者の能力などのニーズ
に基づく企画は少なく，研修対象者の設定や内容，
方法にばらつきが大きい。主催自治体は，企画，運
営，評価のいずれの面においても課題を認識しな
がら，工夫を重ねている現状が明らかになった。
今後，本研究班で示されるガイドラインでは，こ
れらの自治体での研修の現状や要望を考慮し，多
様性のある自治体が活用可能な汎用性の高いガイ
ドラインを提示することが求められている。 
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表 1 管理期研修の概要 
      

NO. ＊ 研修名 
（年度名，自治体名略） 

研修目的 対象の設定 研修の評価方
法 

時 間
（日） 
委 託 機
関：委託
内容 

共催機関：
協力内容 

1 1-1 市町村保健師リーダー
研修会 

高度化･多様化する住民ニーズ
に対応した地域保健活動の推
進に向け，行政保健師の果たす
役割の重要性を認識し，効果的
な保健師活動を展開していく
ためにリーダーとしての質の
向上を図る。 

①課長，課長補佐，主
幹等の管理者 
②係長・主査  
③職制配置のない市町
村については，係を統
括するリーダー保健師 

  1   国民健康保
険団体連合
会：事業の
企画･運営･
評価，講師
謝金等 

2 1-2 統括保健師の人材育成
研修会 

市(区)町村等において様々な部
署に配置されている保健師を
専門的側面から組織横断的に
調整･支援し地域全体の健康水
準の向上を図る事のできる環
境･体制を整えるための能力を
強化する。 

市(区)町村等の保健師
で，現在，統括保健師
である者または，次期
統括保健師である者 

  1 看 護 協
会：研修
企画～実
施まで全
て 

  

3 2 保健師階層別研修会（指
導期研修） 

地域保健活動のすすめ方につ
いての理解を深めるとともに，
地域の実情に応じた効果的で
効率的な活動を展開するため
に必要な能力を養う。また，統
括的役割を担う保健師として
必要な知識，技術を修得する。 

20 年以上 
【隔年実施】 

受講者アンケ
ート 

1 看護協会   
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4 3 管理期保健師（統括的な
役割を担う保健師）研修 

統括的な役割を担う保健師が，
自分の組織の中での人材育成
の取り組みを再考し，各所属に
おける効果的な人材育成の実
践に繋げる。 

統括的な役割を担う保
健師 

グループワー
クの意見交換
内容，アンケ
ート 

0.5     

5 4 管理期保健師（統括的な
役割を担う保健師）研修 

管理的立場にある保健師が，公
衆衛生看護管理者としての役
割，及び地域や所属の実情に応
じた効果的・効率的な健康課題
の解決を図る能力の獲得の必
要性を認識し，協働できる力を
高めることにより，県民の健康
課題の解決につなげることを
目的とする。 

管理的立場にある保健
師（次期含む） 

グループワー
クの意見交換
内容，アンケ
ート 

4 看 護 協
会：事業
目的に掲
げ る 知
識，技術
を習得さ
せるため
開催 

  

6 5 保健師リーダー等研修
会    

保健活動の評価についての知
識習得 

中堅・管理期保健師  アンケートの
実施 

1     

7 6 県保健師現任教育指導
者研修会 

県及び市町村保健師の現任教
育を推進し，保健師の定着化及
び資質向上を図ることにより，
避難者支援をはじめとする地
域保健福祉活動の充実，ひいて
は，県民の保健福祉サービスの
一層の向上を図る。 

職位や経験年数は設定
せず，現任教育統括者，
現任教育担当としてい
る 

参加者に対す
るアンケート 

1     
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8 7 地域保健管理期職員研
修  

テーマ：「災害時の保健活動～
管理期の役割～」 
目的：管理期の職員には，災害
時の保健活動において，事案全
体の方向性を踏まえた状況判
断や，関係者と連携した対応の
検討・指示などの役割が求めら
れている。管理期としての役割
を果たせるよう，その役割や機
能を学ぶ。保健師については，
県保健師現任教育指針に示す
管理期に求められる能力のう
ち，下記の専門能力の取得を目
的として実施。 
＜到達目標＞健康危機発生時
に関係機関との連携をとり，情
報を適切に処理し，的確かつ迅
速な指示ができる。 
＜行動目標＞①事案の緊急度
を見極め，関係機関等と連携し
て対応の検討ができる②事案
全体の方向性を踏まえて状況
を判断し，優先度，緊急度に基
づく対応の指示ができる。 

21 年目以上 
（※保健師以外の職種
も対象） 

受講者へのア
ンケート 

0.5     



39 
 

9 ８-1 保健師主務者会議 市町村及び保健福祉事務所の
保健師主務者のリーダーシッ
プを向上させ，地域保健福祉活
動を円滑に推進することを目
的に開催する。 

統括的な立場にある保
健師としており，市町
村の代表が出席するた
め，経験年数や職位は
限定していない 

受講者の反応
やグループワ
ークの発表等
を元に，係内
で話し合い評
価を行ってい
る。 

1     

10 ８-2 保健師人材育成研修会
（リーダー期） 

人材育成の必要性を理解する
とともに，各所属で効果的に実
践するための知識や技術を習
得できるよう研修を実施し，保
健師全体で推進する気運の醸
成を図ることを目的とする。 

概ね２０年以上 受講者の反応
及びアンケー
ト結果により
評価 

1     

11 ８-3 保健師リーダー研修会 県及び市町村の保健事業を推
進する保健師のリーダーとし
ての意識を高め，資質向上を図
り，地域保健活動が円滑に実施
できるよう支援することを目
的とする。 

統括的な立場にある保
健師としており，市町
村の代表が出席するた
め，経験年数や職位は
限定していない 

受講者の反応
及びアンケー
ト結果により
評価 

0.5   県国民健康
保険団体連
合会 

12 ９-1 管理者保健師研修及び
県・市町村連絡調整会議
（全体会議） 

市町村の管理的立場にある保
健師を対象とした「県・市町村
連絡調整会議」と，健康づくり
におけるデータの活用や保険
者・企業・行政の連携の重要性
をテーマとした研修を通して

管理的・指導的立場（原
則主査級以上）管理者
が設置されていない市
町村は管理者以外も可 

参加者数及び
研修後アンケ
ートの内容に
より評価 

1     
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保健師に必要な能力について
共通理解を深めるとともに，地
域に応じた健康課題の把握を
通して，組織的・計画的・継続
的に人材育成に取り組み，保健
師の現任教育体制の整備・充実
を図る 

13 ９-2 県・市町村連絡調整会議
（全体会議）及び県内看
護系大学との連携推進
会議（管理者保健師研
修） 

（趣旨）保健師に必要な能力に
ついて共通理解を深めるとと
もに，地域に応じた健康課題の
把握を通して，組織的・計画的・
継続的に人材育成について情
報共有を図り，保健師の現任教
育体制の整備・充実を図る。ま
た，県内看護系大学との連携を
図り，今後の地域保健活動に取
組む人材の育成や地域づくり
の重要性について考える機会
とする 

同上 参加者数及び
研修後アンケ
ートの内容に
より評価 

0.5     

14 10 県管理期保健師研修会 これからの時代に求められる
地域保健分野の管理期保健師
としての能力や役割を認識し，
人材育成・組織マネジメントを
考える機会とする 

市町村の係長相当・健
康福祉センター（保健
所）主査以上 

研修会でのア
ンケート評価
と実施報告，
現認教育推進
会議での検討 

1     
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15 11 保健師研修（リーダーコ
ース） 

統括保健師について基本的な
役割を学ぶとともに，保健師の
リーダーとして必要な専門性
や人材育成の視点，災害時のマ
ネジメント機能などに関する
最新の知見を共有し，リーダー
としての資質向上を図る。 

リーダーの役割を担っ
ている，または役割を
期待する保健師 

受講者へのア
ンケート 

0.5     

16 12 保健師リーダー研修会 保健師の人材育成に係る動向
を理解し，当県の保健師の研修
体制を検討するとともに，各自
治体における保健師人材育成
体制整備の一助とすることを
目的とする。 

保健師の統括的立場又
は保健師の総合調整や
指導的役割を担ってい
る保健師 

参加者のアン
ケート結果 

0.65     

17 13-1 行政機関保健師長等会
議・研修会 

管理的立場にある保健師にお
ける施策化，人材育成，危機管
理，組織運営，管理能力の向上
を図る。 

係長以上 出席者の反応 0.5     

18 13-2 保健師指導者育成研修
会 

県内行政機関に所属する管理
的保健師が，保健師に求められ
る基本的能力，行政能力，専門
能力を育むための人材育成能
力を身につけ，職場における人
材育成体制の構築に役立てる。 

係長以上 研修前後のア
ンケートによ
り，受講者の
達成度や人材
育成に対する
考え方の変化
を確認 

1.5     
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19 13-3 県地域保健災害対応実
践研修（管理者研修） 

災害時の統括的保健師の役割
及び支援体制づくりを理解す
る。 

係長以上 研修修了後の
アンケートに
より達成度の
確認 

0.5     

20 14 県管理期保健師研修 保健師が地域全体を見渡して
複雑困難な課題や新たな課題
に対応し，住民のために質の良
い保健活動を展開できるよう，
管理期保健師は部署横断した
調整や外部の関係機関との連
携，人材育成の環境の整備行う
能力を養う。 

25 年以上 参加者アンケ
ート 

0.5     

21 15-
1-1 
HC 管内保健師管理会議
（1回目） 

研修テーマ： ・保健師現任教
育について， 
・災害時における保健師活動～
統括保健師の役割～ 
１．参加者が統括保健師の役割
について認識を深めることが
できる 
２．参加者が保健所開催の階層
別研修に所属から計画的にス
タッフを送り出すことができ，
企画評価に参画できる 
３．参加者が災害がおこりうる
ことをイメージし，管理期保健

25年以上 アンケート結
果の分析 

0.5     
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師として対策を推進できる 

22 15-
1-2 
HC 管内保健師管理会議
（2回目） 

研修テーマ：・県のマニュアル
改訂経緯と検討経過概要 
・キャリアパスから所属の人材
育成を考える 
・これからの保健師に必要なマ
インド 
１．管理期保健師が保健師人材
育成に関する国や県の動向を
理解することができる 
２．管理期保健師が保健師のめ
ざす姿について考え意見交換
できる。 
３．管理期保健師がキャリアラ
ダー，パスについて理解し，所
属の人材育成のあり方につい
て考えることができる 
４．管理期保健師が各所属内の

25年以上 当日の参加者
の言動 

0.5     
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職場内研修のあり方について
再考することができる 

23 15-
1-3 
HC 管内保健師管理会議
（3回目） 

研修テーマ：・県保健師現任教
育マニュアルの説明 
１．管理期保健師が改訂された
保健師現任教育マニュアルの
ポイントを理解できる 
２．管理期保健師がキャリアラ
ダーやパスの活用方法につい
て理解できる 
３．管理期保健師が各所属内の
人材育成の推進に向け具体的
な方策を考えることができる 

25 年以上 当日の参加者
の言動 

0.5     
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24 15-
2-1 
HC 管内保健師管理会議
（1回目） 

研修内容：・平成 28年度保健師
現任教育について 
・県保健師現任教育マニュアル
に基づく自己評価結果報告 
・情報交換と情報提供 
１．管理期の役割を理解し，管
理期に必要な実践応能力の向
上を目指す 
２．共通課題について解決策の
糸口を探り，業務に活かすきっ
かけとする 
３．各所属においてOJT体制の
構築を目指す 

25 年以上 当日の参加者
の言動 

0.5     

25 15-
2-2 
HC 管内保健師管理会議
（2回目） 

研修内容：・県保健師現任教育
マニュアル改訂版の経緯と経
過報告の概要について 
１．管理期の役割を理解し，管
理期に必要な実践応能力の向
上を目指す 
２．共通課題について解決策の
糸口を探り，業務に活かすきっ
かけとする 
３．各所属においてOJT体制の
構築を目指す 

25 年以上 当日の参加者
の言動 

0.5     
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26 15-
2-3 
HC 管内保健師現任教育
マニュアル周知研修 

研修内容： ・県保健師現任教
育マニュアルの説明 
１．改訂された保健師現任教育
マニュアルの概要が理解でき
る 
２．キャリアラダー，キャリア
パスの活用方法について理解
できる 
３．各所属内の人材育成の推進
に向け，方策を考える事ができ
る 

15 年以上 当日の参加者
の言動 

0.5     

27 15-
3-1 
HC 管内リーダー・統括
保健師会議（1回目） 

研修内容： ・保健師現任教育
について・大規模地震時医療活
動訓練から統括保健師の役割
を考える管内のリーダー的立
場にある保健師が情報交換を
通し，共通課題について解決の
糸口を探る機会とする 

15 年以上でリーダー
的役割 

当日の参加者
の言動 

0.5     

28 15-
3-2 
HC 管内リーダー・統括
保健師会議（2回目） 

研修内容： ・保健師現任教育
について等 
管内のリーダー的立場にある
保健師が情報交換を通し，共通
課題について解決の糸口を探
る機会とする 

15 年以上でリーダー
的役割 

当日の参加者
の言動 

0.5     
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29 15-
3-3 
HC 管内保健師現任教育
マニュアル周知研修 

研修内容： ・県保健師現任教
育マニュアルの説明 
１．改訂された保健師現任教育
マニュアルの概要が理解でき
る 
２．キャリアラダー，キャリア
パスの活用方法について理解
できる 
３．各所属内の人材育成の推進
に向け，方策を考える事ができ
る 

管内の全ての自治体保
健師 

当日の参加者
の言動 

0.5     

30 15-
4-1 
HC 管内管理期保健師会
議（代表保健師会議）（１
回目） 

①統括的な役割を担う保健師
の役割を理解する。 
②国，県における現任教育の動
向について確認する。 
③管内保健師の現任教育体制
の実態及び課題を共有し，管内
保健師の資質向上への取り組
みについて検討する。 
研修内容： （１）保健師現任
教育の方向性(国，県の動向) 
・「保健師に係る研修のあり方
等に関する検討会最終取りま
とめ」 
・「県保健師現任教育マニュア

各市町村において統括
的な役割を担う保健師 

当日の参加者
の言動 

0.5     
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ル」の見直し 
（２）管内保健師体制等 
・平成 28 年度保健所管内保健
師現任教育研修計画 
・平成 27 年度市町村の現任教
育実施状況 
・平成 27 年度実践能力自己評
価等 

31 15-
4-2 
HC 管内管理期保健師会
議（代表保健師会議）（２
回目） 

①統括的な役割を担う保健師
の役割を理解する。 
②管内保健師の現任教育体制
の実態及び課題を共有し，管内
保健師の資質向 
上への取り組みについて検討
する。 
研修内容：・保健師現任教育に
ついて・研修報告 

各市町村において統括
的な役割を担う保健師 

当日の参加者
の言動 

0.5     
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32 15-
4-3 
HC 管内管理期保健師会
議（代表保健師会議）（３
回目） 

平成２８年３月に厚生労働省
より出された「保健師に係る研
修のあり方等に関する検討会
最終取りまとめ」，また「山梨県
保健師現任教育マニュアル」の
見直しに伴い，保健師人材育成
について考える機会とする。ま
た，管理期保健師同士が共に課
題解決できるような関係づく
り，ネットワーク化を図る。研
修内容：・保健師現任教育の必
要性・各所属での保健師現任教
育の推進のために 

25 年以上 当日の参加者
の言動 

0.5     

33 16-1 管理期保健師研修会 市町村に勤務する管理期保健
師が，効果的な保健師活動を組
織的に展開するための能力や
果たすべき役割を理解し，地域
住民の健康の保持増進に貢献
するため資質の向上を図る 

市町村に勤務する管理
期保健師（業務経験が
概ね 21 年以上若しく
は管理的立場にある
者） 

参加者数，参
加者アンケー
ト 

0.5     

34 16-2 災害時健康危機管理研
修会 

災害時健康危機管理における
受援体制等に関する情報提供
を受け，大規模災害の発生時に
県内外からの各種支援チーム
等の受け入れ体制構築に関す
る県や市町村の課題を明確に

対象者は特に限定して
いないが，管理期保健
師の参加を想定して実
施 

参加者数，参
加者からの意
見 

0.5     



50 
 

する 

35 17 県保健師管理者研修 目的：保健師管理者の果たすべ
き役割や求められている力に
ついて理解し，効果的な保健活
動を組織的に展開するための
資質の向上を図る。目標：統括
保健師の役割と求められる能
力を理解し，各所属におけるあ
り方を考えることができる。 

管理的な立場にある保
健師（各部署の係長，
リーダー等も含む 

・グループワ
ー ク を 実 施
し，参加者か
らの意見を把
握・県立看護
大学との共同
研究による検
討会で振り返
り 

0.5   委託・共催
なしだが保
健師現任教
育に関する
共同研究者
の県立看護
大学の協力
を得て実施 

36 18 地域保健従事者（管理
期）研修会 

地域保健活動に必要な人材育
成を行うことができるリーダ
ーの育成を図る。 

職位も経験年数も具体
的に設定していない 

アンケート 2     

37 19-1 リーダー研修 ・管理期の保健師に求められる
役割・能力について理解するこ
とができる。 
・人材育成の課題とその対策を
考えることができる。 
・管理期の人材育成をはじめ，
保健師の人材育成ガイドライ
ンについて理解することがで
きる。 

リーダー保健師 アンケート 1     
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38 19-2 統括保健師研修会 統括保健師，統括的立場の保健
師が，それぞれの組織の中にお
ける役割発揮をめざして保健
師の保健活動の組織横断的な
総合調整及び推進を図ること
の重要性を理解し，意識づけら
れる。 

統括保健師，統括的立
場の保健師 

アンケート 0.5     

39 20 保健師幹部及び管理者
技術研修 

人材育成体制構築の中心的な
役割を担う管理期の保健師が，
保健師に係る研修のあり方等
に関して考え，各自治体で人材
育成体制の確立を推進するこ
とを目的とする【管部技術研修
と管理者技術研修を合同開催】 

基本は 10 年以上とし
ているが，その他希望
すれば 10 年以下でも
受講可 

アンケート結
果（事後のみ） 

0.5     

40 21 県保健師等研修会 危機管理能力の向上(支援・受援
体制・平時の対策等) 

次長，課長，課長補佐，
主幹，係長 

  0.5   県保健師長
会 

41 22 管理期保健師研修会 【目的】住民の生活実態から健
康課題を明らかにし，将来予測
できる地域診断能力等を管理
期のキャリアに応じて育成す
ることを目的とする。 
【目標】・管理期保健師として
期待される役割を総合的に理
解できる。 
・統括保健師の役割と求められ

20年以上 事後アンケー
ト，研修企画
プロジェクト
による協議 

1     
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る能力を理解し，組織における
統括保健師の位置づけを確保
できる 
・危機管理体制の整備における
保健師の役割を理解し，危機発
生時の対応能力の向上を図る
と共に，平常時からの組織横断
的な地域保健活動の展開につ
いて検討できる 

42 23 保健師統括者会議 ・地域保健活動の推進に向け最
新情報を得る 
・人材育成の課題解決につなが
る情報共有 
・地域保健活動の管理機能と施
策推進にかかるマネジメント
機能の強化を図る 等 

・保健師統括者または
保健師人材育成に関わ
る係長級以上 
・統括的な保健師とし
て各所属が研修参加を
認めた者 

研修後，参加
者全員へ評価
票記入依頼と
回収・まとめ 

1   看護協会，
政令市：講
師 

43 24 リーダー研修 保健活動事業シートを活用し，
ＰＤＣＡサイクルを理解した
上で，地域の課題等を施策立案
できる。また，組織横断的に調
整機能が発揮でき，後輩保健師
に実践的助言指導ができる 

係長級以上 参加者のアン
ケート 

1-2     

44 25 保健師管理者研修会 地域の保健活動を担う管理期
の保健師が，災害時における保
健活動を組織的に展開するた

管理的立場の保健師 
20 年以上 

アンケート 0.5     
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めの求められる能力や果たす
べき役割を理解し，取り組むべ
き事項を検討する契機とする。 

45 26-1 管理者保健師研修会 管理期の保健師として，公衆衛
生看護管理者の役割等を認識
するとともに，地域保健活動に
おける施策形成及び人材管理・
育成に必要な能力を習得する
こと。 

係長級以上 20 年以上 アンケート，
対象者の受講
率，実務への
反映等 

1     

46 26-2 管理期保健師等研修 国のキャリアラダーの 
・管理的活動；人材育成A-4,A-
5 
・健康危機管理の体制整備，健
康危機発生時の対応：A-4,A-5 

管理期（役職にある者）
とプレ管理期 
21 年以上 

アンケート 1   全国保健師
長 会 県 支
部，看護協
会：企画，運
営，評価，経
費 

47 26-3 統括保健師研修会 国のキャリアラダーの 
A-4,A-5 
B-1,B-2,B-3,B-4 

統括保健師，次期統括
保健師 

アンケート 2     

48 27 リーダー保健師研修会 ・リーダー保健師の OJT 実践
能力の向上 
・リーダー保健師が人材育成に
取り組む職場環境づくり・体制
づくりに取り組む力を付ける 

16 年以上 実施後アンケ
ート，実施後
に開催する地
域保健業務担
当者会議（班
長会） 

0.5     
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49 28-1 管理期スーパーバイズ
研修 

行政専門職としての管理期の
役割を認識し，広い視野からの
効果的な地域保健活動や組織
運営を図るためのスーパーバ
イズ・スキルを習得することに
より，人材育成におけるリーダ
ーとしての能力を養う。 

25 年以上 アンケート 3 県健康づ
くりセン
ター：企
画・運営 

  

50 28-2 管理期地域保健関係職
員研修 

行政専門職としての組織の管
理者又は管理期にある者とし
ての役割を認識し，リーダーと
しての能力を養うとともに地
域保健活動を伝承し，人材を育
成するための知見を深める。 

25 年以上 アンケート 0.5 県健康づ
くりセン
ター：企
画・運営 

  

51 29 管理期保健師合同研修
会 

「自治体保健師の標準的なキ
ャリアラダー」について学び，
各所属における人材育成の課
題を整理することで，本県にお
けるキャリアラダーについて
検討するとともに，将来を見据
えた人材育成体制の構築を図
る。 

管理期保健師等と記載
しており，職位・経験
年数は記載せず 

グループワー
クにおける意
見聴取，人材
育成担当者会
議，現任教育
に関する評価
検討会 

0.5   看護協会保
健師職能委
員会・全国
保健師長会
県支部：企
画・運営・費
用負担等 

52 30 管理期保健師研修会 管理期にある保健師が地域保
健を取り巻く状況が大きく変
化してきた現状を踏まえ，住民
又は地域の健康課題の解決の

  出席者数，全
国保健師長会
県支部の理事
等からの意見 

    全国保健師
長 会 県 支
部：講師選
定 及 び 依
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ために求められる保健師活動
について理解する。そして保健
師の活動や施策展開を効果的
に実施するために，組織の中で
横断的なマネジメント機能を
発揮できるよう役割を理解し
実践できる能力を養う 

頼，運営費
の一部負担 

53 31 県保健師人材育成研修
（管理期） 

・管理期の保健師が地域保健活
動における管理者の役割を認
識することができる。 
・災害対策における統括保健師
の役割や災害対策をとおした
保健師の人材育成について学
び，市町村および県福祉保健所
において人材育成に取り組む
ことができる。 

係長級以上。 
その他の職位でも受講
を希望する場合は許可 

研修アンケー
ト結果による
評価 

0.5     

54 32 県地域保健従事者管理
期研修 

未記入 係長，課長等   0.5     
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55 33 リーダー期保健師研修 ・地域保健活動のリーダーとし
てのアイデンティティの強化 
・保健師活動を評価し，発展さ
せる調査研究能力，他者に自分
の考えを理解してもらう表現
力を身につける 
・後輩の育成と，現任保健師研
修会のコンサルタントとして
の役割を果たす事のできる指
導力の向上 

・担当リーダーもしく
は次期リーダー 
・２０～３０年 

県現任教育マ
ニュアルに基
づく評価を実
施 
中間評価及び
最終評価を運
営委員会で報
告 

5   県立看護大
学，県看護
協会：運営
委員会の開
催，コンサ
ルタントの
登 録 と 派
遣，研修の
運営 

 
＊1：先頭の数字が同じデータは，同一の自治体もしくは同一のHCを示す 
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表 2 企画・運営上の工夫 

1.企画面の工夫 
 1）人材育成に関する検討会等による企画 
 
 

・保健所の統括保健師会議で原案作成，大学看護学科の先生や看
護協会など関係団体も含めた保健師人材育成検討会において検討 

 
 

・研修内容や講師については，保健師現任教育の現状や課題を参
考に案を作成し，保健師現任教育検討会において決定している 

 
 

・保健師指導者育成支援検討会（構成員：保健所保健師，本庁保
健師，大学教員）の設置（５回/年）保健所保健師は研修サポータ
ーとして企画，評価を担う。研修では，講義及びグループワーク
のファシリテーターを実施。大学教員はスーパーバイザーとして
位置づけ 

 
 

・県保健師人材育成業務検討会を通し市町保健師と情報交換を行
い，市町の課題等も把握して研修内容に反映できるよう工夫して
いる 

 
 

  
 ２）関係者(機関など）の意見を踏まえた企画 
 
 

・内容は，本県で課題と考えられる点を中心に，係内で話し合っ
て決定している 

 
 

・参加者アンケートを参考に，研修委員で検討 
 
 

・本庁の研修企画担当が１名のため，定例で開催する保健所統括
との会議で研修の企画・評価を実施している 

 
 

・共催の機関との意見交換により研修内容や講師を決定している 
 
 

・担当者が係長級であり，管理期の課題・悩み等をイメージしづ
らいところもあるため，研修の検討にあたっては県統括保健師と
相談し決定している 

 
 

・保健所では定期的に市町村を含む保健関係者連絡会を開催し，
市町村保健師に必要な研修内容や講師等の情報を本庁担当者に提
供する体制となっている 

 
 

・研究的な取り組みへ展開できるよう大学と共催で企画 
 
 

  
 ３）自治体ガイドラインに沿った企画 
 
 

・県保健師人材育成ガイドラインに示す管理期に求められる能力
を意識し研修内容および講師を決定する 

 
 

  
 ４）対象特性等をふまえ
た企画 
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・管内保健師が課題と感じていることや市町での取り組みに差が
ある活動領域（人材育成･災害対策）をテーマに設定し，情報提供，
交換が出来るようにした 

 
 

・管理期保健師に求められる能力や基本理念に加え，担当分野，
役職を超えた共通テーマである「人材育成」と「危機管理」をテ
ーマに選定した 

 
 

・市町村の規模が違うため，組織内における保健師の位置づけや
立場が異なることをふまえて企画する 

 
 

・研修対象者の経年的な参加が見込まれることから，研修内容は
3ヵ年で計画するなど，継続性のある内容を企画する 

 
 

・市町村保健師連絡協議会研修と重ならない企画を行うととも
に，業務領域を問わず全般的に保健師等の専門性に関連する内容
となる工夫をしている 

 
 

・所属において統括的な役割を担う保健師として明確な位置づけ
がされていなかったり，代表保健師の経験年数がすべて管理期保
健師ではないことをふまえ企画する 

 
 

・平成２５年度に実施した獲得能力調査結果から不足していると
ころを中心に企画をする 

 
 

・市町や保健所の管理期保健師が課題としている内容を取り上げ
た 

 
 

・参加者の関心が高いテーマ設定 
 
 

・前年度のアンケート結果を受けて内容を検討する 
 
 

・その時にタイムリーな内容 
 
 

・リーダー期は幅が広いため，リーダー期前期・後期向けの企画
を隔年で行い，参加は管理期であればどちらでも参加可能として
いる 
（例）２８年度リーダー後期向け，２９年度リーダー前期向け 

 
 

  
 ５）既存研修等の活用による企画 
 
 

・日本看護協会の市町村統括保健師人材育成プログラムに基づい
て実施 

 
 

・全国保健師長研修会やブロック保健師等研修会等のプログラム
を参考に，新しい内容を取り入れる 

 
 

・保健師中央会議の資料を参考に，研修内容，講師を決定した 
 
 

・平成28年度については中国四国ブロック保健師等研修会と兼ね
て企画した。 
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・先進的な取組を実践している自治体の保健師や，全国的に活躍し
ている講師等を県に招聘できるよう，保健師専門誌の記事や，保
健師中央会議での講演等を参考にしている。 

 
 

  
 ６）講師選定に関すること 
 
 

・講師には，事前に県の現状及び課題を伝え，研修内容等の助言
もいただいた 

 
 

・毎年，国の動向や保健活動に関する新しい取り組み等，リーダ
ー保健師に必要な知識や技術の習得を目指し，適切な内容・講師
を検討している。H28年度は国から示されたキャリアラダー，キ
ャリアパスを活用した人材育成体制の構築を推進するため，保健
師の人材育成計画策定ガイドラインをまとめられた講師を選定し
た 

 
 

・研修のねらいを達成するため，国において保健師の活動指針を
作成し，統括保健師の人材育成を検討し，指導してきた経験のあ
る講師を選定した 

 
 

・管理期にある市町村保健師の役割に通じる内容をテーマにして
おり，著名な講師または国立保健医療科学院の講師を招いて開催。
県の現任教育体制等の実態を事前にお伝えし，管理者にある保健
師の質の向上を図るために開催しており，もって各自治体におけ
る住民の健康水準の向上につながることを目指している 

 
 

  
 ７）予算，人材確保等の
工夫 

  

 
 

・講師は公的機関の方をお願いするなど費用を抑える 
 
 

・豊かな経験を持つ退職保健師をコンサルタントとして登録 
 
 

・１コマを公開講座とし，保健師長会と合同で企画 
 
 

・師長会や看護協会と連携をとり，共同で実施できるようにする 
（参加者を増やしたり，経費相乗りのため） 

 ８）管理期保健師の受講への配慮，受講勧奨 
 
 

・県内の各県域から参加いただけるよう調整した 
 
 

・保健指導主任者等会議と同日に開催し，管理期の職員が参加し
やすいよう配慮している 
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・「管理職保健師は日頃の業務が忙しく，研修・セミナーだけでは
業務を離れ参加しにくい」との指摘を受け「県・市町村連絡調整
会議（全体会議）」（原則，各市町村１名以上の参加必須）と「健
康福祉セミナー」を同時開催，「県・市町村連絡調整会議（全体会
議）」及び「県内看護系大学との連携推進会議」との同時開催とし，
これらへの参加を管理期保健師研修と位置付けている 

 
 

・市町保健師が参加しやすいよう，午後半日とし，健診実施が集
中する曜日を避ける 

 
 

・管内市町村の参加者の取りまとめを保健所が実施し，参加者が
いない市町村等への声掛けを行う 

 
 

  
2.運営面の工夫 
 １）事前課題 
 
 

・事前課題を当日のグループワークに反映することで，課題意識
を持った参加や活動の振り返りを意図的に促す工夫をしている 

 
 

・効果的かつ効率的なグループワークとするため，各所属におけ
る人材育成の現状をまとめた資料を当日持参いただいた 

 
 

・事前課題を出し（各自治体で確認してくること等），聴講だけの
研修会とならないよう演習を含めた研修会となるよう工夫してい
る 

 
 

  
 ２）研修内容（アクティブラーニングなど） 
 
 

・事前に研修目標を提示することにより，動機付け及び積極的な
参加を促す 

 
 

・課題研修と当日のグループワークを中心に実施 
 
 

・演習を取り入れた内容としている 
 
 

・集合研修（0.5×3回）にOJTを組み合わせて，研修の効果を上
げる 

 
 

・(管理期災害対応研修において）被災状況等を設定し，グループ
ワークを行うことにより能動的な研修内容としている 

 
 

  
 ３）研修内容（最新の動向・知識提供，復命の機会など） 
 
 

・国の最新の動向や本県における課題等を企画に反映させるよう
努めている 

 
 

・平成 28 年度は，統括保健師が配置されて間もないことから，統
括保健師の機能について理解することを目的に国立保健医療科学
院の統括保健師研修の復命等を中心に研修を行っている。 
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・市町村及び県保健師の県外派遣研修の復命の機会として活用し
ている 

 
 

  
 ４）研修内容（情報提供，周知の場としての活用） 
 
 

・国の動向や最新の情報を復命研修で行った後，これらを踏まえ
た人材育成や組織のマネジメントに関する講義を行い，ワールド
カフェなどのグループワークでより多くの情報共有と実践に結び
つく企画を行っている 

 
 

・前年度に策定した『県保健師人材育成ガイドライン』について，
検討委員のひとりであった市町村保健師より，検討経過，内容及
び活用方法について説明いただき，当該ガイドラインの周知を図
った 

 
 

・健康福祉セミナーでは最新の健康医療福祉分野における課題等
について学ぶ 

 
 

・改訂マニュアルを周知するとともに，管内各市で改訂マニュア
ルを基に人材育成が推進されるよう計画 

 
 

・保健師中央会議，全国保健師長研修会，国立保健医療科学院派
遣研修等への参加者からの復命を取り入れ，最新情報の提供に努
めている 

 
 

・県外や県内からの活動報告をお願いしている 
 
 

・公衆衛生看護の動向と課題について，保健師職能委員長の講話
をプログラムに組み込んでいる 

 
 

  
 ５）研修内容（GW，情報交換，共有，交流の場としての活用） 
 
 

・参加者の意見交換の場を多く持っている 
 
 

・グループワークを入れ，情報交換・情報共有の時間を設けた 
 
 

・演習やGWにより，県・市町村保健師の情報交換や交流を図っ
ている。 

 
 

・県，市町村の情報交換の場として，GWを取り入れた，意見交
換を増やすようにする。 

 
 

・必ずグループワークを取り入れ，他の自治体との情報共有がで
きるようにしている。 

 
 

・市町村の統括保健師間の交流を深めるため，グループワークを
取り入れている 

 
 

・会議では県内の現任教育に関して情報共有を図る 
 
 

・グループワークは市町をシャッフルし，他の自治体の取り組み
を参考にしながら我が自治体ではどう取り組んでいくか，考える
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機会を設けた 

 
 

・（保健所主催管内研修）開催時期を年度の初めとし各町の現任教
育に関する情報交換ができる様に配慮している。また保健所の研
修企画を伝える様にしている 

 
 

・（保健所主催管内研修）開催時期を年度の終わりにして，各町の
現任教育に関する進捗状況の情報交換ができる様に配慮している 

 
 

・例年年度末に開催し，１年間の現任教育のまとめ，翌年度の新
規事業に関する情報共有の場とするとともに，県内の看護系大学
と一同に集う場を設定することで大学との連携推進を図っている 

 
 

・市町村の中で統括の位置づけが曖昧な中，その役割等について
情報交換する貴重な機会と位置づけている 

 
 

・管理期保健師（特に統括保健師）から日頃の活動について自由
に意見交換できる場がほしいという声が多いためプログラムに参
加者が情報交換できる時間を設けるようにしている 

 
 

・改訂マニュアルの進捗状況を把握していただくとともに，マニ
ュアルに対する意見交換を行い，改訂マニュアルや人材育成に対
する意識付けを行った 

 
 

・自組織での統括保健師の役割・機能を発揮するための課題と対
策についてグループワークを実施した 

 
 

・町ごとのグループワークを行い目指す保健師像を語り合う機会
とした。模造紙にまとめ，発表を行い各所属に持ち帰ってもらっ
た 

 
 

・保健医療科学院「公衆衛生看護研修（統括保健師）」受講者から
の伝達，市町村からの実践報告（保健師活動指針作成の取組み），
県保健師現任教育マニュアルの活用方法の再確認，また講義後に
グループワークを行い，実践につながる研修内容として組み立て
た 

 
 

  
 ６）研修内容（自組織，事業との連動性の意図） 
 
 

・研修の連続性・継続性を意識して企画し，参加者が研修内容を
自所属で具現化出来ることを意図した 

 
 

・保健事業の推進に資する内容とするよう，企画している 
 
 

・国や県の動向を捉え，管理期保健師が自所属でリーダーシップ
がとれるような組み立てを心掛けた 

 
 

・理論と実践が結びつくための工夫として，大学講師等の講演に
加えて，必ず県内の先進的実践事例の発表とグループワークを入
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れている 

 
 

・保健師人材育成を管理期保健師が自所属でリーダーシップをと
って実践できるような組み立てを心掛けた 

 
 

・研修は２部制として，第１部は管理期保健師だけでなく，保健
師・事務職員等にも参加を呼びかけた。1部の報告を受けて，2部
で管理期保健師等によるグループワークを開催し，今後の有り方
について検討を深めた。 

 
 

  
 ７）指導的能力の育成へ
の意図 

  

 
 

・中堅期研修の講師や使用しているシートを統一することで，リ
ーダー的立場として指導できるようにしている 

 
 

・新任期地域保健関係職員研修及び新任期指導者研修の開催に併
せて実施 

 
 

・新任期及び指導者が取組む演習への指導・助言等の実践を通し
てスーパーバイズスキルの習得を目指した 

 
 

・指導力を向上させる目的で，新任保健師研修のアクションプラ
ン報告会のファシリテーションを担当 

 
 

  
3.評価について 
 
 

・研修前後のアンケートを実施し，研修効果や今後の運営方法に
役立てる。 
 併せて，研修サポーターへのアンケートも実施し，相互に育ち
合う体制を実践している。 

   ・自己評価結果を経験別に分析し，分析結果を各市に報告。 
 評価結果から，管内全体の課題や評価を把握してもらっている。 
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表 3 企画・運営上の課題 
1.企画・目的設定，研修体系に関すること 
 1）目的設定の課題 
 
 

・研修によって獲得する能力が明確になっておらず，例年，地域保
健をめぐる動向を踏まえた目的設定（トピックス的な内容）となっ
ている。 

 
 

・年 1 回の単発的な研修会に終わっており，人材育成計画の中で系
統的な位置付けができていない。 

 
 

・単発で開催していることが多く，能力に基づく体系的な研修とし
ていく必要がある。 

 
 

・国保連合会と検討して内容を決定しているが，トピックス的な内
容となっている。 

 
 

・研修というより情報伝達や情報共有，保健所主催の研修内容につ
いての意見交換等会議の要素が強い。 

 
 

・本研修は，新任期保健師の現任教育の推進に焦点を当てた内容と
なっており，毎年度，テーマを変え単発で実施しているため，管理
期保健師が自らの役割を学び，役割を果たすためのスキルアップの
内容となっていない。このため，市町村保健師が管理期としての役
割を学ぶとともに，役割を果たすために必要なスキルアップが図れ
るような目的，内容とする必要がある。 

 
 

・本研修は複数回受講可能としているため，毎年同じ内容では実施
できないこと，国の動向を踏まえ管理期として必要な人材育成やマ
ネジメントを実践に結びつけるための企画とすることが必要 

 
 

  
 2）体系的な研修の確立 

 
 

・研修に関する企画会議等を実施することが望ましいが，現状では
他所属の保健師の意見も聞きつつ，係内で決定している状況 

 
 

・企画会議等で検討することが望ましいが，実際には前年度の評価
を元に，係内で検討している状況である 

 
 

・本県の保健師現任教育は新任期を中心として行ってきたが，キャ
リアラダー，キャリアパスを活用した体系的な研修体制により研修
を実施できるよう，市町村と共に検討していく必要がある 

 
 

・具体的な研修内容について検討されていないため，体系的な研修
企画ができていない。 
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・「県保健師人材育成マニュアル」の研修体系に沿って実施してい
るが，これは県保健師を対象としたマニュアルであり県が実施する
研修は市町の保健師のみに重点を置いた研修とはなっていない。 
  

 
 

・キャリアラダー（作成中）と連動した，研修体制の見直し 
 
 

・災害のテーマは受講率が高いが，保健師の人材育成体制整備等の
災害以外の分野は受講率が低くなる傾向がある。興味のあるジャン
ルのみ研修を受講するのではなく，管理期の人材育成の一環として
研修を受講するシステムづくりが必要である。 

 
 

・準備・企画・実施・評価に保健所統括の協力を得ているとはいえ，
本庁での担当者が１名で，保健師専門研修や関係団体等との研修も
全てを担当するため負担が大きい。しかし，委託ではなく直営です
ることでＯＪＴとの連携が図りやすいという考えから，現在の体制
を継続している。 

 
 

・事業の組み立てや評価に向けての研修に重点を置いているが，施
策化に向けてのリーダーの役割とはどういうものか，資質の向上等
も含めて研修内容にどうシフトしていくか検討が必要 

 
 

・他に県内の管理期の保健師が一堂に会す場がないため代表者会
議の意味合いを含んだ開催となっているが，所属によっては受講履
歴を管理している現状があり，研修の位置づけを明確にする必要が
ある 

 
 

  
 3）他の関連する研修と
の整合性 

  

 
 

・他機関が主催する管理期対象の研修とのすみ分け 
 
 

・市町保健師向けの研修は市町保健師協議会主催でも実施されて
いる 

 
 

・県型管理期保健師との合同開催にしているが，市町村に特化して
内容を深めることも検討する時期にきているか 

 
 

  
 4）対象者の経験，立場などの差に関すること 
 
 

・受講者の職位にバラつきがあり，受講者のモチベーションの違い
等が生じたことから，対象者の明確化が必要 

 
 

・統括保健師自身の意識の差や所属する組織内で共有ができてい
ないことへの働きかけをどうしていくか 

 
 

・市町村によっては，対象となる「管理者」がいない市町村もあり，
現ガイドラインでは研修会の対象からは外れている 
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・統括的な役割を担う保健師が係員である自治体もあり，研修会と
は別途フォローしていく体制の必要性を感じている 

 
 

・対象を「管理的・指導的立場（原則として主査級以上）にある保
健師」と定めているが対象の幅が広くテーマの設定が難しい 

 
 

・小規模市町村では管理的立場として位置づけられていない現状
があり，対象者が少ない 

 
 

・リーダー・統括保健師会議という名称であるが，リーダー期以上
の保健師が複数参加し，所属での役割が曖昧になりがちである。平
成 29 年度からは統括・補佐的保健師会議と名称も変更して各町 2
名程度の参加としていく 

 
 

・市町村の規模によって，代表保健師，管理期保健師の役割も異な
るが，保健師の人材育成の必要性，統括的立場の保健師の必要性，
各所属で実態に合ったキャリアラダーの検討をすることが必要で
あること等を継続して確認する機会をもっていくこと 

 
 

・管理期保健師に求められる能力を整理し，能力向上を図る研修実
施を目指しているが，対象者である管理期（経験年数２０年以上）
の幅が広く，力量や役職等によってニーズに差があるため，効果的
な研修内容の設定が課題 

 
 

・地域保健福祉職員研修体系の中の管理期職員研修として実施。対
象者は県及び市町等で管理期（概ね２１年目以上）の地域保健福祉
職員であり，保健師に特化した研修ではないため，内容も保健師に
特化しにくい 

 
 

  
2.研修運営に関すること 
 1）研修受講者の限定，自治体差に関すること 
 
 

・長年，参加が得られない市町村に対し，どのように働きかけてい
くか。 

 
 

・市町村保健師のみを対象とするも希望者が定員を大幅に下回っ
たことから，次年度は県型保健師も対象に含めた企画とする 

 
 

・開催時期の設定が難しい。 
 
 

・開催回数に限りがあるため業務等の都合により参加可能な職員
が限られる 

 
 

・人員体制に余裕のない市町村は，なかなか参加ができない。 
 
 

・小規模市町村が数年に１回などの参加しやすい募集の提示方法
が必要 

 
 

・すべての市町村からの参加を求めたいが，欠席の市町村があるこ
と。 
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・すべての市町村からの参加を求めているが，欠席の市町村がある
こと(約 7割の出席)。 

 
 

・年 2 回，半日の研修であるが，全市町村に対し 50％前後の出席
率である。 
 日時の設定，内容の検討が必要。 

 
 

・市町村の参加を積極的に働きかける必要性 
 
 

・早期に計画していても全ての自治体・管理者全ての参加は難しい
のが現状 

 
 

・前期・後期研修のためか，町村の参加が少ない 
 
 

・今年度，議会時期とかぶったので，次年度は，議会時期を外すよ
うにする 

 
 

・年１回の開催であり，事業等の都合で出席できないところも多
い。 
 特に最も参加対象としたい保健師の配置人数の少ない市町村の
参加が低調である。 

 
 

・新任期研修，新任期指導者研修，管理期スーパーバイズ研修を合
同で企画したため各所属の受講者確保が難しかった。 

 
 

  
 2）研修内容に関すること 
 
 

・半日の開催のため，具体的なテーマや課題について，掘り下げた
研修内容となっていない。 

 
 

・短時間で，効果的かつ効率的に知識とスキルを習得できるような
企画運営 

 
 

・情報交換の時間を多く確保する必要がある 
 
 

・都道府県，市町村の交流が効果的に進むテーマ選定 
 
 

・国等の研修の復命では浅く広くエッセンスを伝えるのか，テーマ
を絞って深めるのか工夫が必要。 

 
 

  
 
 

  
 
 

  
 3）予算，講師，人材の確保や育成 
 
 

・予算及び講師の選定や確保（6自治体） 
 
 

・予算獲得が非常に厳しい中，講師のお願いができる方が限られて
しまう 

 
 

・外部講師による講義や演習の検討 
 
 

・講師を関東方面から来ていただいており，遠方になるので予算
上，今後は関西圏での講師の検討が必要 
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・グループワークファシリテーターに，国立保健医療科学院の卒業
生に携わってもらっているがファシリテーターのブラッシュアッ
プ研修が必要 

 
 

・退職保健師のコンサルタント確保が困難 
 
 

  
3.研修の評価に関すること 
 
 

・どのように評価をすればいいか，評価の仕方がわからない。 
 
 

・本庁主催で集合研修を行っているが，研修後の県保健所と管内市
町村での取組状況及び評価ができていない。 

 
 

  
4.その他 
   ・今年度実施した市町村統括保健師や事務職員の課長等へのヒア

リング結果から県の管理期保健師に求められる能力として，交渉力
やマネジメント力，管理能力などが認識されており，それらの能力
を集合研修とＯＪＴを組み合わせて育成していく必要がある。併せ
て，保健師活動指針が示されたから統括保健師を配置するのではな
く，地域の保健活動の推進や健康水準の向上に統括保健師が必要で
あることを管理期保健師が理解し，その役割を担い，遂行する覚悟
を醸成していくことも必要である。 
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表 4 ガイドラインへの要望や意見に関する自由記載 

1.各自治体の現行研修体系等との関連性に関する意見 
 1）全県研修と，保健所管内研修との連動，県と市の合同開催への適応可能性の考慮 
 
 
・ 本県では広域という地域性から，保健所においても市町村保健師を対象としたキャリア別
研修を実施している。全県下１回の集合研修では，必要な対象者が受講できない可能性があり，
保健所ごとの研修と集合研修を重層的に実施するなど，地域の実状に合わせて運用できるよう
な「研修ガイドライン」を希望 

 
 
・本県では本庁における集合研修だけではなく，保健所単位ごとに管内市町村の研修を実施し
ている。保健所単位の研修を組み合わせることで，市町村の管理者が抱える課題を集約し，実
態に合わせた研修を効果的，効率的に運営できる。OJTと組み合わせた集合研修を実践するた
めには，市町村保健師の身近な保健所を含めた体制整備が必要 

 
 
・本県では，県で市町村の管理期保健師研修を行ってきたが，平成 24 年度に現任教育体系を
つくり，保健所単位で年複数回の管理期研修を行ってきた。平成 28 年度に県保健師現任教育
マニュアルを改訂し，キャリアラダーを取り入れた研修の体系に変更した。ガイドライン開発
にあたっては，本県のように既に行っている自治体にも参考となる内容を期待する 

 
 
・保健所が実施する管内市町村支援研修の企画にも活用できるもの 

 
 
・予算と指導者の人材確保の現状から，市町村の管理期保健師のみを対象とした研修を企画・
運営することは困難であり，県と市町村が合同で学ぶ内容にしていただきたい 

 
 
  

 2）OJTにおける能力獲得とOff-JT との連動性の明確化 
 
 
・保健活動の現場（OJT）において，個々の保健師のキャリアアップを図るために，管理期保
健師が身につけるべきスキルを習得できるような，或いは，スキルを示していただけるような
研修ガイドラインの内容を期待する 

 
 
・研修は重要ですが，それが OJT と連動することで，より効果を発揮すると考えています。
OJTとOff-JT の連動について示唆をいただける内容をお願いしたい 

 
 
  

2.研修対象，目的の明確化に関すること 
 1）管理期保健師の対象の明確化（統括保健師との区別化含む） 
 
 
・管理期保健師は幅広い状況にあることから，対象の明確化が必要 

 
 
・管理期保健師研修は，統括保健師の育成も含まれるのか，別枠として考えるのか，明確に示
していただきたい 

 
 
・統括保健師とそれ以外の管理期保健師の研修を分けて企画する際に参考となる内容 

 
 
  

 2）市町村管理期保健師のスキル，スキル獲得のための具体的内容の明確化 
 
 
・市町村の管理期保健師の役割をお示しいただくとともに，どのような研修が必要かについて
例示いただきたい 
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・管理期保健師の研修として，実施が望ましい内容について示していただきたい 

 
 
・管理期研修は手探りで実施しているので，モデルプログラムがあるとよい                                          

 
 
  

3.研修の企画運営に関すること 
 
 
・キャリアラダーに対応した研修の企画の仕方（考え方）の解説 

 
 
・キャリアレベルに応じた研修企画のあり方 

 
 
・研修企画のため市町のニーズや実態を把握できるアンケートの骨子を示してほしい 

 
 
・把握したニーズや実態に応じた，取り組むべき研修の企画案を示してほしい 

 
 
・研修企画のための情報収集や相談できる機関などの紹介 

4.研修評価に関すること 
 
 
・研修の評価方法についても示していただきたい 

 
 
・長期的な視点での人材育成に活用できる研修評価の視点 

 
 
・研修の評価について，評価の根拠となる指標を明示してもらいたい 

 
 
・到達度について，人によって判断が異ならないような記載をしてもらいたい 

 
 
・都道府県単位で開催が可能な内容としての評価項目など研修の効果が目に見える内容 

 
 
  

5.都道府県主催による管理者研修実施可能性を高めるための要望 
 1）現行研修の簡素化 
 
 
・現行実施している研修内容，課題では，都道府県での実施は困難である。実践的な研修の明
示（課題の簡素化含む）を希望する 

 
 
・ 都道府県単位で企画する場合，現行の「市町村保健師管理者能力育成研修」の内容の実施
は難しい。特に，講師やグループワークのファシリテーターを確保することが困難であるため，
簡略したプログラムの提示をお願いしたい 

 
 
  

 2）他都市，先駆的自治体事例の紹介 
 
 
・研修に活用できる先進事例などのツール 

 
 
・各都道府県で実施されている研修内容の紹介 

 
 
・先駆的な実践事例（企画から実施，評価）等 

 3）講師の確保や情報に関すること 
 
 
・ガイドラインだけでなく，県で実施する際の講師派遣，また講師となりうる人材育成をお願
いしたい（国立保健医療科学院の管理期研修受講者の増員等） 

 
 
・ 全国から国立保健医療科学院など講師依頼が集中するのではないかと懸念している 

6.その他 
 
 
・ 全国の保健師との交流の機会がなくなることが残念との意見もある 

  ・都道府県の管理期保健師のガイドライン開発を望む 
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平成29年度 厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）
分担研究報告書 

分担研究課題 

市町村管理者能力育成に関する研修プログラムに含まれるカリキュラム等に関する研究 

 
研究分担者 川崎 千恵 国立保健医療科学院 主任研究官 

 
 

 

 
A. 研究目的 
本研究は、都道府県が市町村の管理的立場

にある保健師に対して行う、「根拠に基づく

研修カリキュラム」の開発を目的に、国内外

の管理期の保健師等への介入研究・実践報告

をレビューするとともに、現行の「市町村保

健師管理者能力育成研修事業」（厚生労働省

主催）のカリキュラムに関する課題を整理し

た。 

 
B. 研究方法 

1. . 国内外の管理期保健師等への研修

方法・内容・結果についての文献検討： 

今まで公表されている国内外の管理期保

健師・看護師に関する文献について、検索

データベースにて検索するとともに、公表

されている専門雑誌等を収集し、効果をも

たらす研修方法・内容について検討した。 

 
C. 研究結果 

1. . 国内外の管理期保健師等への研修

方法・内容・結果についての文献検討： 

 
 

調査対象：2008年～2017年の間に発表され

た国内外の管理期保健師の研修・教育に関

する文献。管理期看護師の研修・教育を参

考とするために、管理期看護師に関する文

献も対象とした。 

調査方法：系統的レビュー 

調査内容：研修目的、評価項目、効果、課

題 

 
１）国内文献について 

使用したデータベース： 

医中誌Web、CiNii Article（2008-2017年）2 

017.6.19検索 

検索用語：現任教育、教育プログラム、保

健師、管理者（計27件）、現任教育、現任

教育プログラム、看護師、管理者（計306 

件） 

結果： 

保健師の現任教育の方法や内容、その結果

に関する文献は、新任期、中堅期保健師を 

研究要旨：本分担研究は、都道府県が市町村の管理的立場にある保健師に対して行う、「根拠

に基づく研修カリキュラム」の開発を目的としている。本年度は、文献検討および情報収集を

行い、国内外の管理期の保健師等への介入研究・実践報告をレビューした。今後は、得られ

た知見を踏まえ、具体的に「根拠に基づく研修カリキュラム」を開発するとともに、モデ

ル自治体における試行と評価を行っていく必要がある。 



72 

 
対象としたものが多かった。管理期保健師

を対象とする、27件の文献（抄録・本文） 

について確認した。介入（研修・教育）内

容および結果（効果）について記述された

文献は2件で、いずれも質的研究であった。

対象とした2件の文献内容についてレビュー

した（表1）。 

文献が限られたため、管理期看護師を対

象とする文献についても、参考までに確認

した。管理期看護師の現任教育に関する文

献は、総説や解説が多く、306件の文献（抄

録）のうち、介入（研修・教育）内容およ

び結果について記述された25件の文献（本

文）を確認した。そのうち、マネジメント

やリーダーシップなどの管理能力の育成を

目的とし、結果（効果）まで記述された文

献は1件で、準実験研究であった。しかし、

の分析に用いた尺度の信頼性の検討がされ

ておらず、準実験研究的に介入（研修・教

育）していても、データに基づく具体的な

結果の記載がないものが多かった（表1）。 

 
２）国外文献について 

使用したデータベース： 

Cochrane  Library,  Pub Med. (2008-2017) 2 

017.7.3検索 

検索用語:head-nurse, nurse-manager, public 

health nurse, community health nurse, educa 

tion, training program(計613件) 

結果： 

613件の文献（抄録）を概観し、さらに、

実践能力ではなくマネジメントやリーダー

シップなどの管理的能力の育成を目的とし

た、50件の文献（本文）を確認した。すべ

て管理期看護師を対象としていた。介入（研

修・教育）内容および結果（効果）につい 

て記述された文献は11件あり、実験研究が1 

件、準実験研究が7件、横断研究1件、質的

研究が2件であった。対象とした11件の文献

内容について、レビューした（表2）。 

 
３）文献総括 

国内外の文献検討の結果、管理期保健師等

への管理的能力の育成を目的とした介入 

（研修・教育）の研究報告は少なかった。

いずれも、リーダーや管理者を対象に、リ

ーダーシップ（能力、コンピテンシー、実

践）の向上・構築を主題とした研修・教育

であった。 

効果を明らかにした研究は国内外ともに

少なかった。国内文献の多くは総説や実践

報告で、効果が測定されていなかった。国

外文献では、効果はリーダーシップの能力

を測定するMLQ    (multifactor  leadership  qu 

estionnaire)やLPI(The Leadership Practices I 

nventory Score)、マネジメント能力を測定す

るNMSI(Nurse Manager Inventory Tool  )など、

特定の測定用具を用いた研究報告が複数み

られたが、NMSIの尺度の信頼性は示されて

いなかった。対照群と介入群で有意差が確

認されているほか、参加前後で有意に向上

が見られたと報告されていた。 

介入（研修・教育）方法について、プロ

グラムへの参加者数は20～35人未満、1回あ

たりの研修時間は4～8時間、研修間隔は連

続（3日間）、隔週、4-6週間毎など様々で、

研修期間は2日から2年であった。文献No.4 

以外は、演習・グループワークに多くの時

間をかけていた。国外の文献では、看護管

理実践を通して管理能力を形成する研修が

多く、そのため介入期間も長く（2か月から 

2年）、実践と報告・振り返り、グループ・ 
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ディスカッションを繰り返しながら進め、

能力育成をはかる方法が用いられていた。

また、メンター（先輩管理者）によるサポ

ートを得ながら看護管理実践を行う方法が

用いられていた。しかし、介入の質の確保 

（プロバイダーの質の確保. ex.メンター、

介入に携わる人への教育など）についての

記述は記載されていなかった。 

介入（研修・教育）方法には、講義、ロ

ールプレイ、アクション・ラーニング、ワ

ークショップ、グループ・ディスカッショ

ン、リフレクティブ・ラーニング、コーチ

ング、メンタリング、Webサイトを活用し

た情報交換などがあった。どの方法が効果

と関連するか明らかにした文献はみられな

かった。「reflective learning 」を取り入れた

介入が多く、自分がよくできたと思ったマ

ネジメントの実践を物語形式で書き、グル

ープで話す研修プログラム（文献No.13） 

や、リーダーシップ・ジャーニーとして、

自分のリーダーシップ実践を記録し、それ

についてグループでディスカッションを行

う研修プログラム（文献No.9）などがあっ

た。アクション・ラーニングの中で、看護

管理実践経験について語り、グループメン

バーとディスカッションして看護管理実践

を振り返る、〈リフレクション〉が取り入

れられていた(文献No.9,10,13,14)。 

その他、研修のツールとして、ポートフ

ォリオ（文献No.2）、将来に向けた各自の

プロファイル（”personal professional  profil e 

for future”（文献No.11）が使用されていた。 

 
D. 考察 

１．研修・教育方法について 

研修・教育方法では、演習やグループ・

ディスカッションを中心としたプログラム

とし、年間を通して、看護管理実践と研修・

教育を交互に行うことで、看護管理能力の構

築がなされることが示唆された。看護管理実

践では、記録、メンター（先輩の管理者等）

のサポートが有効であるほか、自分がよいと

考えた看護管理実践を物語形式に記録したも

のを、研修・教育のグループで発表して振り

返る方法を用いることで、リーダーシップや

管理能力を習得する可能性が示唆された。各

都道府県が研修・教育を実施するうえで、メ

ンターの質の担保のための方法を検討する必

要があること、リフレクティブ・ラーニング

において、相互コーチングが行われるための、

研修受講者がコーチング技術を習得する方法

を検討する必要があることが考えられた。ま

た、演習やグループ・ディスカッションを中

心としたプログラムを行う場合には、研修実

施者やファシリテーターの目が行き届く、30

人未満であることが望ましいと考えられた。 

 
２．研修・教育内容について 

現在講義が研修全体の約50％（5.8時間程

度）を占めている。しかし、効果的な看護管

理能力の育成を行うためには、講義の時間数

を短縮し、演習やグループ・ディスカッショ

ンの時間を増やす必要性が示唆された。例え

ば、「国の動向と課題」に関する講義を事前

学習化することや、「他職種からみた保健師

管理者に求める役割・行動」に関する講義を

削除することが考えられた。また、「事例報

告」に関する講義は削除して、演習やグルー

プ・ディスカッションの時間を増やし、参加

者自身の看護管理実践 
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報告をベースとしたグループ・ディスカッ

ションを行うことで、リフレクティブ・ラ

ーニングの効果（「振り返り（リフレクシ

ョン）」、「気づき」、「承認からの自信」、 

「多角的思考」）を獲得できる可能性が示

唆された。 

 
E. 結論 

本研究では今年度、都道府県が市町村の管

理的立場にある保健師に対して行う、「根拠

に基づく研修カリキュラム」の開発に必要な

知見を、国内外の文献をレビューし蓄積した。

得られた知見を踏まえ、具体的に 

「根拠に基づく研修カリキュラム」を開発

するとともに、モデル自治体における試行

と評価を行っていく必要がある。 

 
F. 健康危機情報 

総括研究報告書による 
 
 

G. 研究発表 

1. 論文発表  なし 

2. 学会発表  なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  なし 

2. 実用新案登録  なし 

3. その他 
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平成 29年度厚生労働科学研究費補助金 健康安全・危機管理対策総合研究事業 
「管理的立場にある市町村の保健師の人材育成に関する研究」分担報告書 

 

分担研究課題 

「市町村保健師管理者能力育成研修における研修企画運営に関する記述的研究」 

 

分担研究者  森永裕美子（国立保健医療科学院 生涯健康研究部 公衆衛生看護領域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

 保健師の現任教育研修の担当者（企画・運営者）

が，本研修をどのように企画し運営（評価までを

含む）していくと効果的であるかについて側面支

援を行いながら見出し，都道府県保健師が市町村

管理期保健師の実態やニーズに基づく研修を自

立的かつ効果的に企画・運営するための「研修企

画運営者用手引き」及びモデルカリキュラムのあ

り方，そのカリキュラムに含まれる演習内容等に

即した「ファシリテーター用手引き」を開発する

ための資するものとする。 

 

B. 方法 

１．実施対象 

 市町村保健師管理者を対象に管理者研修の

実施が可能なモデル県 2県とする。 

  モデル県の選出は，すでに県が市町村の管理

期保健師も含めた研修体系と実施実績のある

関東近郊の県とした。関東近郊の県としたのは，

モデル県担当者と研究者が打ち合わせを行う

こととしためである。 

 

２．モデル県での研修企画・実施 

  モデル県の研修企画担当者（以下，研修担当

者という）が，「市町村保健師管理者能力育成

研修＊」プログラムを実施するにあたり，どの

ように企画・運営をすると，取り組みやすく，

効果的なものとなるのかを研究者が側面支援

【研究要旨】 

 市町村保健師管理者能力育成研修をどのように企画し運営（評価までを含む）していくと効

果的であるかを見出し，都道府県研修企画担当者が市町村管理期保健師に対する研修を実施す

る際に活用できる手引きおよびファシリテーター用手引きの開発に資する内容等を明確にする

ことを目的とした。 

 方法は，２つのモデル県を設定し，研修企画から側面支援を行いながら非構造化観察データ

としてプロセスを記述した。 

 結果として， 効果的な企画・運営のためには，①研修企画者（都道府県）が，研修受講対

象（市町村管理者）に関する状況，それは県下の市町村別の人材育成状況，市町村保健師管理

者の実態を丁寧に把握したうえでのアセスメントが重要であり，都道府県として問題意識をも

ち，研修という手法によって強化したいところを明確にしておくこと，②研修ニーズが明確に

なることにより，キャリアラダーを踏まえた到達目標の設定も容易となり，研修の評価が確実

に行えること，③グループワークでは，ファシリテーターを設定し，ファシリテーターには，

着地点を事前に理解してもらうこと，④ファシリテーターガイド等でファシリテーターの個人

差（力量差）をできるだけ僅差にしてグループワークを組み立て，促進できるようにすること

が重要であることがわかった。 
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を行いながら，非構造化観察データ 1）として

プロセスを記述する。 
＊「市町村保健師管理者能力育成研修」は，市

町村保健師管理者を対象に，厚生労働省健康

局健康課保健指導室が実施主体の研修であ

る。 

C. 結果 

１．保健医療科学院の側面支援の内容 

  1）研修企画会議での事前準備への助言（各

モデル県 2回，電話やメールによる相談・

助言複数回） 

  2）研修実施にあたっての目的・目標の確認，

対象者の選定への助言 

  3）研修内容における講師選定への助言 

  4）研修内容に関連する事前課題，演習の到

達度の相談 

  5）グループ分けへの助言 

  6）研修内容における演習（以下，グループ

ワークという）時のファシリテーター用ガ

イド（表 1）の作成と提案 

  7）研修時の講義（90 分担当） 

  8）研修時のグループワークコーディネイト

及び助言 

  9）グループワークにおけるファシリテータ

ーへの事前説明及び質疑応答（昼食時時間） 

  10）研修のまとめ（概ね 20 分） 

  11）研修担当者へ評価指標（表 2）の提示（助

言） 

  12）研修担当者との反省会コーディネイト 

 

 ２．各モデル県研修担当者の PDCA 

  1）研修目的・目標の確認と対象者の選定 

①モデル A県 

市町村管理者および統括配置，現任教育

に関する状況を把握し，県としての問題意

識をもっていた。そのため，研修によって

強化したいところも定まっていた。そのた

め，企画段階において，研修の目的に沿い，

キャリアラダーレベルの設定と目標の設

定が妥当としたが，ビジョンの設定に終始

するより，ビジョンを踏まえたマネジメン

トに重点を置きたいという意向が明確で

あった。 

対象者の選定は，次期統括を強化するこ

とで現状の問題点を打開する方針で，管理

的立場によりも次期統括となる管理期に

重点をおくとして市町村への周知を行っ

た。研修実施後の評価も踏まえ，市町村管

理者の強化すべき能力実態が事前に研修

担当者が問題意識を持っていた点と合致

し，今後もその能力強化へ向けて企画をす

る方向性を確認した。 

 

②モデル B県 

昨年度も本研修事業を実施しており，昨

年度と同様の管理的立場及び次期管理者

として役割・機能を果たす者とする対象

者として市町村に解釈を任せて実施した。

今年度は管理的立場以外（次期管理者）

の保健師が多めに受講したことから，研

修目標の到達がやや困難であったのでは

ないかと評価していた。今後は，研修を

効果的なものにするため，対象を管理的

立場にある保健師に絞る方針を示した。

また，実施後の評価から，市町村管理者

の研修ニーズとして，施策や事業の評価

及びビジョンに向けて活動するための管

理者としてのマネジメントの評価がある

と判断していた。 

 

2）研修の開催通知・周知 

  モデル県 A,B県共に，従来の現任教育

研修（階層別研修等）の開催通知スケジ

ュールとしたが，本来年度当初に年間計

画として示す日程が，詳細日程ではなか

ったため，市町村の事業・行事と重なり，
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研修参加ができない市町村があった。 

  また，県として申込状況を把握しなが

ら，各保健所から管内市町村へ参加勧奨

をしていた。それにより，受講に至った

自治体があった。 

 

3）ファシリテーターの選定 

 モデル県 A,Bとも，市町村の管理的立

場にある保健師のグループワークである

ことを踏まえ，保健所の課長級・次長級

で調整を行っていた。グループワークが

2日間ある場合は，2日共同じファシリテ

ーターが良いと考えていた。1 日毎の交

替があったところは，ファシリテーター

のグループの進捗理解が困難だったとい

う反応だった。 

 モデル県 A は，ファシリテーターガイ

ドがあれば，係長級以上に担ってもらい，

県保健師係長級以上の力量形成の場とす

ることも想定できるため，ファシリテー

ターの選定条件は今後の検討項目とした。 

 モデル県 B は，ファシリテーターの依

頼はグループワーク趣旨を電話で説明し，

依頼しているが，ファシリテーターの役

割についての理解が各保健師によって異

なることが見受けられるため，事前の打

ち合わせの重要性について認識していた。 

 モデル県 A,B とも，事前の打ち合わせ

は必要だと考えているが，別日に設定は

難しく，研修当日に時間を確保し，打ち

合わせすることが現実的だとした。 

 

4）研修プログラム内容の理解と進め方 

 ①モデル県 A 

  講義とグループワークの時間配分バ

ランスが良いと考え，本研修プログラム

での実施が良いと判断していた。 

  遠隔講義（組織におけるリーダーシッ

プとマネジメント）に関しては，都道府

県単独で遠隔受講システムでの実施が

困難であり，また適切な講師を選定・依

頼するのも困難であるとの見解があっ

た。 

  保健医療科学院が提案する事前課題

の様式について，研修担当者で記載して

みることで実際の進め方をイメージし，

修正案等の意見提示があった。その結果，

講義を踏まえて事前課題とグループワ

ークの組み立てについて，研修担当者が

理解して当日進行に臨めた。 

  実践報告の後に，看護系大学の先生か

らポイントや理論と実践の突合部分を

おさえてもらえると理解が深まると感

じていた。 

 

 ②モデル県 B 

  モデル県 A と同様，講義とグループ

ワークの時間配分バランスが良いと考

え，本研修プログラムでの実施が良いと

判断していた。遠隔講義は，講師を探し

づらいことや動画対応は困難である。研

修内容のシラバスのようなものがあれ

ば，各都道府県での実施が可能ではない

かという意見があった。 

  国の動向に関する講義内容部分につ

いては，都道府県統括が出席する「保健

師中央会議」と連動し，その内容を市町

村へ明確に伝達しつつ，県の方向性を示

すということが可能であろうと考えて

いた。 

  実践報告者の選定の際，看護系大学の

先生に趣旨説明をし，実践報告の自治体

推薦を行ってもらったので，ポイント説

明が的確だったと感じていた。 

 

5）研修当日の運営・進行等 
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  モデル県 A，Bとも，他の現任教育研

修（階層別研修等）の運営・進行と変わ

りないとの理解であった。研修開始前に，

研修目的，目標及び到達すべきキャリア

ラダーレベルについて受講者と共に確

認して進める必要があることを認識し

ていた。 

6）研修終了後の反省会（評価） 

  モデル県 A,B とも，研修前後のアン

ケート集計結果をもとに反省会（評価）

を行った。保健医療科学院から数日前に

評価指標案の参考提示を行い，当日研修

担当者（複数）にて評価・反省会を行っ

た。研修評価については，必要と考えな

がらも，その設定への困難さを持ってい

た。研修内容の評価，研修体制（位置づ

け）の評価，研修担当者側の評価，研修

受講者側の評価などが漠然としていた。 

 

①モデル県 A 

 研修前後のアンケートから，到達度の伸

び方，研修後でも伸びなかった項目につ

いて吟味をしていた。また，その原因が

対象者を次期管理的立場の者としたから

であると想定し，伸びていない項目を強

化すべき点であるとの見解も持っていた。 

 保健医療科学院が参考に示した評価指

標案を実質使用していなかったが，指標

に従って聞き取った内容には，すべて研

修担当者として判断し，今後の方向性を

もって回答した。 

研修結果について，既存の人材育成担当

者会議（県・市町村合同）においてフィー

ドバックしていくことにしていた。 

 

②モデル県 B 

    研修前後のアンケートの，到達項目 28

項目（表 3）のうち，6項目について対象

者が次期管理者ということで，理解はする

ものの自分たちが今現在その職務を担う

者ではないため，到達できないとしている

のではないかと推察していた。研修前後の

比較があることで，より研修の意義を見つ

めやすいとの意見があった。 

    モデル県 A と同様，保健医療科学院が

参考に評価指標案を示した際，記載までは

求めなかったこともあり，記載活用までは

しなかった。指標に沿って研究者が聞き取

った内容は，研修担当者としての評価をし，

今後はこうすべきであろうとの方向性と

検討項目を絞っていた。 

 

D. 考察 

  実践現場において，現任教育の研修企画を行

うにあたって，PDCA サイクルを回すという

ことを研修担当者に意識づけることが，効果的

であることが考えられた。モデル県 A,B の研

修担当者は，「業務」として研修企画を行い，

開催通知等で研修目的，目標，受講対象者とい

ったことを明確に示してはいるが，研修受講対

象における研修ニーズの把握，課題（強化すべ

きところやあるべき活動等）の抽出に基づき，

研修目的・目標を設定し，そのための手段選択，

評価計画といった PDCA サイクルを明文化

（紙面化）してはいなかった。研修担当者とし

て，現状について概ねの傾向はつかみ，方向性

は持っているものの，市町村別の人材育成状況，

市町村保健師管理者の実態を丁寧に把握した

上でのアセスメントは不十分だった。アセスメ

ントを踏まえて長期的な人材育成計画におけ

る研修という手段で対象を選定して実施する

とき，現年の研修実施結果を，次年にどのよう

に反映したのか，その結果どのような育成傾向

が見えてきかたかという，一連の流れの構築の

必要性が伺えた。 

  研修においてグループワークを取り入れる
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場合は，グループワークで達成すべき目標に応

じて，ファシリテーターを担う者の条件あるい

は選定を明確にしたうえで，ファシリテーター

に事前に打ち合わせをしておくと効果的だっ

た。それは，グループワークグループワークに

おける着地点を理解できること，市町村保健師

管理者の思考や言動に対して共有・理解ができ

ることでのグループワークの組み立てが可能

であること，ファシリテーターを担う者も力量

形成の機会とすることができることなどが考

えらえた。 

モデル県A,B共に，研修実施後の反省会で，

都道府県が市町村保健師管理者の育成支援に

関わる意義や位置づけ，都道府県としての役割 

等に言及していることから，研修事業の

PDCAサイクルを十分に展開し，時間と労力，

人件費を使うことへの説明責任として，研修評

価の可視化，フィードバックする仕組みの必要

性も示唆された。 

  

 E. 結論 

  効果的な企画・運営のためには，研修企画者

（都道府県）が，研修受講対象（市町村管理者）

に関する状況（今回の場合は市町村管理者および

統括配置，現任教育に関する状況）を把握し，都

道府県として問題意識をもち，研修という手法に

よって強化したいところを明確にしておくこと

の必要性が示唆された， 

 つまり，県下の市町村別の人材育成状況，市町

村保健師管理者の実態を丁寧に把握したうえで

のアセスメントが重要であることが分かった。 

 研修ニーズが明確であれば，キャリアラダーを

踏まえた到達目標の設定も容易となり，研修の評

価が確実に行える。 

 研修内容にグループワークを取り入れる場合

は，ファシリテーターを設定し，ファシリテータ

ーには，着地点を事前に理解してもらうこと，フ

ァシリテーターガイド等でファシリテーターの

個人差（力量差）をできるだけ僅差にしてグルー

プワークを組み立て，促進できるようにすること

が重要であることがわかった。 

 

 F. 健康危険情報 

   なし 

 G. 研究発表 

   なし 

 H. 知的財産権の出願・登録状況 

   なし 

   

参考文献 

   1）Denise F. Polit ，Cheryl Tatano Beck．

看護研究 原理と方法第 2 版，近藤潤子

監訳．東京：医学書院，2010 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



85 
 

表 1 ファシリテーター用ガイド案（1日目，2日目） 

【グループワークⅠ】「事業・施策における管理者としてのマネジメント」 

【目 標】（2）市町村保健師管理者として，自組織及び保健活動ビジョンを踏まえて事業・施策をマネジメントするための具体的方法を述べることができる。 

 （3）施策展開に必要な人材育成・人事管理を含むマネジメントのあり方について説明できる。 

【グループワークⅠのねらい】健康課題解決のためにあるべき姿と保健活動ビジョンをもち，管理者として事業・施策をマネジメントすることについて述べることができる 

 

 

 

 

 

 

 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（20分） 

 
（1）自己紹介 

（2）人材育成状況の共有 

   事前準備資料表面１，２の

概要を共有する 

・進行役，記録，タイムキーパー，発表者をグループ内で決めてください。 

・記録は，要点のみ記載するよう助言してください。 

・グループメンバーの組織の人材育成状況について共有，確認をします。 

（50分） 

 

 

 

 

（3）自組織の目指す姿（①②）及

び保健師のビジョン（③）をグ

ループ内で確認する 

 ＜事前準備資料裏面 ３＞ 

 

（４）管理者として，施策とその重

点課題，事業という流れの視

点において評価を説明する 

 ＜事前準備資料裏面 ４，５＞ 

 

 

 

（3）③は自分で考えたのか，保健師間で共有しているものかを確認して進めます。 

  事前準備資料の完成度の差はあります。書けていない人がいても，他のメンバー分を参考にイメージしていただ

くように促します。ここにはあまり時間をかけません。 

（4）事前準備資料の裏面４，５（主に表）について簡潔に説明してもらいます。 

  「事業担当者としてではなく，管理者として」を意識して発表していただくよう進めてください。（管理者でな

いという方には，今の立場より上の立場に立ったつもりで…を強調してください。） 

  ⑤の最重要健康課題とした理由を簡潔に述べていただきます。 

  ⑥の事業概要は，具体的になりすぎず，概要に留めていただくよう配慮してください。 

  ⑦の評価の部分，「施策全体としてのバランスの中でその評価が妥当ですか」， 

「担当者でなく，管理者としてみたとしたときどうでしょうか」等について俯瞰的な視点を意識していただく

よう，声掛けをしてください。 

  ・評価が十分できていないということであれば，「なぜできていなかったのでしょう」と振り返りを促します。 

＜事前準備資料について＞ 
（表面）１，２ ＝ 自分のところの人材育成・人事管理に関して現状を把握（理解）し，それを踏まえた課題について認識する 

（裏面）３ ＝ 自分の自治体の目指す姿（またはあるべき姿）を確認し，そこを目指して保健師はどのようなビジョンをもつのかを明確にする 

    ４ ＝ 管理者として，施策—事業の位置関係を踏まえたうえで，優先順位をつけること，PDCAを回すべく評価をしているかを確認する 

    ５ ＝ 目指すところに向かってどのようなマネジメントが必要かを見出すために，俯瞰的な視点で事業（施策）評価をみてみる 

６ ＝ 施策­事業評価の流れを踏まえ，管理者として（自分が）どのよう なマネジメント機能を果たしてきたかを振り返り，言語化する 
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 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（40分） （5）本日の着地点の話し合い 

  管理者として①②③を踏まえ

た施策・事業の展開ができてい

るかを確認する。 

  管理者として施策・事業をど

のようにやっていくとよいと考

えるかを言語化する。 

  ＜事前準備資料 ６＞ 

【期待したいKey Word】 

 「目の前だけを見ず，広い（俯瞰

的な）視野をもつ」 

 「管理者として根拠に基づきな

がら PDCA サイクルが回っ

ているかをみる」 

 「スクラップ＆ビルドを行って

いくこと（業務調整等）が必

要」 

 「活動全体における事業のバラ

ンス（優先順位，濃淡等）を考え

る」 

（5）管理者として③の保健師のビジョンを踏まえた施策・事業の展開ができているかをグループ内で確認してみま

す。 

  ・事業の展開が，関連施策における③②①へ向かって目指す中にあるかを確認しながら， 

「管理者として施策・事業をどのようにやっていくとのがいいのでしょうかね」 

「今，何が足りていない（十分だと思えない，あるいは管理者として不安に感じる）ことはあるでしょうか」

など， 

メンバーが“管理者を意識する”，“自分が管理者として後輩・スタッフにどのように働きかけるとよいか”，

“今後こうすることが必要である”などの意見が出るように促しの声掛けをします。 

・管理者として施策—事業につ いてマネジメントすることを考えていきます。 

「施策—事業をマネジメントすることとは ，どのよう なことだと思いますか」と提起します。 

意見がなかなか出ない場合，例えばとして， 

「PDCAを回せるような意識づけ，活動のあり方の共有等はどうしていますか」 

「保健 師のビジョンに基づ く施策—事業になることを，管理者としてどのよう にスタッフに伝えていきます

か」と話し合いを促進するよう例を出してください。 

・話し合いの終盤で，再度「施策—事業をマネジメントすることとは どのよう なことだと  思いますか」と

提起し，グループ内の着地点を見つけます。 

（10分） 
（６）本日の結論，気づきの整理 

（6） 本日の結論（主に上記（5）），疑問点，分かりにくかった点を出し合います。 

疑問点，分かりにくかった点があった場合は，全体で返すので発表時に伝えるようにします。 

（20分） 

（７）全体発表・質疑応答 

（７）全体に向けて，本日の結論として， 

「自分たちのグループは，管理者として施策・事業をどのようにやっていくか」を 

最初に言っていただきます。 

 次に結論に至ったプロセスとして，「どのような話・気づきからその結論になったか」を説明するようにします。 

（ 10 分 ）

GWⅠ 

まとめ 

・本日の結論のところをまとめ，2

日目へのつなぎをする。 

・記録者へ，本日のグループの結論，話し合いで出たキーワードを分かりやすく書き出す，または○□で囲むなどを

しておくよう，助言ください。 

 記録は，ファシリが受け取り，一旦事務局へ提出してください。 
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【グループワークⅡ】「管理者としてのマネジメントのあり方」 

【目 標】（2）市町村保健師管理者として，自組織及び保健活動ビジョンを踏まえて事業・施策をマネジメントするための具体的方法を述べることができる。 

   （3）施策展開に必要な人材育成・人事管理を含むマネジメントのあり方について説明できる。 

【グループワークⅡねらい】健康課題解決のためにあるべき姿と保健活動ビジョンをもち，グループワークⅠの結論と合わせて，管理者としてのマネジメントのあり方の

具体的方法等について説明できる。 

 

 

 

 

 

 

 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（15分） 

グループワークの進め方説明 

公衆衛生看護管理の復習 

＊進行役，記録，タイムキーパー，発表者をグループ内で決めてください。 

＊記録は，要点のみ記載するよう助言してください。 

＊最初にコーディネーター（科学院）がグループワークの進め方の説明と，公衆衛生看護管理に関する復習を行い

ます。 

＜事前準備資料について＞ 

（表面）１，２ ＝ 自分のところの人材育成・人事管理に関して現状を把握（理解）し，それを踏まえた課題について認識する 

（裏面）３ ＝ 自分の自治体の目指す姿（またはあるべき姿）を確認し，そこを目指して保健師はどのようなビジョンをもつのかを明確にする 

    ４ ＝ 管理者として，施策—事業の位置関係を踏まえたうえで，優先順位をつけていること，PDCAを回すべく評価をしているかを確認する 

    ５ ＝ 目指すところに向かってどのようなマネジメントが必要かを見出すために，俯瞰的な視点で事業（施策）評価をみてみる 

    ６ ＝ 施策­事業評価の流れを踏まえ，管理者として（自分が）どのよう なマネジメント機能を果たしてきたかを振り返り，言語化する 
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 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（60分） （8）振り返り時間 

  1 日目のグループワークⅠで出

した結論を共有する 

 

 

（9）-1管理者としてのマネジメン

トのあり方を検討する 

  ＜事前準備資料 ６＞ 

（8）1日目の記録を基に，1日目のグループ内の結論を共有します。 

 「このように考えて，このような結論だったのですよね」と確認する。 

 

（9）-1グループワークⅠの結果（思い出して）を踏まえて，事前準備資料の６をグループ内で共有します。 

  具体的に，「どのような場面」で， 

  （自分が）「どのように考えて または こうなることを目指して（予測して）」 

       「このような言動，行動（振る舞い）」を行った 

   （その結果）「どうなったか」 

といった形で，メンバーの実践を，他者が聞いてわかるように言語化していくことを促します。 

 ここでは，色々な場面・経験を共有し，お互いに「その時，どうしてそうしたか」等，掘り下げる質問をし合っ

ていただくよう，促してください。 

（50分） （9）-2管理者としてのマネジメ

ントのあり方を検討する 

 

【期待したいKey Word】 

「ビジョンをスタッフと共有するこ

とが大事」 

（管理者としての自分の役割とし

て） 

「根拠に基づく事業・施策展開のた

めの見直しの場をもつ」 

「事業だけ見ず，施策や政策を見る

必要がある」 

「人材育成のあり方を提言する」 

「的確な人員配置を提言する」 

（９）-2管理者として，具体的にどのようなマネジメントをしていく必要があるのかを，言語化してもらいます。

（９）-1の共有から一歩進んでディスカッションします。 

 

 ・例えば，管理者がビジョンをスタッフに示すことが大事という意見が出たら， 

「管理者はビジョンに向かって，どのように施策・事業展開をするように仕向けなければならないでしょう

か。」と提起します。 

＊この「仕向けること」の内容について，  

例えば，「ビジョンを共有する必要があるが，それはいつどこで誰と共有しますか」 

「事業のあり方を見直すのは，いつ，誰が，どの場面で，どんな体制で行うのでしょうか。」「誰がどう推進す

るのでしょうか」 

「ビジョンに向けて活動する（または，施策における事業展開をする）ためのスタッフの育成（力量形成）は

どのようにしますか」などの気づきを促す声かけをします。 
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 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（20分） 

 

 

 

10分休憩 

（10）2日間の結論・気づきの整理 

（10）発表に向けて，グループワークⅠ・Ⅱの内容を整理します。 

  ・2日間で何を学べたか，何に気づいたかを確認します。 

  ・管理者として行うマネジメントについて，具体的にはこういうこと（こんな状況またはこんな場面で，こう

することである）と気づくように振り返りを促します。 

  ・自分は明日からどのような動き，ふるまい，意識，行動を行うかを共有します。 

（20分） 

 
（11）全体発表・質疑応答 

ビジョンを踏まえた管理者のマ

ネジメントについて 

 G 内で出た様々な意見を集約・合

意形成のもと，簡潔に説明できる

ようまとめる。 

（11）全体に向けて，２日間の結論として， 

「自分たちのグループは，ビジョンを踏まえた管理者としてのマネジメントはこういうことだ」ということを最

初に言っていただきます。 

・次に結論に至ったプロセスとして，「どのような話・気づきからその結論になったか」を説明するようにします。 

・記録者へ，本日のグループの結論，話し合いで出たキーワードを分かりやすく書き出す，または○□で囲むなど

をしておくよう，助言ください。 

 記録は，ファシリが回収し事務局へ提出してください。 

（20分） 2日間のまとめ 保健医療科学院 
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表 2 評価指標（案） 提示用のため，「目標値」「評価体制」「評価結果」については記載欄を省略 

枠組み 評価項目 評価指標 評価手段 評価時期 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・事業担当（企画担当）者の配置，数は適切か 担当者数，従事時間数 実施後反省会 研修終了 2̃3 週間後 

・事業に関する予算確保状況 必要経費内 実施後反省会 研修終了 2̃3 週間後 

・研修に必要な設備，環境 開催地場所への意見，資料 実施後反省会 研修終了 2̃4 週間後 

・既存の実施研修における位置づけ 受講自治体割合，受講者属性 実施後反省会 研修終了 2̃5 週間後 

プ
ロ
セ
ス 

・開催時期は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-1   

・開始・終了時間は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-2   

・開催回数（日数）は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-3   

・開催地・場所は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-4   

・設定した研修目的に合った内容か 到達度 研修後アンケート（2 頁）   

・県内市町村の実態またはニーズにあった目標か 満足度，役立ち度 研修後アンケート（2 頁）   

・講師の選定及び依頼内容は妥当か 到達度，満足度 研修後アンケート（3 頁）   

・演習内容は妥当か 到達度，満足度 研修後アンケート（3 頁）   

・演習と講義時間のバランスはどうか 到達度，満足度，時間配分 研修後アンケート（ウ）-1   

・遠隔講義は有効か，必要か 取り組み状況，理解度 研修後アンケート（イ）   

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・参加者は設定対象者となっていたか 受講対象者職位 受講申込書   

・想定していた参加者数であったか   受講者名簿   

・欠席者（または不参加）の理由を把握したか   実施後反省会   

・参加者の参加態度はどうか グループワークへの積極度 実施後反省会   

・参加者の研修に対する評価はどうか 満足度，役立ち度，必要性 研修後アンケート（2，3頁）   

・参加者は設定した能力の獲得ができたか 到達度の変化（率） 研修前後アンケート到達度   

ア
ウ
ト
カ
ム 

・知識・技術のレベルの達成状況の上昇 到達度（4 段階） 研修前後アンケート（２頁）   

・各講義の理解度 理解度（5 段階） 研修後アンケート（3 頁）   

・キャリアラダーの設定到達度の上昇 到達度の変化（率） 研修前後アンケート（4頁）   
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表 3 到達項目 28項目（研修前後のアンケート時に使用） 

 

到達項目 できる----できない 

１．所属係内で，チームのリーダーシップをとって保健活動を推進する 4 - 3 - 2 - 1 

２．自組織を超えたプロジェクトで主体的に発言できる 4 - 3 - 2 - 1 

３．所属（課，係）の保健事業に係る業務全般を理解し，その効果的な実施に対して責任をもつ 4 - 3 - 2 - 1 

４．所属（課，係）の保健事業全般に関して，指導的な役割を担う 4 - 3 - 2 - 1 

５．自組織を超えた関係者との連携・調整を行う 4 - 3 - 2 - 1 

６．組織の健康施策に係る事業全般を理解し，その効果的な実施に対して責任をもつ 4 - 3 - 2 - 1 

７．複雑な事例に対して，担当保健師等にスーパーバイズすることができる 4 - 3 - 2 - 1 

８．地域の潜在的な健康課題を明確にし，施策に応じた事業化ができる 4 - 3 - 2 - 1 

９．組織横断的な連携を図りながら，複雑かつ緊急性の高い地域の健康課題に対して迅速に対応す

る 

4 - 3 - 2 - 1 

10．健康課題解決のための施策を提案する 4 - 3 - 2 - 1 

11．住民の健康課題等に基づく事業化，施策化及び事業評価に基づく見直しができる 4 - 3 - 2 - 1 

12．保健医療福祉に係る国の動向や組織の方針，施策の評価を踏まえ，組織の政策ビジョンに係る提

言ができる 

4 - 3 - 2 - 1 

13．所属内職員の能力・特性を把握し，資質向上のための取組みを企画，実施，評価できる 4 - 3 - 2 - 1 

14．所属（課，係）内の業務内容と量を勘案し，人材配置について上司に提案できる  4 - 3 - 2 - 1 

15．専門職の人材育成計画を策定するための関係者が協働し，検討できる場を設置・運営できる 4 - 3 - 2 - 1 

16． 関係課長等と連携し，保健師の業務範囲等を踏まえ保健師必要数について人事部門を含め組

織内で提案できる 

4 - 3 - 2 - 1 

17． 保健医療福祉計画に基づいた事業計画を立案できる 4 - 3 - 2 - 1 

18． 立案した事業や予算の必要性について上司や予算担当者に説明できる 4 - 3 - 2 - 1 

19．地域の健康課題を解決するための自組織のビジョンを踏まえた施策を，各種保健医療福祉計画

策定時に提案できる 

4 - 3 - 2 - 1 

20．所属部署内外の関係者と共に事業評価を行い，事業の見直しや新規事業の計画を提案できる 4 - 3 - 2 - 1 

21．地域診断などにより，根拠に基づいた保健事業を計画できる 4 - 3 - 2 - 1 

22．施策立案時に，評価指標を適切に設定できる 4 - 3 - 2 - 1 

23．評価に基づき保健活動の効果を検証し，施策の見直しについて提案できる 4 - 3 - 2 - 1 

24．保健活動に係る情報管理上の不足の事態が発生した際に，所属部署内でリーダーシップをとる

ことができる 

4 - 3 - 2 - 1 

25．保健活動の情報管理に係る規則の遵守状況を評価し，マニュアル等の見直しを提案できる 4 - 3 - 2 - 1 

26．根拠に基づき，質の高い保健事業を提案し，その効果を検証できる 4 - 3 - 2 - 1 

27． 保健師の研修事業を企画し，実施・評価できる 4 - 3 - 2 - 1 

28．組織の人材育成方針に沿った，保健師の人材育成計画を作成できる 4 - 3 - 2 - 1 
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平成 29年度厚生労働科学研究費補助金 健康安全・危機管理対策総合研究事業 
「管理的立場にある市町村の保健師の人材育成に関する研究」分担報告書 

 

分担研究課題 

「市町村保健師管理者能力育成研修における企画・運営・評価のあり方に関する一考察」 

 

分担研究者 森永裕美子（国立保健医療科学院 生涯健康研究部 公衆衛生看護領域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

 モデル県が行う市町村管理者能力育成研修

の企画・実施・評価に関して，側面支援を行い，

本研修を展開していく上での「企画・運営・評

価」の課題と今後の取組みのあり方を検討し，

研修ガイドライン（仮称）の試案開発に資する

ものとする。 

 

B. 研究方法 

 １．実施対象 

 市町村保健師管理者を対象に，管理者研修の

実施が可能なモデル県 2県とする。 

 モデル県の選出は，すでに県が市町村の管理

期保健師も含めた研修体系と実施実績のある

関東近郊の県とした。関東近郊の県としたのは，

モデル県担当者と研究者が打ち合わせを行う

こととしためである。 

 ２．モデル県における本研修の企画・実践・

評価の取組みを側面支援する。 

 ３．モデル県への側面支援を通じて，本研修

の企画・実践・評価の実際を記述し，プロセス

及び結果から得られる今後の課題と取組みの

あり方を検討する。 

 ４．上記 2及び 3の結果等から，研修ガイド

ライン（仮称）の試案作成に還元できる要素等

を示す。 

 

C. 実施内容 

 １．研修プログラム内容 

表 1に示す。 

【研究要旨】 

市町村保健師管理者能力育成研修を都道府県が展開していく上での「企画・運営・評価」の課題

と今後の取組みのあり方や課題を検討し，研修ガイドライン（仮称）の試案開発に資するものを見

出すことを目的とした。 

方法は，モデル実施する県を 2 県設定し，企画・実践・評価のプロセスおよび結果を観察記述

したもの及びモデル県担当者のヒアリング内容から実施のあり方と今後の課題を検討した。 

結果として，研修ニーズ把握の重要性，事前課題は事前の思考整理，準備性を高めることを目的

としたうえでグループワークに活用することが効果的だと考えられた。研修内容においては到達

目標項目の評価により，今回実施したプログラムの妥当性は確認できた。また，グループワークで

はファシリテーターが重要な役割を果たすため，ファシリテーターの事前打ち合わせとファシリ

テーターガイドの事前提示により，グループワークの着地点の理解や組み立て方，進捗，到達具合

が確認できることの必要性が分かった。 

課題としては，都道府県が市町村保健師管理者の能力育成をどのように行うのか，位置づけや

仕組みについての検討の必要があることが明らかになった。 
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 ２．側面支援内容 

  1）研修企画会議での事前準備への助言（各

モデル県2回，電話やメールによる相談・

助言複数回） 

  2）研修実施にあたっての目的・目標の確認，

対象者の選定への助言 

  3）研修内容における講師選定への助言 

  4）研修内容に関連する事前課題，演習の到

達度の相談 

  5）グループ分けへの助言 

  6）研修内容における演習（以下，グループ

ワークという）時のファシリテーター用

ガイドの作成と提案 

  7）研修時の講義（90 分担当） 

  8）研修時のグループワークコーディネイ

ト及び助言 

  9）グループワークにおけるファシリテー

ターへの事前説明及び質疑応答（昼食時

時間） 

  10）研修のまとめ（概ね 20 分） 

  11）研修担当者へ評価指標の提示（助言） 

  12）研修担当者との反省会コーディネイト 

 

 ３．研修企画 

   以下の 1)～4)について，企画段階で，モ

デル県 A,B の研修担当者に答えてもらう

形で確認した。 

  1)企画準備として市町村の状況分析，市町

村保健師管理者のニーズ把握について 

  2)市町村保健師管理者のニーズ分析を踏

まえた研修内容設定 

  3)開催通知文書及び周知方法等，運営事務

について 

  4)研修担当者のマンパワーと実行スケジ

ュール（工程）について 

 

   ①モデル県 A 

    上記 1)2) について，市町村保健師管

理者は相談者がいないことや，現任教育

に関する合意が得にくいこと，小規模市

町村であっても分散配置により，保健部

門の中堅保健師不在により，活動推進力

が弱いという分析をしていた。 

   また，市町村保健師管理者が，ビジョン

を語るというプログラム内容は困難で

あると判断し，ビジョンを明確にすべき

ことを重視しながらも，ビジョンを踏ま

えてマネジメントをどうすべきかの強

化をする必要性が明確に出されていた。 

   マネジメントをするなかで，市町村の人

材育成の取組みについても意識づけし

た方が良いことも想定していた。 

    3)4)については，従来行っている現任

教育研修と変わりないとした。開催通知

は，概ね 1か月半～2か月前に送付して

いる。年間計画で年度当初に示すことは

必要。 

 

   ②モデル県 B 

   前述 1)2)について，概ね保健所が管内市

町村の人材育成計画を作成し，本庁研修

担当課（者）送ってくるため，資料（デ

ータ）としては，持っているが，詳細に

分析までしていない。 

   研修担当者としては，市町村の人口規模

及び保健師数によって，研修受講が少な

い自治体があることを把握していた。 

   市町村保健師管理者としては，行政対応

管理者になっているところもあり，保健

師活動のリーダーシップがとれている

かどうかまでは分析していない。 

   研修担当者としては，市町村保健師管理

者は，施策や事業の評価はできていると

思うが強化したいところでもあると判

断していた。 

   また，ビジョンに向けて活動しているこ
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と，行政の中で保健師がどのように役立

っているのかを理解し，それらを市町村

保健師管理者が，まず言語化できること

が必要だと感じていた。 

 

 ４．研修プログラム（講義） 

   モデル県 A,B共に，下記 1)～6)のような

感想，反応を示した。 

  1)国の動向…市町村保健師として理解す

る必要がある。 

  2)市町村保健師管理者に必要な機能と能

力…標準的なキャリアラダーと合わせ，

整理されたものの提示，解説が必要であ

る。 

  3)組織におけるリーダーシップとマネジ

メント…一見保健師領域の内容とは違

うように感じる人もいるが，大きな流れ，

行政経営といった考え方の中で保健師

活動を考えていく必要性を理解しても

らうために重要である。 

  4)保健師管理者への期待～他職種の立場

から～…他職種から保健師はどのよう

にみられるかを聞くことで，行政内でど

のように保健活動のリーダーシップ，マ

ネメントを行うかを考えられ，また可視

化することでの保健師活動への理解が

促せることを理解できるために有効で

ある。 

  5)根拠に基づく事業・施策の展開…市町村

保健師が事業実施のみで追われるため，

根拠を明確にすることや，PDCAサイク

ルを回すことへの意識づけ，それにより

活動の意義づけができることを理解す

るために必要である。 

  6)事業・施策の展開における管理者のあり

方（実践報告）…実践事例のため，とて

も分かりやすいというが，報告だけだと

腑に落ちないため，講師により理論と実

践の部分をつなぐ解説を入れることが，

活動の意義づけ（概念化）等が自分たち

の活動にも置き換えられ，理解しやすい。 

 

 ５．研修プログラム（事前課題とグループワ

ーク） 

   1)事前課題様式 

    事前課題とグループワークにより研

修目標の(2)(3)の達成を目指した。 

    事前課題は A4版両面 1枚とし，表面

では，自組織の人材育成・人事管理の現

状について記載することで，改めで自組

織がどのような状態にあり，課題は何な

のかを認識できるようにした。 

    裏面では， 保健師活動が何に向かっ

ているのかを確認した上で，事業・施策

の評価を保健師管理者として行う視点

に気づくよう，思考プロセスを辿るよう

にした。 

    記載例を示し，事前課題を受講者が記

載することにより，グループワークに入

る準備性を高めるようにした。事前課題

に正解を求めず，グループでのディスカ

ッションにより，自分の記載の何が違う

のか，何が求められているのかを自分で

考えていくプロセスを期待した。 

    モデル県 A,B 合わせた様式の記入に

ついての評価は，記入しやすい 39.5％，

どちらとも言えない 27.9％，記入しづら

い 25.6％であった（以下略）。記入しや

すいと答えた理由として，「記入例があ

った」「視点が整理された」という意見が

あった。一方で，どちらとも言えない，

記入しづらいとした理由は，「記入例が

ヘルス部門のものであり，福祉部門の所

属のためイメージできなかった」という

意見が多くみられた。 
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   2)グループワーク 

ビジョンの表現で躓きかけたグルー

プもあったが，ファシリテーターの誘

導（ファシリテート）により，概ね管

理者としてのマネジメントの具体的

なあり方や視点の持ち方を理解でき

た発言・発表があった。 

＜人材確保の意識をもって資料準備，スキ

ル向上を見据えたジョブローテーションを

考える，事業の方向性を見極める，政策の

変化に敏感に反応できるようにアンテナを

はる，問題意識をもつ，全体における施策

のバランスをみる，保健師の仕事が組織に

認められるような可視化への動き，言語化

することで他職種にも伝えられる，機を見

て行動を起こす，横断ミーディングを行う

…等の発言があった＞ 

＜感情でなくデータや根拠を示す，スク

ラップの決断をする勇気，目の前の仕

事がどこに繋がっているのかを保健師

間で共有する，ビジョンをもって保健

師としての指針を作る，合意形成を行

っていく（その場や機会を確保する），

効率的に仕事を進めていける力量形成

が必要でその体制づくりを行う…等＞ 

 

 ６．ファシリテーターとファシリテーターの

あり方 

   事前に参考資料（ビジョンの説明等）と

ファシリテーターガイドを送付（表 2） 

  ・グループワークの進め方のイメージをも

ってグループワークに臨めた。 

  ・担当するグループの進捗，目的達成度が

ファシリテーターガイドによって確認

できるため，ファシリとして役割を果

たせているかの目安になる。 

  ・進め方で時間を区切って，そのセクショ

ンごとにキーワードがあるとグループ

ワークの成熟度が理解しやすい。 

 

 ７．評価（反省会） 

  1）評価方法 －研修実施後の企画担当者

との振り返り，研修前後のアンケート

（到達項目 28項目，表 3）集計結果をも

とに行った。 

2）評価項目 －ストラクチャー，プロセス，

アウトプット，アウトカムに沿って行っ

た（表 4） 

 モデル県 A,B共に，研修実施後の振り返

り（反省会）では，研修前後のアンケー

ト（到達度 28 項目）の比較から，研修

によってどこまで達成できたかを見て

いた。 

 モデル県 Aは，到達度 28項目の下がっ

ている項目について，対象者の設定と関

連させて分析していた。また，評価結果

の還元の場の設定や，保健所を経由した

市町村支援の仕組みを活用するなどし

て，リーダー教育研修の位置づけや必要

性を市町村に認知してもらえるよう，県

としてバックアップしていくという役

割を見出す評価となっていた。 

 モデル県 Bも，到達度 28項目の下がっ

ている項目について，対象者の設定と関

連させて分析していた。そして，キャリ

アラダーレベルの設定が望ましいとし

ながらも，研修担当者として，設定した

キャリアラダーレベルに応じた研修内

容かどうかを見極める企画は難しいと

評価し，一つの県単独での実施でなく，

ブロック単位の持ち回り実施の可能性

も検討する必要があるとの課題を出す

評価となった。 

 

D. 考察 

 1）企画段階 
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  モデル県 A,Bのように市町村の特徴，人員

および組織体制や，研修を実施するために市

町村保健師管理者の実態や強化すべき点（研

修ニーズ）について，研修担当として把握し

ておくと，効果的な対象者選定，研修内容の

検討と実施，評価が一連の流れとして行いや

すいことが分かる。研修企画をする際に，対

象集団（市町村及び市町村保健師管理者）の

アセスメントを行い，強化すべき能力等（課

題）の抽出によって，課題解決のための手段

（研修内容）と，期待するアウトカムを設定

する必要性が確認できたと言える。 

 2）研修プログラム 

  研修プログラムを提供しようとするとき，

研修プログラムによって生じる変化のプロ

セスと，結果として期待される改善状態を仮

定して構成すべきである 1)。本研修プログラ

ムは，市町村保健師管理者が，管理者として

のリーダーシップとマネジメントがどのよ

うなことであるかといった理解を得た上で

管理者役割を果たし，根拠に基づく，かつ効

果的な保健活動の展開ができることを期待

する内容とした。効果的な保健活動の展開が

でき，地域住民の健康の保持・増進に貢献で

きるという研修目的を遠位的アウトカムと

すれば，そのために保健師管理者としての役

割を認識(自覚)し，役割発揮のための手段（リ

ーダーシップやマネジメント）を用いること

ができるという近位的アウトカムがうまく

達成されることが必要であったと考える 1)。

モデル県 A,B の研修前後の到達項目アンケ

ートからも，概ね近位的アウトカムの達成に

貢献し得るプログラムであったと考えられ

た。一方で，近位的アウトカムとして仮定し

ていないことについては，到達項目の達成度

が低いことも明らかであるため，研修プログ

ラムのアウトカム設定の明確化あるいは対

象を絞った上での焦点化が重要であると言

える。  

  ①事前学習の様式について 

  様式のあり方だけ見て記入しやすいか，そ

うでないかと判断することも一つだが，本研

修の事前学習様式は，目標の達成のために，

グループワークという手法を使うためにメ

ンバーの準備性を高めるための媒体として

いた。受講者は様式の記載すること自体への

困難感を示すが，どの様式であっても困難感

は個人差があると考えられた。記入例がない

とイメージしづらく，研修企画意図が伝わら

ない場合もあれば，記入例があることで，例

としていても，自分に当てはまらないとして

記入しづらいと感じる者もいる。この個人差

の改善をするためにも，目標達成のために，

事前課題様式(媒体)をどう使い，どのような

グループワークによって，何を着地にするか

を明らかにして様式設定する必要があると

考える。様式の記入のしづらさの指摘はあっ

ても，それを媒体にグループワークの達成度

や満足度が高く，目標達成に近づくとすれば，

事前課題様式はあくまでも事前の思考整理，

準備性を高めることとして，完成度の高い事

前課題記載を求めなくてもいいという認識

を踏まえた設定も可能ではないかと考える。 

 

  ②講義の組み立て 

  国の動向と保健師管理者に必要な理論を

置き，理論を実践現場と突合するために，現

場の実践や見解を提示する組み合わせが，受

講者には理解が深まりやすいと考えられた。

しかし，理論の講義と，実践現場からの報告

や示唆等が，独立する可能性があり，実践現

場の報告や示唆等がどの理論と突合できる

のかを解説する場面あるいは時間の確保が

必要であり，有効であったと考えられた。多

くの受講者は，「いい事例を聞いた」で終わる

ことが予測され，その事例をいかに概念化し，
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自分ごととして取り入れられるかというこ

との思考パターンとする必要があると考え

らえた。 

  ③グループワークの組み立て 

  研修担当者としては，グループワークの組

み立ては講師に任せたいと考えがちである。

グループワーク全体のファシリテーション

に対する不安も大きいと分かった。グループ

ワークで，どこに着地するのかを決めずに，

話し合いのテーマだけを決めて研修に取り

入れてきた経験もあるためと考えられた。今

回の研修では，事前課題で思考整理・準備性

を高め，グループ内で，管理者のあり方やマ

ネジメントの具体的方法について言語化す

ることを求めていた。しかしながら，グルー

プメンバーは，自分の事前課題様式を紹介

（発表），現状のできない部分を訴え，皆と共

有したことがグループワークと感じている

者が少なからずいた。事前課題の内容や他者

の発表を各々踏まえ，自分の言葉で，こんな

ことが管理者には必要である，こういう動き

はどうだろうか，こうすることでこんな期待

ができないだろうか…といった深めるディ

スカッションが目標達成のためには不可欠

であることが感じ取れる。ただ，受講者だけ

のグループメンバーによる達成は困難であ

り，目標達成のためのグループワークの組み

立てと着地点を理解しているファシリテー

ターが重要な役割を担うことも分かってき

た。 

 

 3）ファシリテーターとファシリテーターガ

イドのあり方 

  上記 2)で述べたように，グループワークの

組み立ては，目標達成に大きく影響すると考

えられる。そのため，グループワークが頓挫

したり，話し合いの軌道を外れたりする場合，

着地点が見えず混迷する場合を修正するた

めに，ファシリテーターの役割が大きい。フ

ァシリテーターとしての役割発揮のために

は，研修目的と目標，そのために選択してい

る手段（講義内容や事前課題とグループワー

ク等）を理解し，目標達成のためにどのよう

にファシリテートしていくかをイメージで

きたうえで臨む必要があった。本研修プログ

ラムのグループワークに沿ったファシリテ

ーターガイドを作成し，具体的なファシリテ

ート内容や，ステップ毎に目安となるキーワ

ードを設定し，ファシリテーターが自分の担

当するグループの進捗，到達具合を確認しな

がら進められるガイドとした。具体的すぎる

と，その記載通りをメンバーに要求しかねな

い部分もあることを考慮しつつ，このような

研修では，ファシリテーターのトレーニング

が十分でないままグループワークの活性化

と目標達成のための確実なルートに乗せる

役割を担うことを期待するならば，ガイドを

曖昧・抽象的より，明瞭・具体的にしておく

と，ファシリテーターの個人差を均等化し，

効果的なグループワーク展開に有効である

と考えらえた 2)。 

 

 4）評価のあり方 

   今回の研修においては，評価指標案を提 

示し，モデル県 A,Bそれぞれと評価を行っ

た。研修企画，実施（プログラム），評価の

流れにおいては，この評価指標は活用可能

と考えらえた。 

   研修プログラムには，プログラムの資源，

スタッフ，運営，全般的組織に関連した要

素によるプログラムの組織計画が必要で

あり，プログラムを提供できるシステム開

発・維持がアウトカム達成に効くとされて

いる 1)。 

つまり，都道府県として，市町村保健師

管理者を育成しようとする研修プログラム
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の内容と，研修企画担当者（人的），財政的（必

要経費），研修会場等（物理的資源）が確保さ

れ，かつリーダー教育研修の位置づけや保健

所を介する育成支援の仕組みづくり等（シス

テム開発）がアウトカム達成に導くことがで

きると考えられる。そのため，モデル県 A,B

の振り返り内容を踏まえると，市町村保健師

管理者の育成を目指した研修を行うにあた

り，県の体制，役割，手法に関する評価を追

加する必要があると考えらえた。 

5）今後の課題 

 市町村及び市町村保健師管理者のアセス

メントを行う項目の抽出や，アセスメントか

ら導く強化すべき能力等（課題）を明確にで

きる手順が必要である。また，ニーズにあっ

た研修目的・目標のアウトカムを明確にして

手段の選定，ファシリテーターガイドを用い

たファシリテーターの活用を想定した組み

立てとすると良い。さらに，都道府県として

どのように市町村保健師管理者の能力育成

を行うのか，位置づけや仕組みについて検討

しながら，研修評価を行う必要性が示唆され

た。 

 

E. 結論 

  企画にあたっては，市町村保健師管理者の

実態や強化すべき点（研修ニーズ）を明確にし，

効果的な対象者の選定と研修内容の検討を行

うこと，研修ニーズが明確であれば，対応する

ための手段（研修内容）と研修によって期待す

るアウトカム設定が容易なことが明らかにな

った。 

 また，事前課題はあくまでも事前の思考整理，

準備性を高めることを目的とし，必ずしも事前

課題の完成度の高さを求める様式でなくて良

いことも示唆された。 

 研修内容においては到達目標項目の評価に

より，今回実施したプログラムの妥当性は確認

できた。また，グループワークの導入は目標達

成において有効であるが，ファシリテーターが

重要な役割を果たすため，ファシリテーターの

事前打ち合わせとファシリテーターガイドの

事前提示により，グループワークの着地点の理

解や組み立て方，進捗，到達具合が確認できる

ことの必要性が分かった。 

 課題としては，都道府県が市町村保健師管理

者の能力育成をどのように行うのか，位置づけ

や仕組みについての検討の必要があることが

明らかになった。 

F. 健康危険情報 

  なし 

 

G. 研究発表 

  なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

  なし 
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表 1 研修プログラム内容 （上段；1日目，下段；2日目） 

 

 

時間 研修内容 ねらい 講師 

約 40 分 【遠隔講義】 

組織におけるリーダーシップとマネジメント 
行政経営を念頭においた組織概念、リーダーシ
ップ機能、マネジメント機能について説明できる 

組織マネジメ

ント系講師 

 
【準備資料】  

自治体情報（保健師数、人材育成状況等） 

活動のあるべき姿と施策・事業評価等 

保健師管理職として、自組織における人材育
成・人事管理の現状と課題を把握し、地域のある
べき姿と保健活動ビジョンを踏まえて健康課題を
解決するためにどのようなマネジメント機能を果た
しているか確認する 

 

（40分） 

【講義】 

地域における保健活動の推進に向けて 
国の地域保健における動向と課題、市町村保

健師管理者に求められる役割について説明できる 

厚生労働省 

健康局健康課 

保健指導室 

（20分） 

【講義】 

県における地域保健の動向を踏まえた市町村

保健師管理者への期待 

変化する地域保健において市町村保健師管理

者が果たす役割について、県が果たせる役割と共

に説明できる 

県担当者 

（90分） 
【講義】 

市町村保健師管理者に必要な機能と能力 

施策展開に必要な市町村保健師管理者の機能

と、必要な能力について説明できる 

国立保健医療

科学院 

（60分） 
【講義】 

保健師管理者への期待（他職種の立場から） 
 他職種の管理者等からみた、管理的立場の保

健師に求める役割や行動について説明できる 
自治体職員 

（125

分） 

【グループワークⅠ】 

事業・施策における管理者としての 

マネジメント 
健康課題解決のためにあるべき姿とビジョ
ンをもち，管理者として事業・施策をマネジメ
ントすることについて述べることができる  

◇コーディネ
ート 
国立保健医療
科学院 
◇ファシリテ
ーター 

時間 研修内容 ねらい 講師 

（60分） 【講義】 

根拠に基づく事業・施策の展開 

根拠（PDCA等）に基づいた事業・施策の

展開について理解できる 
看護系大学 

（60分） 【実践報告】 

事業・施策の展開における管理者のあり方 

実践報告事例から、自組織における事業・

施策の展開について、評価できる 

自治体職員 

看護系大学 

（180 分） 【グループワークⅡ】 

 管理者としてのマネジメントのあり方 管理者としてのマネジメントのあり方（具

体的方法や果たす役割等）について説明でき

る 

◇コーディネ
ート 
国立保健医療
科学院 
◇ファシリテ
ーター 

（30分） 【全体発表】グループワークⅠⅡ結果の発表 

ビジョンを踏まえた管理者のマネジメントに

ついて 

グループ内で様々な考え方の集約・合意形

成と、簡潔にまとめること（プレゼン）の必要

性が説明できる 

◇コーディネ
ート 
国立保健医療
科学院 

（20分） 
【まとめ】 

 今後の実践に活かす保健師管理者としての

あり方を説明できる  
国立保健医療
科学院 
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表 2ファシリテーター用ガイド案（1日目，2日目） 

【グループワークⅠ】「事業・施策における管理者としてのマネジメント」 

【目 標】（2）市町村保健師管理者として，自組織及び保健活動ビジョンを踏まえて事業・施策をマネジメントするための具体的方法を述べることができる。 

 （3）施策展開に必要な人材育成・人事管理を含むマネジメントのあり方について説明できる。 

【グループワークⅠのねらい】健康課題解決のためにあるべき姿と保健活動ビジョンをもち，管理者として事業・施策をマネジメントすることについて述べることができる 

 

 

 

 

 

 

 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（20分） 

 
（1）自己紹介 

（2）人材育成状況の共有 

   事前準備資料表面１，２の

概要を共有する 

・進行役，記録，タイムキーパー，発表者をグループ内で決めてください。 

・記録は，要点のみ記載するよう助言してください。 

・グループメンバーの組織の人材育成状況について共有，確認をします。 

（50分） 

 

 

 

 

（3）自組織の目指す姿（①②）及

び保健師のビジョン（③）をグ

ループ内で確認する 

 ＜事前準備資料裏面 ３＞ 

 

（４）管理者として，施策とその重

点課題，事業という流れの視

点において評価を説明する 

 ＜事前準備資料裏面 ４，５＞ 

 

 

 

（3）③は自分で考えたのか，保健師間で共有しているものかを確認して進めます。 

  事前準備資料の完成度の差はあります。書けていない人がいても，他のメンバー分を参考にイメージしていただ

くように促します。ここにはあまり時間をかけません。 

（4）事前準備資料の裏面４，５（主に表）について簡潔に説明してもらいます。 

  「事業担当者としてではなく，管理者として」を意識して発表していただくよう進めてください。（管理者でな

いという方には，今の立場より上の立場に立ったつもりで…を強調してください。） 

  ⑤の最重要健康課題とした理由を簡潔に述べていただきます。 

  ⑥の事業概要は，具体的になりすぎず，概要に留めていただくよう配慮してください。 

  ⑦の評価の部分，「施策全体としてのバランスの中でその評価が妥当ですか」， 

「担当者でなく，管理者としてみたとしたときどうでしょうか」等について俯瞰的な視点を意識していただく

よう，声掛けをしてください。 

  ・評価が十分できていないということであれば，「なぜできていなかったのでしょう」と振り返りを促します。 

＜事前準備資料について＞ 
（表面）１，２ ＝ 自分のところの人材育成・人事管理に関して現状を把握（理解）し，それを踏まえた課題について認識する 

（裏面）３ ＝ 自分の自治体の目指す姿（またはあるべき姿）を確認し，そこを目指して保健師はどのようなビジョンをもつのかを明確にする 

    ４ ＝ 管理者として，施策—事業の位置関係を踏まえたうえで，優先順位をつけること，PDCAを回すべく評価をしているかを確認する 

    ５ ＝ 目指すところに向かってどのようなマネジメントが必要かを見出すために，俯瞰的な視点で事業（施策）評価をみてみる 

６ ＝ 施策­事業評価の流れを踏まえ，管理者として（自分が）どのよう なマネジメント機能を果たしてきたかを振り返り，言語化する 
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 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（40分） （5）本日の着地点の話し合い 

  管理者として①②③を踏まえ

た施策・事業の展開ができてい

るかを確認する。 

  管理者として施策・事業をど

のようにやっていくとよいと考

えるかを言語化する。 

  ＜事前準備資料 ６＞ 

【期待したいKey Word】 

 「目の前だけを見ず，広い（俯瞰

的な）視野をもつ」 

 「管理者として根拠に基づきな

がら PDCA サイクルが回っ

ているかをみる」 

 「スクラップ＆ビルドを行って

いくこと（業務調整等）が必

要」 

 「活動全体における事業のバラ

ンス（優先順位，濃淡等）を考え

る」 

（5）管理者として③の保健師のビジョンを踏まえた施策・事業の展開ができているかをグループ内で確認してみま

す。 

  ・事業の展開が，関連施策における③②①へ向かって目指す中にあるかを確認しながら， 

「管理者として施策・事業をどのようにやっていくとのがいいのでしょうかね」 

「今，何が足りていない（十分だと思えない，あるいは管理者として不安に感じる）ことはあるでしょうか」

など， 

メンバーが“管理者を意識する”，“自分が管理者として後輩・スタッフにどのように働きかけるとよいか”，

“今後こうすることが必要である”などの意見が出るように促しの声掛けをします。 

・管理者として施策—事業につ いてマネジメントすることを考えていきます。 

「施策—事業をマネジメントすることとは ，どのよう なことだと思いますか」と提起します。 

意見がなかなか出ない場合，例えばとして， 

「PDCAを回せるような意識づけ，活動のあり方の共有等はどうしていますか」 

「保健 師のビジョンに基づ く施策—事業になることを，管理者としてどのよう にスタッフに伝えていきます

か」と話し合いを促進するよう例を出してください。 

・話し合いの終盤で，再度「施策—事業をマネジメントすることとは どのよう なことだと  思いますか」と

提起し，グループ内の着地点を見つけます。 

（10分） 
（６）本日の結論，気づきの整理 

（6） 本日の結論（主に上記（5）），疑問点，分かりにくかった点を出し合います。 

疑問点，分かりにくかった点があった場合は，全体で返すので発表時に伝えるようにします。 

（20分） 

（７）全体発表・質疑応答 

（７）全体に向けて，本日の結論として， 

「自分たちのグループは，管理者として施策・事業をどのようにやっていくか」を 

最初に言っていただきます。 

 次に結論に至ったプロセスとして，「どのような話・気づきからその結論になったか」を説明するようにします。 

（ 10 分 ）

GWⅠ 

まとめ 

・本日の結論のところをまとめ，2

日目へのつなぎをする。 

・記録者へ，本日のグループの結論，話し合いで出たキーワードを分かりやすく書き出す，または○□で囲むなどを

しておくよう，助言ください。 

 記録は，ファシリが受け取り，一旦事務局へ提出してください。 
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【グループワークⅡ】「管理者としてのマネジメントのあり方」 

【目 標】（2）市町村保健師管理者として，自組織及び保健活動ビジョンを踏まえて事業・施策をマネジメントするための具体的方法を述べることができる。 

   （3）施策展開に必要な人材育成・人事管理を含むマネジメントのあり方について説明できる。 

【グループワークⅡねらい】健康課題解決のためにあるべき姿と保健活動ビジョンをもち，グループワークⅠの結論と合わせて，管理者としてのマネジメントのあり方の

具体的方法等について説明できる。 

 

 

 

 

 

 

 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（15分） 

グループワークの進め方説明 

公衆衛生看護管理の復習 

＊進行役，記録，タイムキーパー，発表者をグループ内で決めてください。 

＊記録は，要点のみ記載するよう助言してください。 

＊最初にコーディネーター（科学院）がグループワークの進め方の説明と，公衆衛生看護管理に関する復習を行い

ます。 

＜事前準備資料について＞ 

（表面）１，２ ＝ 自分のところの人材育成・人事管理に関して現状を把握（理解）し，それを踏まえた課題について認識する 

（裏面）３ ＝ 自分の自治体の目指す姿（またはあるべき姿）を確認し，そこを目指して保健師はどのようなビジョンをもつのかを明確にする 

    ４ ＝ 管理者として，施策—事業の位置関係を踏まえたうえで，優先順位をつけていること，PDCAを回すべく評価をしているかを確認する 

    ５ ＝ 目指すところに向かってどのようなマネジメントが必要かを見出すために，俯瞰的な視点で事業（施策）評価をみてみる 

    ６ ＝ 施策­事業評価の流れを踏まえ，管理者として（自分が）どのよう なマネジメント機能を果たしてきたかを振り返り，言語化する 
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 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（60分） （8）振り返り時間 

  1 日目のグループワークⅠで出

した結論を共有する 

 

 

（9）-1管理者としてのマネジメン

トのあり方を検討する 

  ＜事前準備資料 ６＞ 

（8）1日目の記録を基に，1日目のグループ内の結論を共有します。 

 「このように考えて，このような結論だったのですよね」と確認する。 

 

（9）-1グループワークⅠの結果（思い出して）を踏まえて，事前準備資料の６をグループ内で共有します。 

  具体的に，「どのような場面」で， 

  （自分が）「どのように考えて または こうなることを目指して（予測して）」 

       「このような言動，行動（振る舞い）」を行った 

   （その結果）「どうなったか」 

といった形で，メンバーの実践を，他者が聞いてわかるように言語化していくことを促します。 

 ここでは，色々な場面・経験を共有し，お互いに「その時，どうしてそうしたか」等，掘り下げる質問をし合っ

ていただくよう，促してください。 

（50分） （9）-2管理者としてのマネジメ

ントのあり方を検討する 

 

【期待したいKey Word】 

「ビジョンをスタッフと共有するこ

とが大事」 

（管理者としての自分の役割とし

て） 

「根拠に基づく事業・施策展開のた

めの見直しの場をもつ」 

「事業だけ見ず，施策や政策を見る

必要がある」 

「人材育成のあり方を提言する」 

「的確な人員配置を提言する」 

（９）-2管理者として，具体的にどのようなマネジメントをしていく必要があるのかを，言語化してもらいます。

（９）-1の共有から一歩進んでディスカッションします。 

 

 ・例えば，管理者がビジョンをスタッフに示すことが大事という意見が出たら， 

「管理者はビジョンに向かって，どのように施策・事業展開をするように仕向けなければならないでしょう

か。」と提起します。 

＊この「仕向けること」の内容について，  

例えば，「ビジョンを共有する必要があるが，それはいつどこで誰と共有しますか」 

「事業のあり方を見直すのは，いつ，誰が，どの場面で，どんな体制で行うのでしょうか。」「誰がどう推進す

るのでしょうか」 

「ビジョンに向けて活動する（または，施策における事業展開をする）ためのスタッフの育成（力量形成）は

どのようにしますか」などの気づきを促す声かけをします。 
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 目安時間 内容とねらい ファシリテーター（F） 

（20分） 

 

 

 

10分休憩 

（10）2日間の結論・気づきの整理 

（10）発表に向けて，グループワークⅠ・Ⅱの内容を整理します。 

  ・2日間で何を学べたか，何に気づいたかを確認します。 

  ・管理者として行うマネジメントについて，具体的にはこういうこと（こんな状況またはこんな場面で，こう

することである）と気づくように振り返りを促します。 

  ・自分は明日からどのような動き，ふるまい，意識，行動を行うかを共有します。 

（20分） 

 
（11）全体発表・質疑応答 

ビジョンを踏まえた管理者のマ

ネジメントについて 

 G 内で出た様々な意見を集約・合

意形成のもと，簡潔に説明できる

ようまとめる。 

（11）全体に向けて，２日間の結論として， 

「自分たちのグループは，ビジョンを踏まえた管理者としてのマネジメントはこういうことだ」ということを最

初に言っていただきます。 

・次に結論に至ったプロセスとして，「どのような話・気づきからその結論になったか」を説明するようにします。 

・記録者へ，本日のグループの結論，話し合いで出たキーワードを分かりやすく書き出す，または○□で囲むなど

をしておくよう，助言ください。 

 記録は，ファシリが回収し事務局へ提出してください。 

（20分） 2日間のまとめ 保健医療科学院 
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表 3 到達項目 28項目（研修前後のアンケート時に使用） 

 

 

到達項目 できる----できない 

１．所属係内で，チームのリーダーシップをとって保健活動を推進する 4 - 3 - 2 - 1 

２．自組織を超えたプロジェクトで主体的に発言できる 4 - 3 - 2 - 1 

３．所属（課，係）の保健事業に係る業務全般を理解し，その効果的な実施に対して責任をもつ 4 - 3 - 2 - 1 

４．所属（課，係）の保健事業全般に関して，指導的な役割を担う 4 - 3 - 2 - 1 

５．自組織を超えた関係者との連携・調整を行う 4 - 3 - 2 - 1 

６．組織の健康施策に係る事業全般を理解し，その効果的な実施に対して責任をもつ 4 - 3 - 2 - 1 

７．複雑な事例に対して，担当保健師等にスーパーバイズすることができる 4 - 3 - 2 - 1 

８．地域の潜在的な健康課題を明確にし，施策に応じた事業化ができる 4 - 3 - 2 - 1 

９．組織横断的な連携を図りながら，複雑かつ緊急性の高い地域の健康課題に対して迅速に対応する 4 - 3 - 2 - 1 

10．健康課題解決のための施策を提案する 4 - 3 - 2 - 1 

11．住民の健康課題等に基づく事業化，施策化及び事業評価に基づく見直しができる 4 - 3 - 2 - 1 

12．保健医療福祉に係る国の動向や組織の方針，施策の評価を踏まえ，組織の政策ビジョンに係る提

言ができる 

4 - 3 - 2 - 1 

13．所属内職員の能力・特性を把握し，資質向上のための取組みを企画，実施，評価できる 4 - 3 - 2 - 1 

14．所属（課，係）内の業務内容と量を勘案し，人材配置について上司に提案できる  4 - 3 - 2 - 1 

15．専門職の人材育成計画を策定するための関係者が協働し，検討できる場を設置・運営できる 4 - 3 - 2 - 1 

16． 関係課長等と連携し，保健師の業務範囲等を踏まえ保健師必要数について人事部門を含め組織

内で提案できる 

4 - 3 - 2 - 1 

17． 保健医療福祉計画に基づいた事業計画を立案できる 4 - 3 - 2 - 1 

18． 立案した事業や予算の必要性について上司や予算担当者に説明できる 4 - 3 - 2 - 1 

19．地域の健康課題を解決するための自組織のビジョンを踏まえた施策を，各種保健医療福祉計画策

定時に提案できる 

4 - 3 - 2 - 1 

20．所属部署内外の関係者と共に事業評価を行い，事業の見直しや新規事業の計画を提案できる 4 - 3 - 2 - 1 

21．地域診断などにより，根拠に基づいた保健事業を計画できる 4 - 3 - 2 - 1 

22．施策立案時に，評価指標を適切に設定できる 4 - 3 - 2 - 1 

23．評価に基づき保健活動の効果を検証し，施策の見直しについて提案できる 4 - 3 - 2 - 1 

24．保健活動に係る情報管理上の不足の事態が発生した際に，所属部署内でリーダーシップをとるこ

とができる 

4 - 3 - 2 - 1 

25．保健活動の情報管理に係る規則の遵守状況を評価し，マニュアル等の見直しを提案できる 4 - 3 - 2 - 1 

26．根拠に基づき，質の高い保健事業を提案し，その効果を検証できる 4 - 3 - 2 - 1 

27． 保健師の研修事業を企画し，実施・評価できる 4 - 3 - 2 - 1 

28．組織の人材育成方針に沿った，保健師の人材育成計画を作成できる 4 - 3 - 2 - 1 
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表 4 評価指標（案） 提示用のため，「目標値」「評価体制」「評価結果」については記載欄を省略 

 

 

枠組み 評価項目 評価指標 評価手段 評価時期 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・事業担当（企画担当）者の配置，数は適切か 担当者数，従事時間数 実施後反省会 研修終了 2̃3 週間後 

・事業に関する予算確保状況 必要経費内 実施後反省会 研修終了 2̃3 週間後 

・研修に必要な設備，環境 開催地場所への意見，資料 実施後反省会 研修終了 2̃4 週間後 

・既存の実施研修における位置づけ 受講自治体割合，受講者属性 実施後反省会 研修終了 2̃5 週間後 

プ
ロ
セ
ス 

・開催時期は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-1   

・開始・終了時間は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-2   

・開催回数（日数）は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-3   

・開催地・場所は適切か 現状満足度 研修後アンケート（ア）-4   

・設定した研修目的に合った内容か 到達度 研修後アンケート（2 頁）   

・県内市町村の実態またはニーズにあった目標か 満足度，役立ち度 研修後アンケート（2 頁）   

・講師の選定及び依頼内容は妥当か 到達度，満足度 研修後アンケート（3 頁）   

・演習内容は妥当か 到達度，満足度 研修後アンケート（3 頁）   

・演習と講義時間のバランスはどうか 到達度，満足度，時間配分 研修後アンケート（ウ）-1   

・遠隔講義は有効か，必要か 取り組み状況，理解度 研修後アンケート（イ）   

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・参加者は設定対象者となっていたか 受講対象者職位 受講申込書   

・想定していた参加者数であったか   受講者名簿   

・欠席者（または不参加）の理由を把握したか   実施後反省会   

・参加者の参加態度はどうか グループワークへの積極度 実施後反省会   

・参加者の研修に対する評価はどうか 満足度，役立ち度，必要性 研修後アンケート（2，3頁）   

・参加者は設定した能力の獲得ができたか 到達度の変化（率） 研修前後アンケート到達度   

ア
ウ
ト
カ
ム 

・知識・技術のレベルの達成状況の上昇 到達度（4 段階） 研修前後アンケート（２頁）   

・各講義の理解度 理解度（5 段階） 研修後アンケート（3 頁）   

・キャリアラダーの設定到達度の上昇 到達度の変化（率） 研修前後アンケート（4頁）   
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平成29年度 厚生労働科学研究費補助金 健康安全・危機管理対策総合研究事業 

「管理的立場にある市町村の保健師の人材育成に関する研究」 

分担研究報告書 

 

分担研究課題「ファシリテーター用手引きの開発」 

 

研究分担者 堀井 聡子（国立保健医療科学院 生涯健康研究部 主任研究官） 

     

研究要旨 

本研究では、都道府県が市町村の管理的立場にある保健師に対して「根拠に基づく研修カリ

キュラム」を用いた研修を運営する際に、ファシリテーター役割を担う都道府県職員に必要と

なる知識等をまとめた「ファシリテーター用手引き」を開発することを最終目的としている。

今年度は手引き開発に必要な基礎的情報を収集することを目的に、ファシリテーションに関

する文献レビュー、モデル自治体等でのヒアリング、参与観察を行った。その結果、ファシリ

テーター用手引きは、研究班が作成する「根拠に基づく研修カリキュラム」の内容を踏まえ、

演習のプロセス管理(時間配分等)、ゴール設定（ねらい）、ねらいを達成するための支援技術

（質問法など）を含めることが必要と考えられた。加えて、ファシリテーションの基礎的知識

を統合する必要性が示唆された。ただし、以上の内容は、カリキュラムの内容に依存するた

め、「根拠に基づくカリキュラム」が開発された後に、手引きを作成すること、また、来年度、

同手引きをモデル県等で試用した結果をもとに、さらに精緻化していくことが必要になると

考えられる。 

Ａ．研究目的 

本研究では、都道府県が市町村の管理的

立場にある保健師に対して「根拠に基づく

研修カリキュラム」を用いた研修を運営す

る際に、ファシリテーター役割を担う都道

府県職員に必要となる知識等をまとめた

「ファシリテーター用手引き」を開発する

ことを最終目的としている。今年度は手引

き開発に必要な基礎的情報を収集すること

を目的とした。 

 

Ｂ．方法 

１．研究方法 

以下の２つの方法を用いた。 

方法１：ファシリテーションに関する文

献をレビューすることによりファシリテー

ションに関する基本的概念等を整理した。 

方法２：モデル自治体２か所および全国

４か所で実施された市町村管理者研修にお

いて、「実証研究（試行研修）の企画・運営・

評価」を担当する研究分担者が作成したフ

ァシリテーターズガイドの試案を用いて、

ファシリテーター役割を担った都道府県等

の職員に対し、ファシリテーションに関す

る経験・知識、ファシリテーター用手引きに

対するニーズ（試案の有用性、改善点等）に

関するヒアリングおよび参与観察を行った。 

 

 2．倫理的配慮 

本研究は計画書の段階で、国立保健医療

科学院倫理委員会の承認を得て実施した

（承認番号 NIPH-IBRA＃12167）。 
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Ｃ．結果 

１．ファシリテーションの基本的な概念 

 ファシリテーションに関する基本的な概

念を整理するため、論文だけでなく、一般に

入手可能な図書などをレビューした。その

結果を、ファシリテーションおよびファシ

リテーターの概念、ファシリテーションの

類型、ファシリテーター求められる役割に

整理した。 

 
１）ファシリテーションとファシリテータ

ー 

 「ファシリテーション（facilitation）」は、

もともと「（事を）容易にする」、「促進する」

などを意味する単語から発生した用語であ

る。つまりファシリテーションとは、会議に

限らず、研修やワークショップ、プロジェク

トなど、あらゆる活動の場で、そこに関わる

一人一人が、自分自身で考え、学び、気づき、

創造することを促したり、容易にしたりす

ることを意味する 1。 

また、その役割を担う人はファシリテー

ターと呼ばれる。ファシリテーターは、会議

等の目的や論点を整理したり、議論の進め

方を支援したり、あるいは、参加者の思考や

関係性、感情を調整したりすることにより、

会議等のアウトプットを短時間で最大にす

ることを可能にする存在である 2。このため、

ファシリテーターは、会議等で扱う問題の

「内容」そのものには関与せず、中立的な立

場で会議等の「プロセス」を支援する。 

 
２）ファシリテーションの類型(表 1) 

 ファシリテーションの分類には、会議、チ

ーム、組織など、ファシリテーションを行う

対象や状況による分類や 3、応用分野による

分類などがある。ファシリテーションに関

する多くの書を執筆している堀は、ファシ

リテーションをその応用分野により以下の

4タイプに分類している 2,4（表 1）。 

1つ目は「教育学習型」である。このタイ

プは、体験学習、生涯教育、キャリア開発な

どで用いられるファシリテーションであり、

最近では、アクティブラーニング等として、

学校教育で用いられるケースが増加してい

る。「教育学習型」のワークショップでは、

参加者が、自身の体験を振り返ったり（リフ

レクション）、参加者同士の相互作用の中で

気づきや学びを深めたりすることで、教訓

を引き出しながら、問題解決能力を強化す

る、コルブの経験学習モデル 5 をベースと

したアプローチを採用することが多い。 

2つ目は「問題解決型」である。主に企業

組織の問題解決に向けた会議進行やプロジ

ェクト推進、組織改革、ビジョンづくりなど

に用いられる。また、近年は、医療、福祉、

教育等、多様な専門家が集まって問題解決

を行う多職種連携の推進にも用いられてい

る。このタイプでは、社会環境の変化の速さ

に対応するため、短時間に合理的な結論を

出すことがファシリテーションの目的とな

る。 

3つ目は「合意形成型」である。これは、

まちづくりなど、多様な立場の関係者が関

与する社会の問題の合意形成に用いられる

ものである。このタイプでは、いわゆる正解

がない課題を扱うことが多い。このため、フ

ァシリテーションでは、多様な関係者間の

関係性の変容やチームビルディングなどを

促進し、多様な利害関係者の合意形成のプ

ロセスを支援したり、関係者の協働を促進

したりすることを目指す。 

4つ目は、上記 3タイプを組み合わせて、

人、組織、社会の変革を目指す「変革型」と

呼ばれるものである。このタイプのファシ

リテーションでは、複雑な問題を解決する
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ために、企業や NPO、住民など多様な利害

関係者を集めた集合型対話（マルチステー

クホルダーダイアログ）などを通じて、地域

の未来像やそれに至るシナリオを作ること

を支援する。変革型のファシリテーション

は、マネジメントの在り方に革新をもたら

したといわれる P.センゲの「学習する組織」
6の考え方がベースになっている。変革型の

ワークショップでは、ホールシステム・アプ

ローチ 7 や、フューチャーセッションと呼

ばれるセッションが用いられ 8、フューチャ

ーセッションは「認知症にやさしいまちづ

くり」などにも応用されている 8。 

このように、ファシリテーションは様々

な場面で用いられており、分野や扱うテー

マによって、ファシリテーションの目的や

手法、そしてファシリテーターの介入は変

わる。 

 

３）ファシリテーターに必要な能力(表 2) 

ファシリテーターに必要な能力は、ファ

シリテーションの目的により異なるが、堀

は以下の 4点に集約して説明している 4。 

1 つ目は、「場のデザイン」能力である。

これは、ワークショップ等の目的、進め方、

招集するメンバーなどを設定する能力であ

る。なんのために会議やワークショップを

行うのか、今日の会議では何をどこまで決

定するのか、そのためには、誰を呼び、どの

ような話し合いの方法を用いたらよいのか

を設計する能力である。目的設定やそれに

合わせた進め方を検討するためには、論点

（イシュー）を設定する能力も重要になる。

有効な解決策を生み出すことができるかど

うかは、なにが真の問題なのか、正しい論点

は何かを見極められるかどうかが大きく影

響される 2。会議等の目的に合わせた進め方

を設定するためには、ワールドカフェ、オー

プンスペーステクノロジー（OST）など 7、

ファシリテーションに関する多様な手法や

ツールを理解しておくことも有用である。

そして、解決策は、会議の参加者が討議の中

から創造されるため、ワークショップに召

集するメンバーを誰にするのか、どの分野

のどのようなレベルの人に集まってもらう

かを設定する能力もファシリテーターに不

可欠な能力となる 9。 

2つ目は、「対人関係」の能力である。こ

れは、ワークショップの参加者やプロジェ

クトのチームメンバーの相互理解を深めた

り、関係性の変容を促したりする能力であ

る。傾聴力や質問力、表情や沈黙などの非言

語メッセージを汲み取る力など、コミュニ

ケーションに関するスキルはその一部にあ

たる。ファシリテーションでは、参加者が安

心して、討議に参加し、自身の意見を述べら

れるようにするため、中立的な立場で場を

ファシリテートすることが求められる。ア

イスブレークなどの多様な手法を駆使して

ワークショップを盛り上げることが得意で

目的 主な応用分野 ファシリテーターの主な役割

教育学習型
集団での教育や学習の支
援

学校教育、企業教育、生
涯学習

学びや気づきを深めるための振り返
りの支援

問題解決型
ビジネス分野などにおける
問題解決

会議進行、プロジェクト推
進、組織改革

短時間で合理的な結論を生み出すた
めの支援

合意形成型
コミュニティ等がかかえる
問題に関する合意形成

コミュニティデザイン、まち
づくり

参加と納得感が得られる質の高い合
意形成の支援

変革型 人、組織、社会の変革
企業・コミュニティの変革、
まちづくり、紛争解決

自分たちの未来像やそこに至るシナ
リオづくりの支援

表 1：ファシリテーションの類型（文献 2をもとに筆者作成） 
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あっても、対人関係能力が低ければ、ファシ

リテーターとして期待されるアウトプット

の生成を支援することはできない。対人関

係の能力は、EQ（Emotional Quotient、

Emotional Intelligence）10 と呼ばれる、

人々の感情や関係性に働きかける能力に相

当するものである。 

3点目は、「構造化」の能力である。これ

は、議論の全体像や論点を整理し、まとめる

ためのロジカルシンキングをベースとした

能力のことである。この能力は、短時間で合

理的に解決策を導く「問題解決型」のファシ

リテーションにおいて特に重要になる。具

体的には、MECEなどのフレームワーク 11

を状況や目的に合わせて活用しながら、要

約したり図式化したりする「論理的コミュ

ニケーション」12、「ファシリテーション・

グラフィック」13 などの技術を展開するこ

とになる。 

4点目は、「合意形成」の能力である。合

意形成とは、必ずしも、参加者全員の意見が

100％一致すること目指すことではない。し

かし、参加者の意見が反映されたような納

得感が得られるよう、議論の過程で生じた

対立や葛藤を、同意に向けてまとめる能力

が求められる。ファシリテーターには、コン

フリクトマネジメントなどの技術を用いて、

質の高い合意形成を支援する能力が求めら

れる。 

これらの能力を組みあわせ、議論を発展

させたり、収束させたりすることで、集団や

組織の問題解決や合意形成を促していくこ

とが、ファシリテーターに求められる役割

となる。 

 
 
 
 
 

 

場のデ

ザイン 

ワークショップ等の目的、目

標、進め方、参加者、進め方に

関するルールを設計する能力 

対人関

係 

傾聴、質問、復唱、非言語メッ

セージの理解などのコミュニ

ケーションスキルと対人関係

能力（EQ) 

構造化 ロジカルシンキングをベース

とした、要約や図解による議論

や論点を整理する能力 

合意形

成 

様々な合意のパターンを踏ま

え、コンフリクトマネジメント

を駆使して、質の高い合意形成

を支援する能力 

（表 2 ファシリテーターに求められる能力 

文献 4をもとに筆者作成） 

 
２．ファシリテーター用手引きに関するニ

ーズ等 

以下は、モデル県 2県と、全国 4会場で

実施した市町村管理者保健師研修における、

ファシリテーターを担った職員へのヒアリ

ング等の結果である。 

 

１）モデル県（A） 

（１）ファシリテーションに関する知識・

経験等 

 ファシリテーター役の職員のうち、

今回が初めてのファシリテーション

である方がほとんどであった 

 ファシリテーションについては、こ

れまで学ぶ機会がなかった。 

 

（２）手引きに関する意見 

 （以前にファシテーションを実施し

たことがある職員は）参考図書など

を使って自己学習したが、ファシリ
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テーションの目的によって、介入が

異なるので、既存の参考図書が必ず

しも参考になるとはいえない 

 プロセス管理（進行、時間配分）につ

いての目安が必要（時間配分が妥当

でない場合、議論ではなく雑談にな

ることもある） 

 最終的にどのような形にまとめたら

いいのかわからない。ゴールを明示

してほしい 

 ファシリテーションというより、グ

ループワークの進め方自体に困った 

 教材の構成が議論に影響するので、

教材の改善をした方がよい 

 
２）モデル県（B） 

（１）ファシリテーションに関する知

識・技術等 

 全員、事例検討等でファシリテーシ

ョンの経験あり。中堅期などを対象

とした研修では、事前にファシリテ

ーション（事例検討会の運営方法）に

ついて学習する機会をもった 

 

（２）手引きに関する意見 

 事前説明の時間は必要である。今回

と同様 20分程度でよい。ビジョンな

どに関する知識は、講義を聴講する

ことで、理解ができた 

 中堅期研修などで実施する地域ケア

システムの習得状況など、研修生の

レディネスが演習に影響すると思わ

れるがどうしたらよいかわからない 

 ガイドがあってよかった点は、時間

管理（プロセスの見える化）、困った

ときの質問例など。 

 今回はオブザーバーに記録係を依頼

できたため、メンバー、ファシリテー

ターが内容に集中できてよかった。

今後も、記録係を別途いれられれば

なおよい。司会もメモをとっていた

ので、それが議論をまとめるうえで

役立った。 

 ファシリテーター経験は、自身の振

り返りや、市町村の課題を理解する

上でも役にたつので、県職をファシ

リテーターに入れることは重要。初

年度は、オブザーバーとして、2年目

からファシリテーターとして参加で

きればなおよい。 

 
 

Ｄ．考察 

  文献レビューの結果、ファシリテーショ

ンとファシリテーターの概念、ファシリテ

ーションの類型、ファシリテーターに必要

な能力について整理できた。このうち、概念

はファシリテーションに共通の概念である

が、ファシリテーターの類型と能力につい

ては、ファシリテーションの目的等で変わ

ってくる。本研究で開発するファシリテー

ター用の手引きは、教育学習型のファシリ

テーターを志向した手引きになると考えら

れ、それに必要な能力を手引きの中に含め

ることが必要と考えられる。 

ヒアリングの結果では、都道府県職員等

のファシリテーションに関する知識・技術

等と手引き(試案)に対する意見が聴取出来

た。ファシリテーションに関する知識技術

については、都道府県によっては、職員が基

本的なファシリテーションに関する技術･

知識を習得する機会がない都道府県が存在

すること、機会がある都道府県でも、管理期

職員が、新任期、中堅期研修においてファシ



112 
 

リテーターを担う際に、自己学習等により、

ファシリテーター技術を習得している実態

が明らかになった。こうした状況は、全国的

な傾向と考えられ、したがって、ファシリテ

ーター用手引きには、ファシリテーション

の基礎的知識を統合する必要性が示唆され

た。また、必要に応じて、ファシリテーショ

ンに関する技術や知識を習得する場（研修

等）を設けることを、ガイドの中で提言する

ことも検討する必要があると考えられた。

ただし、保健師を対象とした研修プログラ

ムの場合、一般的なファシリテーション研

修ではなく、公衆衛生看護管理(事例管理、

人材管理など)の観点を統合した内容が必

要と考えられる。 

手引きに関する意見については、今年度

は、「実証研究（試行研修）の企画・運営・

評価」を担当する研究分担者が作成した手

引きの試案を用いて、研修を実施したが、モ

デル県、市町村管理者研修において、カリキ

ュラムに含まれている演習そのもののねら

いが不明確のため、ファシリテーションに

おける、着地点がわかりにくいといった意

見があった。つまり、ファシリテーター用手

引きの内容は、カリキュラムに依存するこ

とから、ファシリテーター用手引きは、「根

拠に基づく研修カリキュラム」が完成しな

ければ、作成が困難であると考えられた。 

以上、文献レビュー及びヒアリング等の

結果から、以下の内容をファシリテーター

ガイドに含めることが望ましいと考えられ

る。しかしながら、手引きの内容、とくに、

下記(3)～(5)の項目は、カリキュラムの内容

に依存するため、「根拠に基づくカリキュラ

ム」が開発された後に、手引きを作成するこ

と、また、来年度、同手引きをモデル県等で

試用した結果をもとに、さらに精緻化して

いくことが必要になると考えられる。 

 

ファシリテーターガイドの骨子(案)  

(1) ファシリテーターの役割 

(ア) 一般的なファシリテーターの役割 

(イ) 本プログラムにおけるファシリテ

ーターの役割とメンバーの役割 

 
(2) ファシリテーションに必要なスキル 

(ア) 場のデザイン 

(イ) 構造化 

(ウ) 対人関係力 

(エ) 合意形成 

 
(3) ゴール設定 

(ア) ワークの目的（ねらい）の設定方法 

(イ) 目的を達成するうえで、ファシリ

テーター自身が有すべき知識（公

衆衛生看護管理の概念、ビジョン

の定義と立て方など） 

 

(4) プロセス管理 

(ア) 各ワークの時間配分 

(イ) 各ワークのねらい 

 

(5) ワークの目的（ねらい）を達成するため

の支援（働きかけ、介入）方法 

(ア) 時間配分に応じた支援方法 

 議論を発散(展開)させるため

の発問法、収束のための発問

法、アクティブリスニング、傾

聴 

 アイスブレイク→議論展開→

収束のための質問例 

(イ) エピソードの概念化（構造化）のた

めの技法 

 フレームワークとまとめ方の

技法 

 本プログラムにおける構造化

された表現の例示 
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Ｅ．結論 

本研究では、都道府県が市町村の管理的

立場にある保健師に対して「根拠に基づく

研修カリキュラム」を用いた研修を運営す

る際に用いる「ファシリテーター用手引き」

開発に必要な基礎的情報を収集することを

目的に、ファシリテーションに関する文献

レビュー、モデル自治体等でのヒアリング、

参与観察を行った。その結果、ファシリテー

ター用手引きは、「根拠に基づくカリキュラ

ム」の内容を踏まえ、演習のプロセス管理

(時間配分等)、ゴール設定（ねらい）、ねら

いを達成するための支援技術（質問法など）

を含めることが必要と考えらえた。加えて、

ファシリテーションの基礎的知識を統合す

る必要性が示唆された。ただし、以上の内容

は、カリキュラムの内容に依存するため、

「根拠に基づくカリキュラム」が開発され

た後に、手引きを作成すること、また、来年

度、同手引きをモデル県等で試用した結果

をもとに、さらに精緻化していくことが必

要になると考えられる。 
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平成 29年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
「管理的立場にある市町村の保健師の人材育成に関する研究」 

 

分担研究報告書 
 

分担研究課題：モデルカリキュラムとプログラムの妥当性の評価 

～モデル県での企画運営者の視点から～ 

 

研究分担者：成 木  弘 子（国立保健医療科学院） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

研究要旨 

【目的】市町村保健師管理者研修のモデル県での企画運営者、研修終了後に個別イン
タビュー等を実施し、モデル県での企画運営者の視点からモデルカリキュラムとプログ
ラムの妥当性の評価を実施し、ガイドライン（試作）の作成資料とすることとした。 
【方法】方法は、国内のすべての看護系大学ならびに保健師教育機関 265 施設の公衆
衛生看護学または地域看護学の教育を担当する責任者に質問紙調査を行い、さらに、4
都道府県庁の保健師の人材育成担当者に面接調査を行った。調査は所属機関の倫理審査
委員会の承認を得て実施した。 

【結果】モデルプログラム実施の上で必要な主な社会資源は、看護系大学等教育機関

等であった。モデルプログラムが想定している層を対象とすることで研修効果が得られ

た。「遠隔学習」に関しては、教材やシステムを各都道府県で開発することは難しい状況

であった。講義や演習のコーディネートに関しては、人材の確保に工夫が必要な部分が

あった。この研修を実施する場合は、階層別研修への取り入れ等の工夫が必要だとの発

言が見られた。また、モデルプログラムの内容に対する２日間の設定は適切であり、講

義と演習のバランスも適切であると考えられた。演習Ⅰと演習Ⅱの内容と時間配分を修

正する必要、“ビジョン”の取り扱等に関する意見が出されていた。ファシリテーターへ

の教育としてファシリテーターの役割を理解する資料と時間が求められていた。研修評

価計画の策定が明確ではなかったので、評価指標、評価時期、達成目標等を含めた評価

計画を明確にするシートを開発する必要があった。 

【総括】 

今後、市町村保健師管理者能力育成研修ガイドライン（試作）を開発する為には、①

モデルプログラムが設定している対象に基づいて受講生を選定する、②研修案内から開

催までに期間を十分に確保し、周知徹底を図ることで参加しやすさを高める、③講義や

演習のコーディネーターで不足している人材を確保する、④ファシリテーターへの役割

等基礎知識の資料や説明の機会を増やし理解を深める、⑤演習Ⅰと演習Ⅱの内容と時間

配分を再度検討するとともに演習課題様式なども改善する、⑥評価計画を策定し評価し

やすい体制を整える必要が示唆された。 
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Ａ．目的 

 本分担研究は、モデル県での企画運営者、研

修終了後に個別インタビューを実施し、モデル

県での企画運営者の視点からモデルカリキュラ

ムとプログラムの妥当性の評価を実施し、ガイ

ドライン（試作）の作成資料とすることを目的

とする。 

 

Ｂ.研究方法 

１）対象：モデル県の企画運営担当者 

２）方法：モデルA県とモデルB県における

市町村管理者能力育成研修の終了後に、各県の

本研修事業を企画運営した者に対して、「スト

ラクチャー評価」「プロセス評価」「アウトプッ

ト評価」「アウトカム評価」を実施し、これら

の評価に関する「ストラクチャー評価」「プロ

セス評価」「アウトプット評価」「アウトカム評

価」ファシリテーターの手引きの使い勝手に関

する個別インタビューを実施、その結果を質的

に分析する。また、打ち合わせや研修の場面に

参加し観察し、その内容を分析の参考に用い

た。 

インタビューは対象者の許可を得た上で録音

し、逐語禄を作成した。逐語録の記述から研修

の評価に関する内容をピックアップし整理し

た。また、研修場面に参加し、各企画運営者の

活動状況を把握し、分析の助けとした。 

（倫理面への配慮） 

国立保健医療科学院倫理委員会の承認を得て

実施（承認番号NIPH-IBRA＃12167）し、研究

依頼調査実施については依頼文書にて説明の

上、同意書にて同意を得た。 

 

Ｃ.研究結果 
 １）調査月日 

（１）個別インタビュー実施：平成28年11月

30日・12月13日 

（２）研修場面等への参加打ち合わせ及び反省

会への参加 

①研修実施日、平成28年10月19日・20

日、11月13日・28日 

②インタビュー実施日：平成29年11月およ

び12月13日 

２）調査対象者：県企画運営担当者（７名） 

３）調査時間：合計4時間５７分 

４）研修の質的評価 

（表１：研修に関する評価のインタビュー

ガイド参照） 

５）インタビュー及び参加観察結果 

 

（１）ストラクチャー評価 

 モデルプログラム実施の上で必要な主な社会

資源は、①看護系大学等教育機関、②市町村の

事務管理職、③好事例を提供できる市町村であ

った。受講対象をモデルプログラムが想定して

いる次期管理者（係長級以上）～管理者（統括

保健師を除く）と同様にした県と、主査級～統

括保健師まで幅広く受け入れた場合があった。

後者は後者に比較して研修前後の変化が少なめ

であった。 

モデル県での実施上で、業者の支援が必要だ

ったのは「遠隔学習のシステムの提供」のみで

あった。行政のセキュリティの関係上、行政が

実施することは困難である。それ以上は現場で

の通常の研修の運営に返って負担を生じている

ので、現行の研修担当での対応が可能だと考え

られる。ただ、講師への謝金及び交通費に関し

ては、現行の予算内での捻出は困難であった。  

モデル県での本研修担当は、３－４名であ

り、各々の県の研修担当者での対応が可能であ

った。科学院が担当した講義や演習のコーディ

ネートに関しては、同様な役割を果たせる人材

の確保が難しいとの声が多く見られた。 

モデルプログラムの実施は、現行の研修とは

別枠で実施しており、実際に県単位で実施する

場合は、階層別研修との棲み分け、あるいは階

層別研修への取り入れ等の工夫が必要だとの発

言が見られた。 
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（２）プロセス評価 

到達目標および、研修内容の設定に関して

は適切だとの意見であった。講義とグループワ

ークの組み合わせは、適切な配分量であった。 

プログラムに関して「日数」では、続けて２

日間が原則であったが、間隔を空けた場合もあ

った。３週間以上間隔が空くと一回目の内容を

忘れてしまう可能性があるとの声があった。各

講義に関しては好評であった。「演習Ⅰ」ビジ

ョンの位置づけや理解が難しかったとの意見が

多かった。演習１は演習Ⅱに比較し内容が多い

と感じていた。「演習Ⅰ・Ⅱを通して」研修の

目的→講義→演習のつながりが分かりにくい部

分があったとの意見がある。「遠隔教育」は質

も時間数も満足する内容であるが、各自治体が

単独で準備は難しいとのことであった。 

各モデル県では、GWでのファシリテーター

の起用を進めており、ファシリテーターそのも

のへの理解は概ね良好とのことであった。今回

は、市町村の対象を鑑み、県保健所の課長級を

選定したとのことであったが、今後は保健所の

係長級にも担当させていきたいとの意向もださ

れていた。各モデル県とも研修でのファシリテ

ーターの役割を重要視しており実践の中で、理

解を深めているようだ。今回のファシリテータ

ーの中に若干役割の理解が不足している者も見

られた。「ファシリテーターの手引き」への企

画運営者からの意見は概ね良好であった。企画

運営者は、ＧＷのファシリテーターを担当して

いなかったので「ファシリテーター」への手引

きの活用状況の把握が十分ではないとの発言も

あった。 

研修評価計画に関しては、両モデル県とも必

要性の認識が十分ではなかった。また、県の保

健師に対しても本研修の内容を提供したいとの

意見が多く出された。 

 

（３）アウトプット評価 

次期管理者（係長クラス）約30名の参加を

想定した場合は、係長クラスが参加者の約７割

を占め、参加者数も25名（達成度83%）と良

好であった。対象者の広く設定した場合は、昨

年度が２８名、今年度１８名（達成度64%）、

係長級50%、現在統括保健師である者も含まれ

ていた。 

参加者の講義や演習への参加態度について

は、講義はメモをとったりうなずいたりと熱心

に受講していたとのことであった。演習Ⅱに関

しては苦労話などで時間つかっている場合もあ

った。参加者からの評価は、アンケート調査の

結果から把握する予定であった。また、ファシ

リテーターからは、研修に関しては満足であっ

たとの声が聞かれていた。 

 

 ４）アウトカム評価 

別途、アンケート調査の結果で判断する予定

としていた。 

 
Ｄ．考察 
ガイドライン（試案）作成の観点から以下に

考察を述べる。 

 １）ストラクチャー評価を高める上での 
課題 

研修の目標は適切であるが、事業そのものの

目的と研修の目的の間に位置する今年度の事業

の一般目的（ＧＩＯ）の設定をすることで、モ

デル研修の目指す事柄がより明確なると考え

る。目的（ＧＩＯ）は、「自身が管理的立場で

ある組織の活動を、根拠に基づいて推進する為

のマネジメントの資質の向上できる」と考え

る。 

研修効果を確保する為にも対象者は、モデル

研修の対象とする必要がある。大学の教員との

関係をより深め、国立保健医療科学院が担当し

ている講義や演習のコーディネーター等での協

力を得るだけでなく、研修の企画やデータ分析

等への協力を得ていく必要がある。遠隔研修に
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関しては、各都道府県が開発したり提供したり

することが困難な状況にあるので、全国への教

材として国が開発し提供していく必要があると

考える。市町村保健師管理者能力育成研修に関

して、この研修を単独で開催する努力は継続し

ていく共に、県保健師管理者と市町村保健師管

理者共通の階層別研修の一環として位置づける

など実施体制や方法も検討していく必要がある

と考える。 

 

２）プロセス評価を高める上での課題 

モデルプログラムの内容に対する２日間の設

定は適切であり、講義と演習のバランスも適切

であると考えられた。演習Ⅰにおける“ビジョ

ン”の取り扱いや位置づけなどは再検討が必要

である。“ビジョン”に関する内容を演習Ⅱに

移動することで、演習Ⅰと演習Ⅱの内容量のバ

ランスを改善し、“ビジョン”の扱いに関して

は、各自治体のガイド欄あるいは手引きから転

記する形に変更し、それが難しい場合は、都道

府県のものを転記する方法も検討する。なるべ

く２日間連続での研修開催が望ましいが、やむ

を得ない場合は、セパレートでも研修ができる

プログラムの開発も必要ではないかと考える。

また、演習ⅠおよびⅡの内容を変更する場合

は、演習様式の改善も実施する必要がある。 

ファシリテーターの手引きに関しては、概ね

評価が良好であった。しかし、ファシリテータ

ーの役割自体への理解を整理して演習に臨む必

要があるので、ファシリテーターの役割や注意

事項を記載した「ファシリテーター心得」のよ

うな資料を作成し、説明をする時間を確保して

説明を行う必要がある。また、企画運営者がフ

ァシリテーターとして参加していない場合で

も、ファシリテーター関係の資料に関しては十

分に把握しておけるようにチェックリストや評

価票などの準備が求められる。 

今回のモデル県での実施においては研修評価

計画の策定が明確ではなかったので、評価指

標、評価時期、達成目標等を含めた評価計画を

明確にするシートを開発する必要がある。 

３）アウトプット評価及びアウトカム評価を

高める上での課題 

両者の評価は、受講生からの評価票に基づい

て実施されているので、分担研究（横山、高

橋）を参照されたい。 

 

Ｅ.結論 

以下の事柄が示唆された。受講者に関して

は、モデルプログラムが設定している対象に基

づいて受講生を選定する必要がある。研修案内

から開催までに期間を十分に確保し、周知徹底

を図ることで参加しやすさを高める必要があ

る。講義や演習のコーディネーターの人材を確

保する必要がある。ファシリテーターへの役割

等基礎知識の資料や説明の機会を増やし理解を

深める必要がある。演習Ⅰと演習Ⅱの内容と時

間配分を再度検討する。それにもとなって演習

課題様式なども改善する。評価計画を策定し評

価しやすい体制を整える必要がある。 

 

 

Ｆ.健康危機管理情報 

なし 

 

Ｇ.研究発表 

  なし 

 

Ｈ.知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

  



119 
 

表１：研修に関する評価のインタビューガイド 
 
【ストラクチャー評価】 
１）人材育成上の課題の抽出は適切だったか？ 
２）人材育成に関係する資源の把握（関係組織，教育機関等） 
３）対象の明確化できたか？ 
４）研修運営事務等（予算，文書等）は適切だったか？ 
５）担当者の配置・数は適切か？ 
６）すでに実施している研修との位置づけは適切だったか？ 
５）その他 

 
【プロセス評価】 
１）到達目的及び到達目標，研修内容の設定（強化すべき能力他） 
   （１）目的は適切か（ニーズにあっていたか？） 
（２）目標は適切か？ 

     （３）強化すべき能力は適切か？ 
２）研修方法の選定，研修の展開 
 （１）講義やグループワーク等の組み合わせは適切だったか？ 
 （２）研修プログラムは適切だったか？ 
       ①開催時期、②日数、③会場、④講義、⑤講師、⑥演習、 

 ⑦遠隔教育  ⑧事前課題、 
（３）ファシリテーターの育成と配置は適切だったか？ 
     ①ファシリテーターの選定、②ファシリテーターの役割の理解 
     ③ファシリテーターに求められる能力、④ファシリテーターの手引き 
３）研修評価計画は適切だったか？ 
   （1)評価の考え方，時期，方法 
   （2)評価計画 

①ストラクチャー評価計画、②プロセス評価計画 
      ③アウトプット評価計画、 ④アウトカム評価計画 
４）その他 

 
【アウトプット評価】評価計画に沿った評価 
１）参加者の参加状態 
    (1)参加数、想定していた人数 
    (2)想定していたレベルの参加者か 
  ２）参加者の参加態度 
    （1）講義への参加態度 
     (2)演習への参加態度 
  ３）参加者からの評価→アンケート調査結果へ 
  ４）その他 
 
【アウトカム評価】 
 １）数量的評価参照（ラダー・知識等レベル・講義の理解度） 
２）結果の解釈 
５）その他 

 
【総合評価： 
次年度への改善課題と方法】 
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管理的立場にある市町村の保健師の人材育成に関する研究 
 

分担研究課題 
「モデル地区での研修効果の推定および全国への汎用性に関する研究」 

 
研究分担者高橋秀人 

 
国立保健医療科学院統括研究官 

 
研究要旨 

研修プログラム: 厚労省「市町村保健師管理者能力育成研修プログラム(H29年
度版)」を実施し, H29受講前アンケート調査, H29受講後アンケート調査, フォロ
ーアップ調査を用いて, 研修前後の能力点の差を検討した.研修生はA県25人, B県1
8人の計43人である.研修前からフォローアップ調査時までは25/28項目で有意に能
力点数の増加が認められた. 有意な変化のなかった3項目, Q3所属（課・係）の保健
事業に係る業務全般を理解し，その効果的な実施に対して責任をもつ, Q21地域診断な
どにより，根拠に基づいた保健事業を計画できる, Q23評価に基づき保健活動の効果を
検証し，施策の見直しについて提案できる, については, 来年度研修の改善を考える必
要がある. 

2地域で一様に改善した項目は研修前後3項目, 研修後からフォローアップ調査
時までの0項目,研修前からフォローアップ調査時までの14項目については,他地域
への汎用性が高い項目と考えられる. 

職種における各項目の点数や改善具合などは,はっきりしない点もあり,今後の
課題である. 

Ａ．研究背景 
わが国の地域の健康課題は複雑多様化して
いる. 行政保健師は少子超高齢社会による保
健医療介護サービスの需要の増加, 健康格差
の拡大,健康危機管理,災害対策などの健康課
題に対応するため, 施策の企画立案・実施・
評価, 関係機関との協働推進など、高度な専
門性の発揮が求められている. これに関し, 
国は「地域における保健師の保健活動に関す
る指針1(平成25年4月)」の中で, 保健師人材
育成の重要性を示している. 部長級以上の職
位の保健師の増加や,統括的立場の保健師の
設置が進められ,地域の健康課題への取り組
み推進の為に管理的立場の保健師の機能強化
を重要視している. これをうけて厚生労働省
は, 都道府県の役割として市町村保健師への
研修の企画実施や自治体保健師の体系的な人
材育成体制構築を示している2が, 市町村に
おいては都道府県と比べ人材育成体制の整備
が不十分であると考えられる. これは管理期
の研修受講割合が, 他期に比べ2割弱低く, 

またその要因として研修機会が不足している
こと,市町村の人材育成計画の策定状況や管
理者研修の受講状況を都道府県が十分に把握
していない現実が報告されている3,4. このよ
うに都道府県による市町村支援の実態把握に
基づく体系的な人材育成方法の確立や体制の
整備が不可欠である. そこで本研究の親研究
では,管理的立場にある市町村保健師の人材
育成の推進をめざし,「都道府県のための市
町村保健師管理者人材育成ガイドライン(仮
称)の開発を目的として研究を実施する.  

本分担研究では, 平成29年に実施したA県,
 B県における「研修前」「研修直後」および
「3か月後(フォローアップ調査)」による差
を検討し, 研修の効果を提示し, 全国に研修
を広げた場合の汎用性を検討することであ
る. 

 

Ｂ．研究方法,  
(1) モデル地区 A県とB県である 
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(2) 対象者「市町村保健師管理者能力育成
研修」参加者の中で, 本研究に同意し
たもの全員(B県18 人, A県25 人) 

(3) 研修プログラム: 厚労省「市町村保健
師管理者能力育成研修プログラム(H29
年度版)」 

(4) 質問紙調査票 

H29受講前アンケート調査 

H29受講後アンケート調査 
フォローアップ調査 

(5) 共通で用いた28項目について3時点
間比較を行う.各項目4水準(1,2,3,4) 

 
(6) 質問項目は下記のとおりである. 
Q1 所属係内で，チームのリーダー
シップをとって保健活動を推進
する 

Q2 自組織を超えたプロジェクトで
主体的に発言できる 

Q3 所属（課・係）の保健事業に係
る業務全般を理解し，その効果
的な実施に対して責任をもつ 

Q4 所属（課，係）の保健事業全般
に関して，指導的な役割を担う 

Q5 自組織を超えた関係者との連
携・調整を行う 

Q6 組織の健康施策に係る事業全般
を理解し，その効果的な実施に
対して責任をもつ 

Q7 複雑な事例に対して，担当保健
師等にスーパーバイズすること
ができる 

Q8 地域の潜在的な健康課題を明確
にし，施策に応じた事業化がで
きる 

Q9 組織横断的な連携を図りなが
ら，複雑かつ緊急性の高い地域
の健康課題に対して迅速に対応
する 

Q10 健康課題解決のための施策を提
案する 

Q11 住民の健康課題等に基づく事業
化，施策化及び事業評価に基づ
く見直しができる 

Q12 保健医療福祉に係る国の動向や
組織の方針，施策の評価を踏ま
え，組織の政策ビジョンに係る

提言ができる 
Q13 所属内職員の能力・特性を把握
し，資質向上のための取組みを
企画，実施，評価できる 

Q14 所属（課，係）内の業務内容と
量を勘案し，人材配置について
上司に提案できる 

Q15 専門職の人材育成計画を策定す
るための関係者が協働し，検討
できる場を設置・運営できる 

Q16 関係課長等と連携し，保健師の
業務範囲等を踏まえ保健師必要
数について人事部門を含め組織
内で提案できる 

Q17 保健医療福祉計画に基づいた事
業計画を立案できる 

Q18 立案した事業や予算の必要性に
ついて上司や予算担当者に説明
できる 

Q19 地域の健康課題を解決するため
の自組織のビジョンを踏まえた
施策を，各種保健医療福祉計画
策定時に提案できる 

Q20 所属部署内外の関係者と共に事
業評価を行い，事業の見直しや
新規事業の計画を提案できる 

Q21 地域診断などにより，根拠に基
づいた保健事業を計画できる 

Q22 施策立案時に，評価指標を適切
に設定できる 

Q23 評価に基づき保健活動の効果を
検証し，施策の見直しについて
提案できる 

Q24 保健活動に係る情報管理上の不
足の事態が発生した際に，所属
部署内でリーダーシップをとる
ことができる 

Q25 保健活動の情報管理に係る規則
の遵守状況を評価し，マニュア
ル等の見直しを提案できる 

Q26 根拠に基づき，質の高い保健事
業を提案し，その効果を検証で
きる 

Q27 保健師の研修事業を企画し，実
施・評価できる 

Q28 組織の人材育成方針に沿った，
保健師の人材育成計画を作成で
きる 
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(7) 統計解析 
(7-1) 水準間の移動を, 1水準間の
移動ならば増加+1, 減少-1
とし,2,3水準間の移動は増
加減少応じてそれぞれ±2, 
±3と定義する. 各水準間の
平均移動傾向について点推
定および95%信頼区間を求め
る. 

(7-2) これを地域ごとにもとめ, 
地域差のなかった項目を検

出する. 
(7-3) 保健師活動領域調査(H29年
度版)5を用いて, ②の結果を
全国への汎用した場合の結
果を予測する. 

 

 

 

 

 

 

Ｃ．研究結果 
    表１ モデル県別職種別対象者 

 
 

   表２ 職種別能力点数 

人数 平均 SD 人数 平均 SD 人数 平均 SD

課長補佐 2 83 23 2 89 20 2 88.5 28

係長 10 79.1 15 10 83.9 11 10 87.1 14

主幹 3 69.7 14 3 74.3 13 3 75 6.6

主査 10 72.8 12 10 74.1 11 10 80.9 14

主査長 1 78 . 1 94 . 1 96 .

主任保健師 2 82 8.5 2 85.5 2.1 2 90.5 15

所長補佐 2 61.5 28 2 65.5 4.9 2 77.5 22

調整幹 1 77 . 1 86 . 1 89 .

副課長 1 86 . 1 95 . 1 97 .

副主幹 7 73.4 7.2 7 80 7.8 7 87.3 6.8

副主査 1 72 . 1 81 . 1 73 .

副所長 1 75 . 1 86 . 1 96 .

保健師長 1 57 . 1 70 . 1 56 .

予防係長 1 73 . 1 75 . 1 77 .

計 43 74.7 13 43 79.8 11 43 84 13

研修前 研修後 フォローアップ

 

職種 人数 平均 SD 人数 平均 SD 人数 平均 SD

課長補佐 1 28 1 35 . 2 31.5 4.9

係長 3 22.7 5 7 23 4.2 10 22.9 4.2

主幹 2 26.5 9.2 1 24 . 3 25.7 6.7

主査 6 17.3 3.8 4 24.3 4.3 10 20.1 5.2

主査長 0 . . 1 18 . 1 18 .

主任保健師 0 . . 2 26 4.2 2 26 4.2

所長補佐 2 23.5 7.8 0 . . 2 23.5 7.8

調整幹 1 28 . 0 . . 1 28 .

副課長 1 25 . 0 . . 1 25 .

副主幹 1 24 . 6 27.2 3.5 7 26.7 3.4

副主査 0 . . 1 29 . 1 29 .

副所長 1 25 . 0 . . 1 25 .

保健師長 0 . . 1 26 . 1 26 .

予防係長 0 . . 1 21 . 1 21 .

計 18 22.3 5.6 25 25 4.5 43 23.9 5.1

計

勤続年数

B　県 A　県

勤続年数 勤続年数
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(7-1)3時点間の点数差
  の95%信頼区間 

 

表３ 研修前後,  

フォローアップ調査 

による能力点数 

 

 

 

 
  

Q１

N Mean Std N Mean Std N Mean Std
B　県 18 3.0 0.84 18 3.2 0.7 18 3.4 0.5

A　県 25 3.2 0.65 25 3.4 0.5 25 3.4 0.5

計 43 3.1 0.73 43 3.3 0.6 43 3.4 0.5

Q2

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.5 0.79 18 2.7 0.6 18 3.0 0.6

A　県 25 2.9 0.64 25 3.1 0.5 25 3.2 0.7

計 43 2.7 0.73 43 2.9 0.6 43 3.1 0.6

Q3

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 3.1 0.76 18 3.2 0.8 18 3.2 0.7

A　県 25 3.2 0.65 25 3.1 0.6 25 3.3 0.6

計 43 3.2 0.69 43 3.1 0.7 43 3.3 0.6

Q4

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 3.1 0.87 18 3.1 0.8 18 3.3 0.7

A　県 25 3.1 0.70 25 3.1 0.7 25 3.3 0.7

計 43 3.1 0.77 43 3.1 0.70 43 3.3 0.7

Q5

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 3.1 0.42 18 2.9 0.5 18 3.4 0.6

A　県 25 3.2 0.50 25 3.1 0.5 25 3.3 0.6

計 43 3.1 0.47 43 3.0 0.5 43 3.3 0.6

Q6

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.6 0.70 17 2.8 0.6 18 3.1 0.6

A　県 25 2.7 0.69 25 3.0 0.4 25 3.2 0.6

計 43 2.6 0.69 42 2.9 0.5 43 3.2 0.6

Q7

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.8 0.86 18 3.1 0.7 18 3.3 0.6

A　県 25 3.0 0.58 25 3.0 0.5 25 3.4 0.6

計 43 2.9 0.70 43 3.1 0.6 43 3.3 0.6

Q8

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.4 0.70 18 2.4 0.5 18 2.9 0.6

A　県 25 2.6 0.64 25 2.7 0.7 25 2.8 0.5

計 43 2.5 0.67 43 2.6 0.6 43 2.8 0.6

Q9

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.5 0.62 18 2.7 0.6 18 2.9 0.7

A　県 25 2.6 0.71 25 2.8 0.50 25 2.9 0.6

計 43 2.5 0.67 43 2.7 0.5 43 2.9 0.6

Q10

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.8 0.55 18 2.8 0.6 18 3.0 0.6

A　県 25 2.7 0.63 25 3.0 0.6 25 2.9 0.6

計 43 2.7 0.59 43 2.9 0.6 43 3.0 0.6

Q11

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.4 0.51 18 2.7 0.7 18 2.9 0.5

A　県 24 2.8 0.66 25 3.0 0.5 25 3.0 0.7

計 42 2.6 0.62 43 2.8 0.6 43 3.0 0.60

Q12

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.1 0.73 18 2.5 0.6 18 2.8 0.5

A　県 25 2.6 0.65 25 2.8 0.6 25 2.9 0.6

計 43 2.4 0.72 43 2.7 0.6 43 2.9 0.6

Q13

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.5 0.79 18 2.7 0.6 18 3.1 0.7

A　県 25 2.6 0.57 25 3.0 0.4 25 3.0 0.6

計 43 2.6 0.66 43 2.9 0.5 43 3.0 0.7

Q14

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 3.2 0.86 18 3.1 0.80 18 3.4 0.70

A　県 25 2.9 0.76 25 3.2 0.58 25 3.2 0.60

計 43 3.0 0.80 43 3.1 0.68 43 3.3 0.6

Q15

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.2 0.88 18 2.4 0.8 18 2.8 0.9

A　県 25 2.4 0.87 25 2.7 0.5 25 2.6 0.6

計 43 2.3 0.87 43 2.6 0.6 43 2.7 0.7

Q16

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.3 0.67 18 2.4 0.9 17 2.5 0.9

A　県 25 2.0 0.84 25 2.6 0.7 25 2.6 0.9

計 43 2.1 0.78 43 2.5 0.80 42 2.6 0.9

Q17

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.5 0.71 18 2.7 0.8 18 2.9 0.8

A　県 25 2.8 0.76 25 3.0 0.6 25 3.0 0.8

計 43 2.7 0.75 43 2.9 0.7 43 3.0 0.8

Q18

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.8 0.62 18 3.1 0.8 18 3.3 0.8

A　県 25 3.2 0.65 25 3.2 0.6 25 3.3 0.7

計 43 3.0 0.65 43 3.1 0.7 43 3.3 0.70

Q19

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.1 0.76 18 2.6 0.6 18 2.8 0.6

A　県 25 2.8 0.82 25 3 0.6 25 2.9 0.7

計 43 2.5 0.86 43 2.8 0.6 43 2.9 0.7

Q20

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.5 0.79 18 2.7 0.7 18 3.1 0.7

A　県 25 2.6 0.70 25 2.9 0.5 25 3.1 0.8

計 43 2.6 0.73 43 2.8 0.6 43 3.1 0.7

Q21

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.7 0.67 18 2.8 0.7 18 2.9 0.7

A　県 25 3.0 0.71 25 3 0.7 25 3.0 0.7

計 43 2.9 0.70 43 2.9 0.7 43 3.0 0.7

Q22

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.4 0.70 18 2.6 0.6 18 2.8 0.7

A　県 25 2.7 0.61 25 2.7 0.6 25 2.8 0.5

計 43 2.6 0.66 43 2.6 0.6 43 2.8 0.6

Q23

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.6 0.70 18 2.7 0.6 18 2.9 0.7

A　県 25 2.8 0.69 25 2.8 0.6 25 2.8 0.80

計 43 2.7 0.70 43 2.7 0.6 43 2.9 0.7

Q24

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.6 0.70 18 2.7 0.7 18 3.0 0.8

A　県 25 2.6 0.70 25 3.1 0.5 25 3.0 0.7

計 43 2.6 0.69 43 2.9 0.6 43 3 0.7

Q25

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 17 2.6 0.71 18 2.6 0.70 18 2.8 0.7

A　県 25 2.7 0.69 25 3 0.5 25 3.1 0.70

計 42 2.6 0.69 43 2.8 0.6 43 3.0 0.7

Q26

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.2 0.62 18 2.5 0.6 18 2.7 0.7

A　県 25 2.5 0.65 25 2.7 0.5 25 2.9 0.8

計 43 2.3 0.65 43 2.6 0.6 43 2.8 0.8

Q27

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.2 0.55 18 2.4 0.6 18 2.9 0.6

A　県 25 2.6 0.58 25 2.8 0.50 25 2.8 0.8

計 43 2.4 0.59 43 2.7 0.6 43 2.9 0.7

Q28

N Mean Std N Mean Std N Mean Std

B　県 18 2.0 0.59 18 2.2 0.7 18 2.5 0.9

A　県 25 2.4 0.57 25 2.6 0.5 25 2.6 0.7

計 43 2.2 0.60 43 2.4 0.6 43 2.6 0.7

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)

研修前(B) 研修後(A) フォローアップ(F)
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表４ 研修前後,フォローアップ調査による能力点数 

 
 

Q１

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.55 18 0.22 0.43 18 0.44 0.62 -0.034 0.474 0.021 0.419 0.154 0.726  ＊ ＊
A　県 25 0.16 0.55 25 0.08 0.49 25 0.24 0.6 -0.056 0.376 -0.112 0.272 0.005 0.475   ＊
計 43 0.19 0.55 43 0.14 0.47 43 0.33 0.61 0.026 0.354 0.000 0.280 0.148 0.512 ＊  ＊
Q2

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.65 18 0.28 0.46 18 0.5 0.62 -0.080 0.520 0.067 0.493 0.214 0.786  ＊ ＊
A　県 25 0.16 0.62 25 0.16 0.55 25 0.32 0.69 -0.083 0.403 -0.056 0.376 0.050 0.590   ＊
計 43 0.19 0.63 43 0.21 0.51 43 0.4 0.66 0.002 0.378 0.058 0.362 0.203 0.597 ＊ ＊ ＊
Q3

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.06 0.42 18 0.06 0.54 18 0.11 0.47 -0.134 0.254 -0.189 0.309 -0.107 0.327    
A　県 25 -0.10 0.67 25 0.24 0.78 25 0.12 0.67 -0.363 0.163 -0.066 0.546 -0.143 0.383    
計 43 0.00 0.58 43 0.16 0.69 43 0.12 0.59 -0.173 0.173 -0.046 0.366 -0.056 0.296    
Q4

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.06 0.54 18 0.22 0.65 18 0.28 0.46 -0.189 0.309 -0.080 0.520 0.067 0.493   ＊
A　県 25 0.04 0.68 25 0.16 0.55 25 0.2 0.41 -0.227 0.307 -0.056 0.376 0.039 0.361   ＊
計 43 0.05 0.62 43 0.19 0.59 43 0.23 0.43 -0.135 0.235 0.014 0.366 0.101 0.359  ＊ ＊
Q5

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 -0.10 0.58 18 0.44 0.7 18 0.33 0.59 -0.368 0.168 0.117 0.763 0.057 0.603  ＊ ＊
A　県 25 -0.10 0.57 25 0.2 0.65 25 0.12 0.33 -0.323 0.123 -0.055 0.455 -0.009 0.249    
計 43 -0.10 0.57 43 0.3 0.67 43 0.21 0.47 -0.270 0.070 0.100 0.500 0.070 0.350  ＊ ＊
Q6

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 17 0.29 0.59 17 0.29 0.47 18 0.56 0.51 0.010 0.570 0.067 0.513 0.324 0.796 ＊ ＊ ＊
A　県 25 0.32 0.69 25 0.2 0.65 25 0.52 0.71 0.050 0.590 -0.055 0.455 0.242 0.798 ＊  ＊
計 42 0.31 0.64 42 0.24 0.58 43 0.53 0.63 0.116 0.504 0.065 0.415 0.342 0.718 ＊ ＊ ＊
Q7

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.28 0.46 18 0.17 0.62 18 0.44 0.62 0.067 0.493 -0.116 0.456 0.154 0.726 ＊  ＊
A　県 25 0.04 0.61 25 0.32 0.56 25 0.36 0.49 -0.199 0.279 0.100 0.540 0.168 0.552  ＊ ＊
計 43 0.14 0.56 43 0.26 0.58 43 0.4 0.54 -0.027 0.307 0.087 0.433 0.239 0.561  ＊ ＊
Q8

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.06 0.64 18 0.44 0.51 18 0.5 0.51 -0.236 0.356 0.204 0.676 0.264 0.736  ＊ ＊
A　県 25 0.04 0.73 25 0.08 0.76 25 0.12 0.67 -0.246 0.326 -0.218 0.378 -0.143 0.383    
計 43 0.05 0.69 43 0.23 0.68 43 0.28 0.63 -0.156 0.256 0.027 0.433 0.092 0.468  ＊ ＊
Q9

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.17 0.71 18 0.22 0.65 18 0.39 0.7 -0.158 0.498 -0.080 0.520 0.067 0.713   ＊
A　県 25 0.24 0.72 25 0.08 0.57 25 0.32 0.63 -0.042 0.522 -0.143 0.303 0.073 0.567   ＊
計 43 0.21 0.71 43 0.14 0.6 43 0.35 0.65 -0.002 0.422 -0.039 0.319 0.156 0.544   ＊

Q10

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.06 0.64 18 0.17 0.51 18 0.22 0.55 -0.236 0.356 -0.066 0.406 -0.034 0.474    
A　県 25 0.32 0.69 25 -0.1 0.7 25 0.24 0.6 0.050 0.590 -0.374 0.174 0.005 0.475 ＊  ＊
計 43 0.21 0.67 43 0.02 0.64 43 0.23 0.57 0.010 0.410 -0.171 0.211 0.060 0.400 ＊  ＊

Q11

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.65 18 0.28 0.46 18 0.5 0.51 -0.080 0.520 0.067 0.493 0.264 0.736  ＊ ＊
A　県 24 0.21 0.51 25 0.04 0.54 24 0.25 0.44 0.006 0.414 -0.172 0.252 0.074 0.426 ＊  ＊
計 42 0.21 0.56 43 0.14 0.52 42 0.36 0.48 0.041 0.379 -0.015 0.295 0.215 0.505 ＊  ＊

Q12

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.44 0.62 18 0.33 0.69 18 0.78 0.65 0.154 0.726 0.011 0.649 0.480 1.080 ＊ ＊ ＊
A　県 25 0.24 0.6 25 0.08 0.7 25 0.32 0.75 0.005 0.475 -0.194 0.354 0.026 0.614 ＊  ＊
計 43 0.33 0.61 43 0.19 0.7 43 0.51 0.74 0.148 0.512 -0.019 0.399 0.289 0.731 ＊  ＊

Q13

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.65 18 0.33 0.49 18 0.56 0.78 -0.080 0.520 0.104 0.556 0.200 0.920  ＊ ＊
A　県 25 0.4 0.58 25 -0.1 0.76 25 0.32 0.69 0.173 0.627 -0.398 0.198 0.050 0.590 ＊  ＊
計 43 0.33 0.61 43 0.09 0.68 43 0.42 0.73 0.148 0.512 -0.113 0.293 0.202 0.638 ＊  ＊

Q14

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 -0.1 0.68 18 0.33 0.84 18 0.22 0.65 -0.414 0.214 -0.058 0.718 -0.080 0.520    
A　県 25 0.28 0.68 25 0.04 0.61 25 0.32 0.75 0.013 0.547 -0.199 0.279 0.026 0.614 ＊  ＊
計 43 0.12 0.7 43 0.16 0.72 43 0.28 0.7 -0.089 0.329 -0.055 0.375 0.071 0.489   ＊

Q15

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.73 18 0.39 0.7 18 0.61 0.7 -0.117 0.557 0.067 0.713 0.287 0.933  ＊ ＊
A　県 25 0.28 0.84 25 0 0.73 25 0.24 0.78 -0.049 0.609 -0.286 0.286 -0.066 0.546    
計 43 0.26 0.79 43 0.14 0.74 43 0.4 0.76 0.024 0.496 -0.081 0.361 0.173 0.627 ＊  ＊

Q16

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.17 0.86 17 0.12 0.78 17 0.29 0.59 -0.227 0.567 -0.251 0.491 0.010 0.570   ＊
A　県 25 0.6 0.82 25 0.08 0.81 25 0.68 0.85 0.279 0.921 -0.238 0.398 0.347 1.013 ＊  ＊
計 43 0.42 0.85 42 0.1 0.79 42 0.52 0.77 0.166 0.674 -0.139 0.339 0.287 0.753 ＊  ＊

Q17

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.88 18 0.17 0.86 18 0.39 0.78 -0.187 0.627 -0.227 0.567 0.030 0.750   ＊
A　県 25 0.2 0.65 25 0 0.82 25 0.2 0.82 -0.055 0.455 -0.321 0.321 -0.121 0.521    
計 43 0.21 0.74 43 0.07 0.83 43 0.28 0.8 -0.011 0.431 -0.178 0.318 0.041 0.519   ＊
Q18

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.28 0.75 18 0.17 0.62 18 0.44 0.51 -0.066 0.626 -0.116 0.456 0.204 0.676   ＊
A　県 25 0 0.61 25 0.12 0.6 25 0.08 0.7 -0.239 0.239 -0.115 0.355 -0.194 0.354    
計 43 0.09 0.68 43 0.14 0.6 43 0.23 0.65 -0.113 0.293 -0.039 0.319 0.036 0.424   ＊

Q19

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.5 0.71 18 0.22 0.55 18 0.72 0.67 0.172 0.828 -0.034 0.474 0.410 1.030 ＊  ＊
A　県 25 0.2 0.76 25 -0.1 0.73 25 0.08 0.76 -0.098 0.498 -0.386 0.186 -0.218 0.378    
計 43 0.33 0.75 43 0.02 0.67 43 0.35 0.78 0.106 0.554 -0.180 0.220 0.117 0.583 ＊  ＊

Q20

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.94 18 0.33 0.49 18 0.56 0.98 -0.214 0.654 0.104 0.556 0.107 1.013  ＊ ＊
A　県 25 0.28 0.68 25 0.16 0.55 25 0.44 0.65 0.013 0.547 -0.056 0.376 0.185 0.695 ＊  ＊
計 43 0.26 0.79 43 0.23 0.53 43 0.49 0.8 0.024 0.496 0.072 0.388 0.251 0.729 ＊ ＊ ＊

Q21

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.06 0.54 18 0.11 0.47 18 0.17 0.62 -0.189 0.309 -0.107 0.327 -0.116 0.456    
A　県 25 0 0.58 25 0 0.65 25 0 0.65 -0.227 0.227 -0.255 0.255 -0.255 0.255    
計 43 0.02 0.56 43 0.05 0.58 43 0.07 0.63 -0.147 0.187 -0.123 0.223 -0.118 0.258    

Q22

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.17 0.38 18 0.22 0.55 18 0.39 0.61 -0.006 0.346 -0.034 0.474 0.108 0.672   ＊
A　県 25 0 0.54 25 0.08 0.49 25 0.04 0.54 -0.212 0.212 -0.112 0.272 -0.172 0.252    
計 43 0.05 0.49 43 0.14 0.52 43 0.19 0.59 -0.096 0.196 -0.015 0.295 0.014 0.366   ＊

Q23

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.11 0.58 18 0.22 0.55 18 0.33 0.49 -0.158 0.378 -0.034 0.474 0.104 0.556   ＊
A　県 25 0 0.54 25 0.04 0.79 25 0 0.71 -0.212 0.212 -0.270 0.350 -0.278 0.278    
計 43 0.02 0.56 43 0.12 0.7 43 0.14 0.64 -0.147 0.187 -0.089 0.329 -0.051 0.331    

Q24

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.17 0.62 18 0.28 0.67 18 0.44 0.7 -0.116 0.456 -0.030 0.590 0.117 0.763   ＊
A　県 25 0.44 0.51 25 0 0.73 25 0.4 0.76 0.240 0.640 -0.286 0.286 0.102 0.698 ＊  ＊
計 43 0.33 0.57 43 0.09 0.72 43 0.42 0.73 0.160 0.500 -0.125 0.305 0.202 0.638 ＊  ＊

Q25

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 17 -0.1 0.66 18 0.22 0.65 17 0.18 0.73 -0.414 0.214 -0.080 0.520 -0.167 0.527    
A　県 25 0.28 0.68 25 0.12 0.73 25 0.4 0.58 0.013 0.547 -0.166 0.406 0.173 0.627 ＊  ＊
計 42 0.14 0.68 43 0.16 0.69 42 0.31 0.64 -0.066 0.346 -0.046 0.366 0.116 0.504   ＊

Q26

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.33 0.49 18 0.22 0.73 18 0.56 0.7 0.104 0.556 -0.117 0.557 0.237 0.883 ＊  ＊
A　県 25 0.24 0.6 25 0.16 0.69 25 0.4 0.76 0.005 0.475 -0.110 0.430 0.102 0.698 ＊  ＊
計 43 0.28 0.55 43 0.19 0.7 43 0.47 0.74 0.116 0.444 -0.019 0.399 0.249 0.691 ＊  ＊

Q27

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.81 18 0.44 0.62 18 0.67 0.69 -0.154 0.594 0.154 0.726 0.351 0.989  ＊ ＊
A　県 25 0.24 0.66 25 0.04 0.73 25 0.28 0.68 -0.019 0.499 -0.246 0.326 0.013 0.547   ＊
計 43 0.23 0.72 43 0.21 0.71 43 0.44 0.7 0.015 0.445 -0.002 0.422 0.231 0.649 ＊  ＊

Q28

N Mean Std N Mean Std N Mean Std 下限 上限 下限 上限 下限 上限
B　県 18 0.22 0.55 18 0.28 0.67 18 0.5 0.62 -0.034 0.474 -0.030 0.590 0.214 0.786   ＊
A　県 25 0.2 0.58 25 0.04 0.61 25 0.24 0.72 -0.027 0.427 -0.199 0.279 -0.042 0.522    
計 43 0.21 0.56 43 0.14 0.64 43 0.35 0.69 0.043 0.377 -0.051 0.331 0.144 0.556 ＊  ＊
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となる. 

 

研修前後(AB差)に有意差が認められた質問項
目は, 

2県計で,  

Q1 所属係内で，チームのリーダーシ
ップをとって保健活動を推進する 

Q2 自組織を超えたプロジェクトで主
体的に発言できる 

Q6 組織の健康施策に係る事業全般を
理解し，その効果的な実施に対し
て責任をもつ 

Q10 健康課題解決のための施策を提案
する 

Q11 住民の健康課題等に基づく事業
化，施策化及び事業評価に基づく
見直しができる 

Q12 保健医療福祉に係る国の動向や組
織の方針，施策の評価を踏まえ，
組織の政策ビジョンに係る提言が
できる 

Q13 所属内職員の能力・特性を把握
し，資質向上のための取組みを企
画，実施，評価できる 

Q15 専門職の人材育成計画を策定する
ための関係者が協働し，検討でき
る場を設置・運営できる 

Q16 関係課長等と連携し，保健師の業
務範囲等を踏まえ保健師必要数に
ついて人事部門を含め組織内で提
案できる 

Q19 地域の健康課題を解決するための
自組織のビジョンを踏まえた施策
を，各種保健医療福祉計画策定時
に提案できる 

Q20 所属部署内外の関係者と共に事業
評価を行い，事業の見直しや新規
事業の計画を提案できる 

Q24 保健活動に係る情報管理上の不足
の事態が発生した際に，所属部署
内でリーダーシップをとることが
できる 

Q26 根拠に基づき，質の高い保健事業
を提案し，その効果を検証できる 

Q27 保健師の研修事業を企画し，実
施・評価できる 

Q28 組織の人材育成方針に沿った，保

健師の人材育成計画を作成できる 

となった. 

 

研修後からフォローアップ調査までに(AF差)
に有意差が認められた質問項目は, 

2県計で,  

Q2 自組織を超えたプロジェクトで主
体的に発言できる 

Q4 所属（課，係）の保健事業全般に
関して，指導的な役割を担う 

Q5 自組織を超えた関係者との連携・
調整を行う 

Q6 組織の健康施策に係る事業全般を
理解し，その効果的な実施に対し
て責任をもつ 

Q7 複雑な事例に対して，担当保健師
等にスーパーバイズすることがで
きる 

Q8 地域の潜在的な健康課題を明確に
し，施策に応じた事業化ができる 

Q20 所属部署内外の関係者と共に事業
評価を行い，事業の見直しや新規
事業の計画を提案できる 

 

研修前とフォローアップ調査までに(BF差)に
有意差が認められた質問項目は, 

2県計で,  

Q1 所属係内で，チームのリーダーシ
ップをとって保健活動を推進する 

Q2 自組織を超えたプロジェクトで主
体的に発言できる 

Q4 所属（課，係）の保健事業全般に
関して，指導的な役割を担う 

Q5 自組織を超えた関係者との連携・
調整を行う 

Q6 組織の健康施策に係る事業全般を
理解し，その効果的な実施に対し
て責任をもつ 

Q7 複雑な事例に対して，担当保健師
等にスーパーバイズすることがで
きる 

Q8 地域の潜在的な健康課題を明確に
し，施策に応じた事業化ができる 

Q9 組織横断的な連携を図りながら，
複雑かつ緊急性の高い地域の健康
課題に対して迅速に対応する 
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Q10 健康課題解決のための施策を提案
する 

Q11 住民の健康課題等に基づく事業
化，施策化及び事業評価に基づく
見直しができる 

Q12 保健医療福祉に係る国の動向や組
織の方針，施策の評価を踏まえ，
組織の政策ビジョンに係る提言が
できる 

Q13 所属内職員の能力・特性を把握
し，資質向上のための取組みを企
画，実施，評価できる 

Q14 所属（課，係）内の業務内容と量
を勘案し，人材配置について上司
に提案できる 

Q15 専門職の人材育成計画を策定する
ための関係者が協働し，検討でき
る場を設置・運営できる 

Q16 関係課長等と連携し，保健師の業
務範囲等を踏まえ保健師必要数に
ついて人事部門を含め組織内で提
案できる 

Q17 保健医療福祉計画に基づいた事業
計画を立案できる 

Q18 立案した事業や予算の必要性につ
いて上司や予算担当者に説明でき
る 

Q19 地域の健康課題を解決するための
自組織のビジョンを踏まえた施策
を，各種保健医療福祉計画策定時
に提案できる 

Q20 所属部署内外の関係者と共に事業
評価を行い，事業の見直しや新規
事業の計画を提案できる 

Q22 施策立案時に，評価指標を適切に
設定できる 

Q24 保健活動に係る情報管理上の不足
の事態が発生した際に，所属部署
内でリーダーシップをとることが
できる 

Q25 保健活動の情報管理に係る規則の
遵守状況を評価し，マニュアル等
の見直しを提案できる 

Q26 根拠に基づき，質の高い保健事業
を提案し，その効果を検証できる 

Q27 保健師の研修事業を企画し，実
施・評価できる 

Q28 組織の人材育成方針に沿った，保
健師の人材育成計画を作成できる 

 

 

逆に言えば, 研修前とフォローアップ調査ま
でに(BF差)に有意差が認められなかった質問
項目は 

Q3 所属（課・係）の保健事業に係る
業務全般を理解し，その効果的な
実施に対して責任をもつ 

Q21 地域診断などにより，根拠に基づ
いた保健事業を計画できる 

Q23 評価に基づき保健活動の効果を検
証し，施策の見直しについて提案
できる 

であった. 

 

 

 

(7-2) 地域差のなかった項目 

① 研修前後(AB差)に有意差が
認められた質問項目 

Q6 組織の健康施策に係る
事業全般を理解し，そ
の効果的な実施に対し
て責任をもつ 

Q12 保健医療福祉に係る国
の動向や組織の方針，
施策の評価を踏まえ，
組織の政策ビジョンに
係る提言ができる 

Q26 根拠に基づき，質の高
い保健事業を提案し，
その効果を検証できる 

 

② 研修後からフォローアップ
調査までに(AF差)に有意差
が認められた質問項目 

なし 

 

③ 研修前とフォローアップ調
査までに(BF差)に有意差が
認められた質問項目 

Q1 所属係内で，チームの
リーダーシップをとっ
て保健活動を推進する 
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Q2 自組織を超えたプロジ
ェクトで主体的に発言
できる 

Q4 所属（課，係）の保健
事業全般に関して，指
導的な役割を担う 

Q6 組織の健康施策に係る
事業全般を理解し，そ
の効果的な実施に対し
て責任をもつ 

Q7 複雑な事例に対して，
担当保健師等にスーパ
ーバイズすることがで
きる 

Q9 組織横断的な連携を図
りながら，複雑かつ緊
急性の高い地域の健康
課題に対して迅速に対
応する 

Q11 住民の健康課題等に基
づく事業化，施策化及
び事業評価に基づく見
直しができる 

Q12 保健医療福祉に係る国
の動向や組織の方針，
施策の評価を踏まえ，
組織の政策ビジョンに
係る提言ができる 

Q13 所属内職員の能力・特
性を把握し，資質向上
のための取組みを企
画，実施，評価できる 

Q16 関係課長等と連携し，
保健師の業務範囲等を
踏まえ保健師必要数に
ついて人事部門を含め
組織内で提案できる 

Q20 所属部署内外の関係者
と共に事業評価を行
い，事業の見直しや新
規事業の計画を提案で
きる 

Q24 保健活動に係る情報管
理上の不足の事態が発
生した際に，所属部署
内でリーダーシップを
とることができる 

Q26 根拠に基づき，質の高

い保健事業を提案し，
その効果を検証できる 

Q27 保健師の研修事業を企
画し，実施・評価でき
る 

 
(7-4) 保健師活動領域調査(H29年
度版)5を用いて, 本調査結果
を全国へ汎用した場合の予
測 

 

表５ 保健師活動領域調査
(H29年度版) 表18(1)全国
の職位別常勤保健師数  

 

 

 

 

 

 

 

 

によると,全国に配置されて
いる保健師は, 計34522人で
その職位別の内訳は, 部局長
級(N=89),次長級(N=94),課長
級(N=1528),課長補佐級(N=35
37),係長級(N=7804),係員(N=
21470)となる. 

 

本研修受講者では, 計43人,
でその職位別内訳は, 課長補
佐(N=2),係長 (N=10),主幹 
(N=2),主査(N=10),主査長(N=
1),主任保健師(N=2),所長補
佐 (N=2),調整幹(N=1),副課
長(N=1),副主幹(N=7),副主査
 (N=1),副所長 (N=1),保健師
長 (N=1),予防係長(N=1),で
あり, この結果を基に全国値
をすぐに推定できるものでは
ない. 

 

表2より, 同じ職種内でも点
数は大きくバラつき, 職種間

総　　数

合　計

部
局
長
級

次
長
級

課
長
級

課
長
補
佐
級

係
長
級

係
員

都 道 府 県 5,044         2           1           261        1,021     1,371     2,388     

保 健 所 設 置 市 7,777         25         20         323        548        1,588     5,273     

特 別 区 1,282         3           2           23         34         314        906        

市 町 村 20,419       59         71         921        1,934     4,531     12,903    

合 計 34,522       89         94         1,528     3,537     7,804     21,470    
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のバラつきとの差はこのサイ
ズでは検討できない. 

 

(7-5) 考察 

研修プログラム: 厚労省「市町村
保健師管理者能力育成研修プログ
ラム(H29年度版)」を実施し, H29
受講前アンケート調査, H29受講
後アンケート調査, フォローアッ
プ調査を用いて, 研修前後の能力
点の差を検討した. 

 

① 研修前後においては, Q1,Q2,Q
6,Q10,Q11,Q12,Q13,Q15,Q16,Q
19,Q20,Q24,Q26,Q27,Q28,の15
項目15/28の項目で有意な改善
が見られた. 

② 研修後からフォローアップ調
査時までは,Q2,Q4,Q5,Q6,Q7,Q
8,Q20の7項目, 7/28の項目で
有意な改善が見られた.  

③ 研修前からフォローアップ調
査時まではQ1,Q2,Q4,Q5,Q6,Q
7,Q8,Q9,Q10,Q11,Q12,Q13,Q1
4,Q15,Q16,Q17,Q18,Q19,Q20,Q
22,Q24,Q25,Q26,Q27,Q28,25項
目, 25/28項目で有意な改善が
見られた. 

多くの項目で有意な改善が見ら
れ, 研修の効果が認められたと考
えられる. しかしながら,  

Q3 所属（課・係）の保健事
業に係る業務全般を理解
し，その効果的な実施に
対して責任をもつ 

Q21 地域診断などにより，根
拠に基づいた保健事業を
計画できる 

Q23 評価に基づき保健活動の
効果を検証し，施策の見
直しについて提案できる 

の3項目は, 有意にならなかった
項目で, 来年度以降の改善のため
の方策を考える必要がある. 

 

地域差のなかった項目は,  

① 研修前後においては, Q6,Q12,
Q26,の3項目3/28の項目,  

② 研修後からフォローアップ調
査時までは0項目,  

③ 研修前からフォローアップ調
査時まではQ1,Q2,Q4,Q6,Q7,Q
9,Q11,Q12,Q13,Q16,Q20,Q24,Q
26,Q27,14項目, 14/28項目で
ある. 

これらの項目は, 2地域で同様に
有意に改善が見られた項目で, 他
地域への汎用性が高い項目と考え
られる. 

 

職種における各項目の点数や改善
具合などは,はっきりしない点も
あり,今後の課題としたい. 

  

(7-6) 結論 

研修プログラム: 厚労省「市町村保
健師管理者能力育成研修プログラム
(H29年度版)」を実施し, H29受講前
アンケート調査, H29受講後アンケ
ート調査, フォローアップ調査を用
いて, 研修前後の能力点の差を検討
した.研修生はA県25人, B県18人の
計43人である.研修前からフォロー
アップ調査時までは25/28項目で有
意に能力点数の増加が認められた. 
有意な変化のなかった3項目 

Q3 所属（課・係）の保健事
業に係る業務全般を理解
し，その効果的な実施に
対して責任をもつ 

Q21 地域診断などにより，根
拠に基づいた保健事業を
計画できる 

Q23 評価に基づき保健活動の
効果を検証し，施策の見
直しについて提案できる 

については, 来年度研修の改善を考え
る必要がある. 

 

2地域で一様に改善した項目は研修
前後3項目, 研修後からフォローア
ップ調査時までの0項目,研修前から
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フォローアップ調査時までの14項目
について, 他地域への汎用性が高い
項目と考えられる. 

 

職種における各項目の点数や改善具
合などは,はっきりしない点もあり,
今後の課題である. 

 
Ｄ.健康危険情報 
本研究に関する健康兼情報は特に報告されて
いない. 
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Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得無し(非対象) 
2.実用新案登録無し(非対象) 
3.その他無し(非対象) 
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平成29 年度厚生労働科学研究費補助金 健康安全・危機管理対策総合研究事業 

「管理的立場にある市町村の保健師の人材育成に関する研究」分担研究報告書 

 

分担研究課題「研修のアウトカム評価尺度の開発」 

 

研究分担者 横山 徹爾   (国立保健医療科学院生涯健康研究部) 

   

研究要旨 

モデル自治体で実施した市町村保健師管理者能力育成研修における、研修前後の評価

用アンケートの結果を用いて、一般目標（GIO）、到達目標（SBOs）、28個の到達項

目、およびキャリアラダーとの関係について分析し、アウトカム評価尺度としての妥当

性を構成概念の観点から検討した。SBOsの研修前後での改善は、GIOの改善と中等度の

相関を示した。28個の到達項目の因子分析によって6つの因子が抽出され、キャリアラ

ダーのうち、「所属部署内リーダーシップ」、「人事管理」、「人材育成」、「健康課

題の明確化と施策提案」、「PDCAサイクルに基づく事業推進」、「保健活動の情報管

理」の構成概念を反映している考えられた。アウトカム評価尺度として、各因子の因子

負荷量が大きい到達項目の得点の単純合計または重み付け合計等を用いることが可能か

もしれない。しかし、これら6因子の因子得点のうち、研修前後での改善についてGIO、

SBOsと相関があるのは、「人材育成」など一部だけであった。 

 

Ａ．研究目的 

研修を企画するに際には、研修修了時に

期待される成果を「一般目標（GIO: General 

Instructive Objective）」として設定し、GIO

を達成したことを示すために、研修者は何

ができるようになるのか、あるいはどのよ

うなことをできるにようになればよいかに

ついて、具体的、各論的に観察可能な行動と

して 3～5 個程度の「到達目標（SBOs: 

Specific Behavioral Objectives）」を設定す

る。研修の評価にあたっては、プロセス、ス

トラクチャー、アウトプット、アウトカムの

観点から評価を行うことが多いが、GIOと

SBOs の到達度はアウトカム評価の指標と

しても用いることができる。 

本年度、モデル自治体で実施した市町村

保健師管理者能力育成研修では、「自治体保

健師の標準的なキャリアラダー」（以下、キ

ャリアラダー）に基づいて、表１に示した

GIOと 3つの SBOsを設定しており、これ

らをアウトカム評価の指標とすることが考

えられる。 

 
一方、より具体的な 28個の到達項目（森

永の分担研究報告書の表 3 参照）について

も、GIO、SBOsとともに研修前後のアンケ

ートにおいて「できる」～「できない」の４

段階で受講生に記入してもらっており、こ

表１．市町村管理者研修のGIOとSBOs

一般目標（GIO: General Instructive Objective）

市町村の管理的立場の保健師が、効果的な保
健活動を組織的に展開するための求められる能
力や果たすべき役割を理解し、地域住民の健康
の保持・増進に貢献する資質の向上を図る。
到達目標（SBOs: Specific Behavioral Objectives）

1 我が国における地域保健の動向と、今後の課題に
ついて説明できる。
2 市町村保健師管理者として、自組織及び保健活動
ビジョンを踏まえて事業・施策をマネジメントするため
の具体的方法を述べることができる。
3 施策展開に必要な人材育成・人事管理を含むマネ
ジメントのあり方について説明できる。
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れらの指標の多くは、研修前後で有意な改

善がみられている（高橋の研究分担報告書

参照）。 

本分担研究では、これら 28個の到達項目

と 3 つの SBOs、およびキャリアラダーと

の関係について分析し、評価尺度としての

妥当性を構成概念の観点から検討すること

を目的とする。 

 
Ｂ．方法 

分析対象は、本年度、モデル自治体で実施

した市町村保健師管理者能力育成研修参加

者の中で、 本研究に同意し、研修前後の評

価用アンケートに回答し、GIO、SBOs、到

達項目に未記入がない 57名である。 

各項目への回答は「できる=4」～「でき

ない=1」の４段階で点数化し、研修前後で

の各指標の変化の相関を Spearmanの順位

相関係数で示した。また、28個の到達項目

の構成概念を探索的に抽出し、キャリアラ

ダーと比較するために因子分析を行った。 

 

Ｃ．結果 

GIOの改善は SBOsの改善によって達成

されるものであるから、まず、研修前後での

GIO の変化と SBOs の変化との相関を

Spearman の順位相関係数で確認した（表

２）。SBOsの平均値は全て研修前後で改善

しており、研修前・後ともに GIOと有意に

相関していた。GIOの改善との相関は、強

い順に SBO-1, -3, -2であった。 

 SBOsの改善は、28到達項目の改善によ

って達成されるはずであるから、研修前後

での到達項目の変化と SBOs の変化との相

関を同様に調べた（表３）。SBOsの変化と

明らかな相関が示された到達項目は限定的

であった（太字箇所）。 

 28到達項目の個々に着目していても、キ

ャリアラダーとの関係を把握しにくいため、

研修前の 28 到達項目について因子分析を

行ったところ、因子の分散が急減する前の

因子数として 6 因子が抽出された（表４左

側）。キャリアラダーの構成に照らし合わせ

て概念を検討したところ、これら 6 因子は

「所属部署内リーダーシップ」、「人事管理」、

「人材育成」、「健康課題の明確化と施策提

案」、「PDCA サイクルに基づく事業推進」、

「保健活動の情報管理」に該当すると考え

られた。一方、研修の前後での 28到達項目

の変化（後の値－前の値）についても同様に

因子分析を行った（表４右側）。研修前のア

ンケートから抽出された 6 因子の因子負荷

量との相関関係から、同様に 6 つの構成概

念に対応していると考えられた。 

 これら 6因子の因子得点と、GIO、SBOs

およびこれらの研修前後での変化との相関

関係を表５に示す。GIO、SBOsの閨秀前後

での改善は、因子「人材育成」の改善と有意

に相関していたが、他の因子との相関は明

らかでなかった。 

 
Ｄ．考察 

SBOs は、研修前後の値および前後での

改善について、GIOと中等度の相関を示し

ており、SBOsの改善によって GIOの改善

を達成するという観点からは妥当なものと

考えられた。 

28個の到達項目は、キャリアラダーのう

ち、「所属部署内リーダーシップ」、「人事管

理」、「人材育成」、「健康課題の明確化と施

策提案」、「PDCA サイクルに基づく事業推

進」、「保健活動の情報管理」の構成概念を反

映していると考えられた。アウトカム評価

尺度としては、各因子の因子負荷量が大き
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い到達項目の得点の単純合計または重み付

け合計等を用いることが可能かもしれない。

しかし、これら 6 因子の因子得点のうち、

研修前の値および前後での改善について

GIO、SBOsと相関があるのは、「人材育成」

など一部だけであった。抽出された因子と

SBOs との概念が必ずしも一致していない

ことと、個々の SBOの中に複数の事項が含

まれているために、受講生が回答しにくい

のかもしれない。今回は 6 因子に限定した

ため、他の到達項目のうち SBOs と相関が

強いものがある可能性がある。今後、詳細な

検討を加えたい。 

 

Ｅ．結論 

  
 
Ｆ．健康危機情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 なし。 

 

Ｈ． 知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

  

表２．GIOとSBOsとのSpearman順位相関（n=57：前後のGIOとSBOsが全て揃っている者, r≧0.26（太文字）で有意）

SBOsの平均値（4点満点） GIO※との相関係数

事前 事後 後－前 事前 事後 後－前

SBO1 我が国における地域保健の動向と、今後の課題について説明
できる。 2.26 2.84 0.58 0.48 0.47 0.51

SBO2 市町村保健師管理者として、自組織及び保健活動ビジョンを
踏まえて事業・施策をマネジメントするための具体的方法を述
べることができる。

1.95 2.67 0.72 0.36 0.46 0.36

SBO3 施策展開に必要な人材育成・人事管理を含むマネジメントの
あり方について説明できる。 1.82 2.61 0.79 0.26 0.39 0.41

※GIO: 市町村の管理的立場の保健師が、効果的な保健活動を組織的に展開するための求められる能力や果たすべき役割を理解し、地域住民の健康の保持・増
進に貢献する資質の向上を図る。



133 
 

 表
３
．
G
IO
, S
B
O
sと
到
達
項
目
と
の
S
pe
ar
m
an
順
位
相
関
（n
=5
7：
前
後
の
G
IO
、
S
B
O
s、
到
達
項
目
が
全
て
揃
っ
て
い
る
者
, r
≧
0.
26
（太
文
字
）で
有
意
）

到
達
項
目
の
平
均
値

N
o.
到
達
項
目

事
前
事
後
後
－
前
事
前
事
後
後
－
前
事
前
事
後
後
－
前
事
前
事
後
後
－
前
事
前
事
後
後
－
前

1
所
属
係
内
で
，
チ
ー
ム
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
と
っ
て
保
健
活
動
を
推
進
す
る

3.
05

3.
19

0.
14

0.
00

0.
26

0.
08
-0
.1
1
0.
24
-0
.0
5
-0
.0
9
0.
26
-0
.0
3
-0
.0
7
0.
29

0.
02

2
自
組
織
を
超
え
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
主
体
的
に
発
言
で
き
る

2.
67

2.
88

0.
21

0.
11

0.
04
-0
.0
6
-0
.1
3
0.
26
-0
.1
7
-0
.1
9
0.
10

0.
00
-0
.0
4
0.
19

0.
05

3
所
属
（課
・係
）の
保
健
事
業
に
係
る
業
務
全
般
を
理
解
し
，
そ
の
効
果
的
な
実
施
に
対
し
て
責
任
を
も
つ

3.
02

3.
09

0.
07
-0
.0
3
0.
08

0.
03

0.
03

0.
10

0.
11

0.
06

0.
21
-0
.0
3
0.
04

0.
38

0.
16

4
所
属
（課
，
係
）の
保
健
事
業
全
般
に
関
し
て
，
指
導
的
な
役
割
を
担
う

2.
95

3.
09

0.
14
-0
.1
1
0.
29

0.
18
-0
.0
1
0.
26

0.
18

0.
04

0.
30

0.
12

0.
04

0.
47

0.
23

5
自
組
織
を
超
え
た
関
係
者
と
の
連
携
・調
整
を
行
う

3.
11

3.
04
-0
.0
7
0.
10
-0
.0
4
-0
.0
3
-0
.1
3
0.
21
-0
.0
3
-0
.2
7
0.
08
-0
.0
5
-0
.1
2
0.
15

0.
04

6
組
織
の
健
康
施
策
に
係
る
事
業
全
般
を
理
解
し
，
そ
の
効
果
的
な
実
施
に
対
し
て
責
任
を
も
つ

2.
68

2.
98

0.
30

0.
07

0.
08
-0
.1
2
0.
20

0.
27

0.
18

0.
13

0.
10
-0
.0
5
0.
00

0.
30
-0
.1
1

7
複
雑
な
事
例
に
対
し
て
，
担
当
保
健
師
等
に
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ズ
す
る
こ
と
が
で
き
る

2.
88

3.
09

0.
21

0.
04

0.
02
-0
.0
4
-0
.1
5
0.
12
-0
.1
5
0.
04

0.
17

0.
07

0.
01

0.
24

0.
15

8
地
域
の
潜
在
的
な
健
康
課
題
を
明
確
に
し
，
施
策
に
応
じ
た
事
業
化
が
で
き
る

2.
60

2.
70

0.
11

0.
27

0.
30

0.
15

0.
24

0.
09

0.
04

0.
14

0.
41

0.
14
-0
.0
4
0.
43

0.
19

9
組
織
横
断
的
な
連
携
を
図
り
な
が
ら
，
複
雑
か
つ
緊
急
性
の
高
い
地
域
の
健
康
課
題
に
対
し
て
迅
速
に
対
応
す
る
2.
54

2.
74

0.
19

0.
30

0.
20

0.
30
-0
.1
4
0.
11
-0
.0
5
0.
00

0.
12

0.
02

0.
03

0.
13

0.
11

10
健
康
課
題
解
決
の
た
め
の
施
策
を
提
案
す
る

2.
72

2.
96

0.
25

0.
23

0.
11

0.
11

0.
11

0.
19

0.
02

0.
09

0.
16

0.
01

0.
03

0.
27

0.
17

11
住
民
の
健
康
課
題
等
に
基
づ
く
事
業
化
，
施
策
化
及
び
事
業
評
価
に
基
づ
く
見
直
し
が
で
き
る

2.
67

2.
89

0.
23

0.
26

0.
25

0.
13

0.
22

0.
26

0.
24

0.
08

0.
39

0.
19
-0
.0
7
0.
48

0.
20

12
保
健
医
療
福
祉
に
係
る
国
の
動
向
や
組
織
の
方
針
，
施
策
の
評
価
を
踏
ま
え
，
組
織
の
政
策
ビ
ジ
ョ
ン
に
係
る

提
言
が
で
き
る

2.
35

2.
68

0.
33

0.
34

0.
26

0.
20

0.
26

0.
30

0.
15

0.
14

0.
22

0.
10

0.
02

0.
28

0.
12

13
所
属
内
職
員
の
能
力
・特
性
を
把
握
し
，
資
質
向
上
の
た
め
の
取
組
み
を
企
画
，
実
施
，
評
価
で
き
る

2.
53

2.
88

0.
35

0.
19

0.
14

0.
17
-0
.0
8
0.
23

0.
03

0.
04

0.
44

0.
15

0.
02

0.
40

0.
22

14
所
属
（課
，
係
）内
の
業
務
内
容
と
量
を
勘
案
し
，
人
材
配
置
に
つ
い
て
上
司
に
提
案
で
き
る

2.
96

3.
11

0.
14
-0
.0
7
0.
08
-0
.1
2
-0
.1
9
0.
21
-0
.1
9
0.
05

0.
20

0.
00
-0
.0
3
0.
26

0.
05

15
専
門
職
の
人
材
育
成
計
画
を
策
定
す
る
た
め
の
関
係
者
が
協
働
し
，
検
討
で
き
る
場
を
設
置
・運
営
で
き
る

2.
26

2.
65

0.
39

0.
09
-0
.1
3
0.
19
-0
.0
7
0.
05

0.
19

0.
03
-0
.1
1
0.
05

0.
07

0.
10

0.
23

16
関
係
課
長
等
と
連
携
し
，
保
健
師
の
業
務
範
囲
等
を
踏
ま
え
保
健
師
必
要
数
に
つ
い
て
人
事
部
門
を
含
め
組
織

内
で
提
案
で
き
る

2.
11

2.
61

0.
51

0.
01
-0
.0
6
0.
15
-0
.0
8
0.
25

0.
11

0.
12

0.
03

0.
15

0.
25

0.
16

0.
22

17
保
健
医
療
福
祉
計
画
に
基
づ
い
た
事
業
計
画
を
立
案
で
き
る

2.
60

2.
89

0.
30

0.
06

0.
07

0.
02
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08

0.
18

0.
13

0.
04

0.
18

0.
03
-0
.0
7
0.
35

0.
09

18
立
案
し
た
事
業
や
予
算
の
必
要
性
に
つ
い
て
上
司
や
予
算
担
当
者
に
説
明
で
き
る

3.
04

3.
12

0.
09

0.
29

0.
17

0.
30

0.
09

0.
19

0.
19

0.
12

0.
21
-0
.0
1
-0
.0
1
0.
23

0.
19

19
地
域
の
健
康
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
自
組
織
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
踏
ま
え
た
施
策
を
，
各
種
保
健
医
療
福
祉
計
画

策
定
時
に
提
案
で
き
る

2.
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82
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0.
23

0.
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0.
04
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29

0.
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20
所
属
部
署
内
外
の
関
係
者
と
共
に
事
業
評
価
を
行
い
，
事
業
の
見
直
し
や
新
規
事
業
の
計
画
を
提
案
で
き
る

2.
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0.
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0.
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0.
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0.
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.0
7
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03

0.
25

0.
13

21
地
域
診
断
な
ど
に
よ
り
，
根
拠
に
基
づ
い
た
保
健
事
業
を
計
画
で
き
る

2.
82

2.
93

0.
11

0.
27

0.
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0.
08

0.
21

0.
14

0.
16

0.
09

0.
17

0.
04

0.
07

0.
28

0.
22

22
施
策
立
案
時
に
，
評
価
指
標
を
適
切
に
設
定
で
き
る

2.
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2.
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0.
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0.
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0.
13

0.
18

0.
15
-0
.1
0
0.
07
-0
.1
2
-0
.1
5
0.
24

0.
10

23
評
価
に
基
づ
き
保
健
活
動
の
効
果
を
検
証
し
，
施
策
の
見
直
し
に
つ
い
て
提
案
で
き
る

2.
72

2.
82

0.
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0.
17

0.
25

0.
04

0.
17

0.
20

0.
21

0.
07

0.
17
-0
.0
6
-0
.0
6
0.
24

0.
02

24
保
健
活
動
に
係
る
情
報
管
理
上
の
不
足
の
事
態
が
発
生
し
た
際
に
，
所
属
部
署
内
で
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
と
る
こ

と
が
で
き
る

2.
60

2.
96

0.
37

0.
00

0.
12
-0
.1
2
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.1
8
0.
29

0.
03
-0
.2
2
0.
25
-0
.3
0
-0
.1
4
0.
30
-0
.1
6

25
保
健
活
動
の
情
報
管
理
に
係
る
規
則
の
遵
守
状
況
を
評
価
し
，
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
見
直
し
を
提
案
で
き
る

2.
58

2.
75

0.
18

0.
15

0.
08
-0
.0
1
-0
.0
3
0.
27

0.
13

0.
14

0.
26

0.
29

0.
24

0.
31

0.
26

26
根
拠
に
基
づ
き
，
質
の
高
い
保
健
事
業
を
提
案
し
，
そ
の
効
果
を
検
証
で
き
る

2.
35

2.
72

0.
37

0.
16

0.
53

0.
31

0.
08

0.
29

0.
21

0.
11

0.
37

0.
24
-0
.0
4
0.
37

0.
29

27
保
健
師
の
研
修
事
業
を
企
画
し
，
実
施
・評
価
で
き
る

2.
35

2.
70

0.
35

0.
33

0.
11

0.
45

0.
05

0.
03

0.
26

0.
00
-0
.0
5
0.
24

0.
10

0.
06

0.
26

28
組
織
の
人
材
育
成
方
針
に
沿
っ
た
，
保
健
師
の
人
材
育
成
計
画
を
作
成
で
き
る

2.
14

2.
51

0.
37

0.
24

0.
14

0.
28

0.
13

0.
18

0.
28

0.
02

0.
02

0.
13

0.
19

0.
22

0.
28

S
B
O
1と
の
相
関
係
数

S
B
O
2と
の
相
関
係
数

S
B
O
3と
の
相
関
係
数

G
IO
と
の
相
関
係
数

市
町
村
の
管
理
的
立
場
の
保
健
師
が
、

効
果
的
な
保
健
活
動
を
組
織
的
に
展
開

す
る
た
め
の
求
め
ら
れ
る
能
力
や
果
た

す
べ
き
役
割
を
理
解
し
、
地
域
住
民
の
健

康
の
保
持
・増
進
に
貢
献
す
る
資
質
の

向
上
を
図
る
。

施
策
展
開
に
必
要
な
人
材
育
成
・人
事

管
理
を
含
む
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
あ
り
方
に

つ
い
て
説
明
で
き
る
。

我
が
国
に
お
け
る
地
域
保
健
の
動
向
と
、

今
後
の
課
題
に
つ
い
て
説
明
で
き
る
。
市
町
村
保
健
師
管
理
者
と
し
て
、
自
組
織

及
び
保
健
活
動
ビ
ジ
ョ
ン
を
踏
ま
え
て
事

業
・施
策
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
す
る
た
め
の
具

体
的
方
法
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。
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表４．因子分析により、研修前および研修前後の変化に関して抽出された因子

第2因子 第6因子 第3因子 第4因子 第1因子 第5因子 第1因子 第3因子 第4因子 第2因子 第5因子 第6因子

所属部署
内リー
ダーシッ
プ

人事管理 人材育成 健康課題
の明確化
と施策提
案

PDCAサ
イクルに
基づく事
業推進

保健活動
の情報管
理

所属部署
内リー
ダーシッ
プ

人事管理 人材育成 健康課題
の明確化
と施策提
案

PDCAサ
イクルに
基づく事
業推進

保健活動
の情報管
理

1 所属係内で，チームのリーダーシップをとって保健活動を
推進する

0.80 0.27 0.12 0.14 0.11 0.15 0.80 0.13 0.13 0.21 -0.11 -0.12

2 自組織を超えたプロジェクトで主体的に発言できる 0.73 0.12 0.24 0.17 0.24 0.08 0.73 0.24 -0.07 0.22 -0.20 0.20

3 所属（課・係）の保健事業に係る業務全般を理解し，その
効果的な実施に対して責任をもつ

0.71 0.07 0.03 0.19 0.40 0.08 0.68 0.22 -0.01 0.29 0.39 0.02

4 所属（課，係）の保健事業全般に関して，指導的な役割を
担う

0.75 0.17 -0.03 -0.16 0.30 0.13 0.53 0.12 0.34 -0.09 0.42 -0.09

5 自組織を超えた関係者との連携・調整を行う 0.49 -0.28 0.37 0.20 0.06 0.49 0.55 -0.13 0.08 0.19 -0.09 0.46

6 組織の健康施策に係る事業全般を理解し，その効果的な
実施に対して責任をもつ

0.38 0.06 0.12 -0.03 0.56 0.08 0.29 0.43 -0.12 0.08 0.18 0.50

7 複雑な事例に対して，担当保健師等にスーパーバイズす
ることができる

0.72 0.05 0.12 0.28 0.02 0.22 0.53 -0.10 0.14 0.18 0.43 -0.02

8 地域の潜在的な健康課題を明確にし，施策に応じた事業
化ができる

0.21 0.02 -0.07 0.61 0.64 -0.03 0.31 0.02 0.21 0.63 0.17 -0.08

9 組織横断的な連携を図りながら，複雑かつ緊急性の高い
地域の健康課題に対して迅速に対応する

0.31 0.15 0.16 0.64 0.03 0.34 0.21 0.15 -0.06 0.75 0.06 0.05

10 健康課題解決のための施策を提案する 0.00 0.27 0.03 0.61 0.41 0.36 0.01 0.07 0.04 0.65 0.13 0.33

11 住民の健康課題等に基づく事業化，施策化及び事業評価
に基づく見直しができる

0.10 0.11 0.12 0.52 0.63 -0.02 0.20 -0.07 0.18 0.67 0.09 0.03

12 保健医療福祉に係る国の動向や組織の方針，施策の評
価を踏まえ，組織の政策ビジョンに係る提言ができる

0.16 0.22 0.03 0.40 0.62 0.19 0.05 0.36 0.05 0.51 0.24 0.14

13 所属内職員の能力・特性を把握し，資質向上のための取
組みを企画，実施，評価できる

0.37 0.40 0.07 0.45 0.25 0.03 0.17 0.38 0.08 0.47 -0.15 -0.32

14 所属（課，係）内の業務内容と量を勘案し，人材配置につ
いて上司に提案できる

0.40 0.67 -0.04 -0.02 0.12 0.39 0.14 0.53 -0.11 0.01 0.19 0.05

15 専門職の人材育成計画を策定するための関係者が協働
し，検討できる場を設置・運営できる

0.11 0.59 0.57 0.05 0.12 0.07 0.03 0.50 0.09 0.42 0.07 0.23

16 関係課長等と連携し，保健師の業務範囲等を踏まえ保健
師必要数について人事部門を含め組織内で提案できる

0.13 0.73 0.10 0.24 0.04 -0.08 -0.02 0.76 0.09 0.03 0.02 0.06

17 保健医療福祉計画に基づいた事業計画を立案できる 0.37 0.07 0.19 0.20 0.75 -0.03 0.47 0.53 0.27 0.14 0.36 0.08

18 立案した事業や予算の必要性について上司や予算担当
者に説明できる

0.22 0.09 0.34 0.15 0.57 0.04 0.16 0.46 0.39 0.19 0.39 -0.26

19 地域の健康課題を解決するための自組織のビジョンを踏
まえた施策を，各種保健医療福祉計画策定時に提案でき
る

0.17 0.09 0.51 0.13 0.62 0.03 0.41 0.38 0.30 0.25 0.34 0.15

20 所属部署内外の関係者と共に事業評価を行い，事業の見
直しや新規事業の計画を提案できる

0.14 -0.04 0.39 0.37 0.42 -0.08 0.07 0.53 0.37 0.23 -0.13 -0.03

21 地域診断などにより，根拠に基づいた保健事業を計画でき
る

0.29 -0.08 0.08 0.25 0.61 0.12 0.16 0.27 0.03 0.48 0.43 -0.04

22 施策立案時に，評価指標を適切に設定できる 0.00 0.02 0.08 -0.06 0.82 0.18 -0.03 0.06 0.14 0.07 0.73 0.23

23 評価に基づき保健活動の効果を検証し，施策の見直しに
ついて提案できる

0.08 0.06 0.17 0.12 0.84 0.20 -0.02 0.15 0.15 0.27 0.79 -0.08

24 保健活動に係る情報管理上の不足の事態が発生した際
に，所属部署内でリーダーシップをとることができる

0.36 -0.01 0.05 0.07 0.21 0.75 0.09 0.26 0.04 -0.02 0.04 0.58

25 保健活動の情報管理に係る規則の遵守状況を評価し，マ
ニュアル等の見直しを提案できる

0.10 0.11 0.33 0.19 0.17 0.74 -0.15 -0.14 0.32 0.24 0.00 0.68

26 根拠に基づき，質の高い保健事業を提案し，その効果を検
証できる

0.14 0.23 0.06 0.03 0.62 0.45 0.25 -0.06 0.65 0.13 0.32 0.15

27 保健師の研修事業を企画し，実施・評価できる 0.10 0.01 0.83 0.09 0.08 0.16 0.12 0.12 0.88 0.06 -0.04 0.07

28 組織の人材育成方針に沿った，保健師の人材育成計画を
作成できる

0.10 0.16 0.77 -0.06 0.36 0.20 -0.04 0.12 0.81 0.09 0.28 0.08

値は因子負荷量、0.5以上を太字で示した。Varimax回転し、研修前の分析で因子の分散が急減する前の因子数=6とし、解釈しやすいように因子の順番を入れ替えてある。

No. 到達項目の項目

研修前後の変化（後－前）から抽出された因子研修前のアンケートから抽出された因子

表５．GIO, SBOsと因子得点とのSpearman順位相関（n=57：前後のGIO、SBOs、到達項目が全て揃っている者, r≧0.26（太文字）で有意）

GIO SBO1 SBO2 SBO3

因子 事前 後－前 事前 後－前 事前 後－前 事前 後－前

所属部署内リーダーシップ -0.14 -0.10 -0.16 -0.09 -0.06 -0.07 -0.06 -0.04
人事管理 -0.06 0.07 -0.12 0.04 0.14 0.00 0.13 0.06
人材育成 0.25 0.47 0.01 0.33 -0.06 0.29 0.19 0.34
健康課題の明確化と施策提案 0.31 0.20 0.04 0.07 0.01 0.14 -0.01 0.20
PDCAサイクルに基づく事業推進 0.13 0.02 0.27 0.17 0.08 -0.10 -0.10 0.04
保健活動の情報管理 0.02 -0.14 -0.16 0.11 -0.09 -0.04 -0.03 -0.03

市町村の管理的立場の保健
師が、効果的な保健活動を
組織的に展開するための求
められる能力や果たすべき
役割を理解し、地域住民の
健康の保持・増進に貢献す
る資質の向上を図る。

我が国における地域保健の
動向と、今後の課題について
説明できる。

市町村保健師管理者として、
自組織及び保健活動ビジョン
を踏まえて事業・施策をマネ
ジメントするための具体的方
法を述べることができる。

施策展開に必要な人材育
成・人事管理を含むマネジメ
ントのあり方について説明で
きる。
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